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第58回日本生殖医学会学術講演会・総会

学会テーマ：生殖医療の未来を見据えて

（ 1．会期：2013年11月14日（木）：幹事会，理事会

　　　　　　　　　　15日（金）：学術講演会，総会，総懇親会

　　　　　　　　　　16日（土）：学術講演会

　　　　　　　　　　17日（日）：市民公開講座（神戸大学医学部シスメックスホール）

f ll．会場：

　神戸国際会議場

　　〒650－0046　神戸市中央区港島中町6－9－1

　TEL：078－302－5200　FAX：078－302－6485　http：／／kobe－cc．jp／kaigi／

神戸ポートピアホテル

〒650－0046　神戸市中央区港島中町6－10－1

TEL：078－302－1111　FAX：078－302－6877　http：／／www．portopia．co．jp／

会長：藤澤　正人（神戸大学大学院医学研究科腎泌尿器科学分野）

皿．プログラム概要（予定）：

　　1．招請講i演：

　　　Jonathan　Tilly先生（Department　of　Obstetrics，　Gynecology　and　Reproductive　Biology，　Harvard

　　　Medical　School）

　　　Dolores　Lamb先生（Scott　Department　of　Urology，　Baylor　College　of　Medicine）

　　2．特別講演：

　　　森　　崇英　先生（NPO法人生殖再生医学アカデミア）

　　　白井　千晶　先生（早稲田大学　非常勤講師）

　　3．会長講演：「泌尿器科と生殖医療」（仮題）

　　4．教育講演（五十音順）：

　　　有馬　隆博　先生（東北大学大学院医学系研究科情報遺伝学）

　　　大日向康秀　先生（理化学研究所発生・再生科学総合研究センター）

　　　小川　毅彦　先生（横浜市立大学大学院医学研究科泌尿器病態学）

　　　柴原　浩章　先生（兵庫医科大学産科婦人科）

　　　鈴木　　直　先生（聖マリァンナ医科大学産婦人科）

　　　星　　信彦　先生（神戸大学大学院農学部研究科分子形態学教育研究）

　5．シンポジウム（スポンサード・シンポジウム含む），ワークショップ

　　　「理想的な生殖医療体制・連携を考える」

　　　座長：岩本　晃明　先生（国際医療福祉大学病院リプロダクションセンター男性不妊部門）

　　　　　　斎藤　英和　先生（国立成育医療センター周産期診療部不妊診療科）

　　　「生殖医療における凍結技術の最前線」

　　　座長：久保田俊郎　先生（東京医科歯科大学周産・女性診療科）

　　　　　　千石　一雄　先生（旭川医科大学産婦人科学講座）

　　　「Modern　ART不成功不妊カップルに対するトータルケア」

　　　座長：岡田　　弘　先生（猫協医科大学越谷病院泌尿器科）

　　　　　　柳田　　薫　先生（国際医療福祉大学病院リプロダクションセンター）



　「生殖機能における酸化ストレスとその対応」

　座長：辻村　　晃　先生（大阪大学大学院医学系研究科器官制御外科学（泌尿器科））

　　　　杉野　法広　先生（山口大学大学院医学系研究科産科婦人科）

　「染色体異常を伴う不妊症患者に対する治療戦略」

　座長：永井　　敦　先生（川崎医科大学泌尿器科）

　　　　寺田　幸弘　先生（秋田大学大学院医学系研究科産婦人科）

　「不妊症に対する外科的治療法の最前線」

　座長：松田　公志　先生（関西医科大学泌尿器科）

　　　　楢原　久司　先生（大分大学医学部産科婦人科）

　「高齢不妊カップルに対する治療戦略～卵と精子の質の向上を目指して～」

　座長：西山　博之　先生（筑波大学医学医療系臨床医学域腎泌尿器外科）

　　　　安藤　寿夫　先生（豊橋市民病院総合生殖医療センター）

　「病態に基づく子宮内膜症の治療戦略」

　座長：村上　　節　先生（滋賀医科大学産科学婦人科）

　　　　原田　　省　先生（鳥取大学医学部女性診療科群（女性診療科・婦人科腫瘍科））

　「不育症診療における新しい展開」

　座長：杉浦　真弓　先生（名古屋市立大学医学部産科婦人科）

　　　　山田　秀人　先生（神戸大学大学院医学研究科産科婦人科）

　「授精のライブイメージング」

　座長：岡部　　勝　先生（大阪大学微生物病研究所／附属遺伝情報実験センター遺伝子機能解析分野）

　　　　三宅　正史　先生（神戸大学自然科学系先端融合研究環）

6．ランチョンセミナー，モーニングセミナー，イブニングセミナー（予定）

7．一般演題（口演・ポスター）

N．演題登録期間：

　　2013年5月1日（水）～6月5日（水）

　　演題応募は，UMINによるインターネットでのオンライン登録のみです．

　　詳しくは，大会公式ホームページ（http：／／www．k－svr．net／jsrm58／）をご覧ください

【演題提出にあたっての留意事項】

演題提出にあたっては医療従事者および自然科学者としての倫理観に基づいて行われたものであるこ

とを確認して下さい．

1）発表者は本会会員に限ります
2）国内で行われた厚生労働省未承認の薬剤・医療技術および医療機器に関する臨床研究は，当該施設

　の審査（倫理）委員会または治験委員会などで承認されたものを原則とします．

3）対象患者の個人情報の保護などに留意して下さい．

4）動物実験に関しても「愛護精神」のもとで行われたものにしてください．

5）臨床研究に関するすべての発表において，利益相反状態の有無に関わらず開示して下さい．

大会に関するお問合せ先：

　　第58回日本生殖医学会学術講演会・総会

　　［本部事務局］

　　　　〒650－0017　兵庫県神戸市中央区楠町7－5－1

　　　　神戸大学大学院腎泌尿器科学分野

　　　　TEL：078－382－6155／FAX：078－382－6169



［運営事務局］

　　〒541－0046　大阪市中央区平野町3丁目2番13号　平野町中央ビル　4階

　福田商店広告部　学会事業部

　TEL：06－6231－2723／FAX：06－6231－2805／mail：58jsrm＠adfukuda．jp



新・生殖医療専門医制度細則改定について

　新・生殖医療専門医制度において生殖医療専門医を取得された先生（初回認定2011～2013年），初回更

新を済まされた先生（初回認定2006～2008年）

　　※生殖医療専門医番号の上2桁が初回認定の西暦下2桁に相当します．

　　　例：06－0001は2006年の初回認定専門医を示します．

におかれましては新・生殖医療専門医制度細則（以下，新細則）に則し，次回の更新時までに更新要件を

満たしていただく必要がございます．

　現在の新細則では旧・生殖医療専門医制度と同様に150点／ポイントが必要要件の一つとなりますが，

生殖医療専門医制度委員会で審議のうえ，平成24年度第3回通常理事会での決議を経て，下記の通り新

細則を改定することといたしました．名誉生殖医療専門医記載部分についても一部改定いたしております

ので変更点をご確認くださいますようお願いいたします．

　また，旧制度による生殖医療専門医認定試験は2012年度をもって終了いたしました．次回生殖医療専

門医認定試験は新制度において2014年度より開始いたします．しかしながら下記の一覧表のとおり2014

年度いっぱいまで新制度・旧制度ともに稼働いたします．今しばらくの並行稼働となりますので制度が複

雑となりますが，生殖医療専門医・生殖医療専攻医，また会員の先生方の引き続きのご理解とご支援を賜

りたく何卒よろしくお願い申し上げます．

　なお，最新情報については随時本会ホームページ：資格制度に掲載しておりますのでご確認くださいま

すようお願い申し上げます．

　　　　　　　　　　一般社団法人日本生殖医学会

　　　　　　　　　　　　　　　理事長　吉村泰典

生殖医療従事者資格制度委員会　委員長　市川智彦

新・生殖医療専門医制度細則改定部分（抜粋）

〈改定前〉

【第7章資格の更新】

第14条　更新を希望する生殖医療専門医は，次の各号のすべてを満たすものとする．

（2）日本生殖医学会総会・学術講演会に5年間で3回以上出席すること．

（3）関連学会への出席，学会発表および論文発表により，5年間で合計150ポイント以上を取得すること．

【第9章　名誉生殖医療専門医】

第22条　満65歳以上でかつ生殖医療専門医歴5年以上の会員を名誉生殖医療専門医に推薦することがで

きる．名誉生殖医療専門医は，ブロック長が理事長に推薦し，理事会及び社員総会の議を経て理事長がそ

の称号を与える．

〈改定後〉

【第7章　資格の更新】

第14条　更新を希望する生殖医療専門医は，次の各号のすべてを満たすものとする．

（2）日本生殖医学会学術講演会に5年間で3回以上出席すること．

（3）関連学会への出席，学会発表および論文発表により，5年間で合計100ポイント以上を取得すること．

【第9章　名誉生殖医療専門医】

第22条満65歳以上でかつ生殖医療専門医歴5年以上の会員を名誉生殖医療専門医に推薦することがで

きる．名誉生殖医療専門医は，ブロック長が理事長に推薦し，理事会の議を経て理事長がその称号を与え
る．



その他参考資料
本会ホームページにも下記を掲載しておりますが今後のご自身の更新等の要件が新旧どちらの制度に該当

するのか今一度ご確認ください．

旧制度による生殖医療専門医の認定を2年間暫定的に継続することによる次回の更新までの単位・ポイントの

取得について

初回認定 初回更新 次回更新

平成18年4月までに旧制度で
の認定

平成23年4月旧制度での更新認定 新制度での単位・
ポイント開始

平成28年4月新制度での更新

平成19年4月旧制度での認定 平成24年4月旧制度での更新認定 平成29年4月新制度での更新

平成20年4月旧制度での認定 平成25年4月旧制度での更新認定 平成30年4月新制度での更新

平成21年4月旧制度での認定 平成26年4月旧制度での更新認定 平成31年4月新制度での更新

平成22年4月旧制度での認定 平成27年4月旧制度での更新認定 平成32年4月新制度での更新

平成23年4月旧制度での認定 新制度での単位・ポイント開始：平成28年4月新制度
での更新認定

平成24年4月旧制度での認定

（暫定期間1年目）

新制度での単位・ポイント開始：平成29年4月新制度
での更新認定

平成25年4月旧制度での認定

（暫定期間2年目）

新制度での単位・ポイント開始：平成30年4月新制度
での更新認定

平成26年（認定該当なし）

平成27年4月新制度での認定

（新制度での第1回目の認定）

新制度での単位・ポイント開始：平成32年4月新制度
での更新認定



新・生殖医療専門医制度細則による生殖医療専門医認定のための研修開始登録

　　　　　　　　　　　　　　　　　申請受付開始のご案内

　新・生殖医療専門医制度細則（以下新細則と略す）に基づく生殖医療専門医認定のための研修開始登録

の2013年度受付を4月から開始いたします．生殖医療専門医の認定を目指している会員の皆様におかれ

ましては，下記申請要項に従って指定の期間（2013年4月～6月3日）に研修開始登録の申請を行ってい

ただきますようご案内申し上げます．研修開始登録申請書，生殖医療専門医認定審査の手引き等の書類に

つきましては，本会HP（http：／／www．jsrm．or．jp／）からダウンロードするようになっていますので，合わ

せてご案内いたします．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　2013年4月
一・般社団法人　日本生殖医学会　理事長　吉村　泰典

生殖医療従事者資格制度委員会　委員長　市川　智彦

　　　　　　　　　　　　　　日本生殖医学会生殖医療専門医

　　　　　　　　　　　　2013年度　研修開始登録　申請要項

【申請資格】　次の各号のすべてを満たしているものとする．

　　1．研修開始申請時において，日本産科婦人科学会認定産婦人科専門医あるいは日本泌尿器科学会認

　　　定泌尿器科専門医である．

　2．研修開始申請時において，研修開始時に入会日から2年以上の会員歴を有する日本生殖医学会会

　　　員である．

【提出書類】　以下の書類を受付期間内に提出してください．

　　1．生殖医療専門医　研修開始登録申請書

　2．産婦人科専門医あるいは泌尿器科専門医証の写し

　3．申請料（5，000円）振り込みの写し

【申請料の振込先】

　三菱東京UFJ銀行　麹町支店（店番号616）（普）0123117

　口座名：一般社団法人日本生殖医学会　専門医口

【申請受付期間】2013年4月～6月3日（月）（必着）

【申請書提出先】

　〒102－0083　東京都千代田区麹町4－7麹町パークサイドビル402

　　　一般社団法人日本生殖医学会　生殖医療従事者資格制度委員会

　※書類提出の際は，封筒表に「研修開始登録申請書在中」と朱記してください．

　※送付の際は簡易書留（送料は申請者負担）としてください，

【研修開始から認定までのタイムスケジュール例】

◆研修開始登録申請書提出締切：　　　　　　　　　　　　　　2013年6月3日　（月）必着

◆生殖医療従事者資格制度委員会での申請書類審査：　　　　　2013年6月中旬予定

◆生殖医療専攻医ICカード送付：　　　　　　　　　　　　　2013年7月予定

◆所定の研修（生殖医療専門医認定審査の手引きを参照してください）

◆生殖医療専門医認定試験の受験を申請　　　　　　　　　　　2016年6月上旬予定



●

■

●

　　　　　新・生殖医療専門医制度細則による認定研修施設・研修連携施設

　　　　　　　　　　　　　　　認定（指定番号）のご案内

　日本生殖医学会　新・生殖医療専門医制度細則（以下新細則と略す）による認定研修施設ならびに研修

連携施設につきまして，認定された施設の指定番号を

　本会HP（http：／／www．jsrm．orjp／）に掲載しておりますのでご確認くださいますようご案内いたします．

　新細則第5章第5条の第2項にあるように，生殖医療専門医の認定を申請するには，少なくとも1年間
以上，認定研修施設に専任で所属の上研修を行うことが必要です．

　生殖医療専門医の認定を目指している会員の皆様は，本会HP上の認定研修施設一覧表を確認の上，研

修開始登録受付開始のご案内に従って研修開始登録の申請を行ってください．

　また，次回の認定研修施設・研修連携施設の申請は2014年1月頃を予定しています．

　詳細は2013年12月頃に本会HP等でご案内する予定としていますのでご確認ください．

2013年4月

一般社団法人　日本生殖医学会　理事長　吉村　泰典

生殖医療従事者資格制度委員会　委員長　市川　智彦



2013年度生殖医療従事者講習会の開催予定について

　2013年度は，講習会を3回開催させていただく予定です．最新情報・事前登録のご案内は，随時本会

ホームページ上でご案内させていただきます．

　生殖医療専門医ポイントは新制度／旧制度／取得認定年度によりポイント加算が異なりますので本会ホー

ムページ上の新旧制度対応一覧をよくご確認ください．

　　　　　　　　2013年4月

一般社団法人　日本生殖医学会

　　　　　理事長　吉村　泰典

生殖医療従事者資格制度委員会

　　　　　委員長　市川　智彦

第1回生殖医療従事者講習会

日時：2013年8月25日（日曜日）大阪大学中之島センター（大阪・予定）

カリキュラム予定

講義内容（7）

講義内容（8）

講義内容（5）

講義内容（10）

講義内容（4）

講義内容（9）

講義内容（11）

治療総論・検査・診断

一般治療各論1（排卵誘発）

男性生殖生理・生殖内分泌

一般治療各論III（男性不妊）

女性生殖生理・生殖内分泌

一般治療各論II（女性手術，不育症）

一・般治療最近の進歩

第2回生殖医療従事者講習会

日時：2013年11月16日（土曜日）神戸ポートピアホテル〈第58回学術講演会会期中〉（神戸・予定）

カリキュラム予定

講義内容（12）

講義内容（13）

講義内容（14）

講義内容（15）

生殖補助医療総論・管理

生殖補助医療各論1（体外受精）

生殖補助医療各論II（顕微授精）

生殖補助医療最近の進歩

第3回生殖医療従事者講習会

日時：2013年12月23日（月・祝日）都市センターホテル（東京・予定）

カリキュラム予定

講義内容（1）

講義内容（2）

講義内容（3）

講義内容（6）

生殖医療総論・トピック

生殖倫理・関係法規

生殖遺伝

生殖免疫，感染症等

●

●



〈参考〉

単位数 単位項目 時間（分） 新規必須項 更新必須項

目 目

1 （1）生殖医療総論・トピック 30 ＊ ＊

1 （2）生殖倫理・関係法規 30 ＊ ＊

1 （3）生殖遺伝 30 ＊

1 （4）女性生殖生理・生殖内分泌 30 ＊

1 （5）男性生殖生理・生殖内分泌 30 ＊

1 （6）生殖免疫，感染症等 30 ＊

1 （7）治療総論・検査・診断 30 ＊ ＊

1 （8）一般治療各論1（排卵誘発） 30 ＊

1 （9）一般治療各論II（女性手術，不育症） 30 ＊

1 （10）一般治療各論III（男性不妊） 30 ＊

1 （11）一般治療最近の進歩 30 ＊ ＊

1 （12）生殖補助医療総論・管理 30 ＊ ＊

1 （13）生殖補助医療各論1（体外受精） 30 ＊

1 （14）生殖補助医療各論H（顕微授精） 30 ＊

1 （15）生殖補助医療最近の進歩 30 ＊ ＊

●

すべて30mins／単位
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2013年度生殖医療コーディネーター認定のご案内1

　　　　　下記の要領で本会の生殖医療従事者制度における生殖医療コーディネーター認定を実施いたします。ご

e　　　希望の方は，記載の応募要項に従い，申請書類提出および認定登録料納入をお願い申し上げます．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2013年4月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一般社団法人　日本生殖医学会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　璽事長吉村泰典

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　生殖選療コーディネーター委員会
・’e　　　　－・・．．f箏1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　委員轟　森　　明子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

　　　　畢繊書類　　1）爾講噸劔

レ　　　　コ　　　’…、・鐵灘驚鱒難静証コe－（1部）

　　　　4響鷺馨麟雛購畑繍蹴会　　　　．．．丁一r／、［
：

　　　　　　’一　　不癖蜘灘嚇綱ま醗着灘門着講離灘コ轡輪離
　　．：㍑∵巨枠’1；‘一’　　萄母鱒肇導問着譲離鱗測蹉活勲霧麟錘明書　　　　　　　　　　　三」1じ一一．

　　　　　　　　　　　　　　　　　一纏不齪轡療または高慶生殖補顯医療のいずれかの症例報告1症例が必頻

　　　　　　　　　　　　　　蹴鉗拳遣・講習会参加1証明書

　　　　　　　　　　　　　　　　　生殖医療・看護の関連学会2回（1回1は日本生殖医学会）の参加が必麺

　　　　　　　　　　　5）認定登録料擾込用紙控えコピー遡
轡

　　　　　提繊発　　　一般社1団法入　日本生殖医学会

　　　　　　　　　　〒102－OO83東京都千代田虞麹曄←7麹町バータ噺孝ドぜ澱魏

　　　　　　　　　　電議：　03－3288－7266

　　　　　締切日　　⑳聡年6菖3日（月）必着　　　　　　　　　　　”、

　　　　　灘舗瀬円　　　　　　1疑編已、撫誌∴懸1＿，
　　　　　　　　　　雛紬蒙繍咽輸麹臓隔　烈㌧一「灘・b”　・L’1’∴1階・

　　　　　　　　　　　　　　蝶懸識』　細継欝欝；∵㌍

　　　　　　　　　　劇康請著個Aの名義でお鍾込《鵡さい．　　　　　・　・　’1　r－1Jl’　lr　i　r　T’．：Hl：

O　　　　　　　　　　　燕遼纈縫鑑コ1ξ一を痢欝書に繍獣しτく懸慧い．　1　　　　1‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　撒上
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　事務局使用欄
　　　2013年度日本生殖医学会

生殖医療コーディネーター認定申請書

（西暦） 年　　月 日

一般社団法人　日本生殖医学会

理事長　吉村　泰典　殿

氏名（ふりがな）

印

生年月日 （西暦）

年 月　　　　　日

現住所 〒 一

勤務施設名

同所在地 〒 一

TEL：

FAX：

Email：

日本生殖医学会会員番号

（入会年度 ）

資格条件

（）内に○をつけてください．

日本看護協会

（）不妊症看護認定看護師

（）母性看護専門看護師

認定番号

Nα
（取得　　　　年 月 日）



［様式1］生殖医療コーディネーター申請用紙（母性看護専門看護師用）

　　　　主著論文・筆頭学会発表報告書
　事務局使用欄

申請者氏名

※申請には，生殖看護に関する主著論文1編または筆頭学会発表1題のいずれかの報告が必
　要です．

代表的「論文」1編（主著）

主著1編は別刷（論文コピー），その他はAbstractコピー添付

発表者／題名／雑誌名／巻号／発表年

1

2

3

代表的「学会発表」1編（筆頭）Abstractコピー添付

発表者／題名／学会名（開催地）／発表年

1

2

3



［様式2］ ㌶誓ディネーター申請用紙（母性看護専門看護師用）□

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事務局使用欄

申請者氏名

※申請には申請者の代表的な生殖看護1症例の報告が必要です．症例は一般不妊治療でも高

　度生殖補助医療のいずれの対象でも可です．この用紙内に記入してください、

症例報告書

1：既往歴・合併症

2：不妊の現病歴

3：検査結果および診断

4：治療経過

5：看護の実際



［様式3］生殖医療コーディネーター申請用紙（母性看護専門看護師用）

　　　　学会・講習会参加証明書
　事務局使用欄

申請者氏名

※申請には，生殖医療・看護の関連学会2回の参加が必要です．そのうち1回は日本生殖医

　学会の参加が必須です．学会および講習会の参加証明書（参加領収書のコピー等）を添付
　してください．

開催

年月日 学会・講習会名 開催地 参加証明書（参加領収書のコピー等）の貼付欄

1

2

3



会員の皆様へ

　　　　　　　　　　　　　年会費支払い方法について

　年会費のご請求につきましては2011年度より，6月頃に封書（自動引落をお手続きいただいている会員

にはお葉書で引落日を通知）で送付しております．

2013年度におきましても同様に6月頃に封書にて支払い方法詳細と請求書等を送付いたします．

　なお，会員サービス向上の一環として年会費の支払い方法は，郵便振込・銀行口座引落に加え更にコン

ビニ決済も可能となっております．

　会費納入に際しましては，代議員選挙の選挙権被選挙権にも大きく関わってまいります．ご高配賜りま

すよう何卒よろしくお願いいたします．



lFFS　lnternational　Meeting　2015

（国際生殖医学会学術集会2015）

　　　　　開催のご案内

　IFFS　International　Meeting　2015（国際生殖医学会学術集会2015）を，下記の要領により開催いたしま

すので，奮ってご参加くださいますようお願い申し上げます．

IFFS　International　Meeting　2015組織委員会

会

会

主

共
併
後

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

期：2015年4月26日（日）開会式，Welcome　Reception

　　　　　　　　　　　　（第60回日本生殖医学会学術講演会）

　　　　　　　27日（月）学術講演会

　　　　　　　28日（火）学術講演会，総懇親会

　　　　　　　29日（水）学術講演会，閉会式

場：パシフイコ横浜

　　〒220－0012横浜市西区みなとみらい1－1－1TEL：045－221－2155

催：International　Federation　of　Fertility　Societies　（IFFS）

　　IFFS　International　Meeting　2015組織委員会

催：一般社団法人日本生殖医学会

催：第60回日本生殖医学会学術講演会・総会

援：文部科学省（予定）

　　厚生労働省（予定）

　　横浜市（予定）

　　公益社団法人日本産科婦人科学会

　　社団法人日本泌尿器科学会

　　日本アンドロロジー学会

　　日本受精着床学会

　　日本卵子学会

　　日本産婦人科内視鏡学会

　　一般社団法人日本女性医学学会

　　日本生殖看護学会

　　公益社団法人日本産婦人科医会

会長　　苛原　稔

学術集会ホームページ：http：／／iffs2015．umin．jp／

以上

●

【お問合せ先】IFFS　International　Meeting　2015組織委員会事務局

〒102－0083東京都千代田区麹町4－7麹町パークサイドビル402

　　　　　　　　　（株）MAコンベンションコンサルティング内

　　　　　　　　　　　Tel：03－5275－1191　Fax：03－5275－1192

　　　　　　　　　　　　　E－mail：iffs2015yokohama＠macc．jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　http：／／iffs2015．umin．jp／



　　　　　　　　　第21回世界不妊会嵩　　　　ノ73

（IFFS／ASRM　2013）in　Boston●加ツアー

　第21回世界不妊会議（IFFS／ASRM　2013）が米国東海岸の歴史ある街「ボストン」にて秋の連休を挟んで開催されま

す。2015年には横浜で「IFFS　International　Meeting　2015」の開催を予定しており、このボストンよりIFFS　2015

に向けて機運を盛り上げて参りたいたいと思います。IFFS／ASRM　2013会期中には日本語セッションプログラムもご
ざいます。

　つきましては本会企画のツアーをご案内致しますので、是非ご参加くださいますようお願い致します。IFFS／ASRM

2013プログラムの詳細は、ASRMホームページ（一）をご参照ください。皆様の
ご参加を心よりお待ちしております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　IFFS　International　Meeting　2015組織委員会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　　苛原　　稔

■ご旅行期間

2013年10月12日（土）～10月19日（土）

〈8日間（7泊8日、但し機中泊1泊）〉

■ご旅行代金（大人お一人様）

3340ω酊倍億巴抱郷の源柳
226ω卿｛2客混巴抱閲⑳勃秒
以下は旅行f¶金に含まれません：

党油サーチV一ジ・払空保陸料目安47，600円（3／13現在）、虜田空満■殴利用料2，040円、

旅審保安サービス料500円、迩外空港諸税目安6260円（3／13現在）

鯨諮ぶ　文　苔

麺1
鱗難　　∨戸

　　　　　　　
人　　ぷ　　　x

…腰灘羅1－＾ 繊
欝：

蟻謙　　　頴 灘　撚…涜難＿‖難・灘

雛鷺鱗競駆一

携
響
　
　
　
…
　
狂

10／12 東京（成田）発 11．30 JL　OO8 空路直行便（予定）にてボストンへ 機内2回
（土）

ロ　●　■　■　●　■　●　頃　・　●　珂　・　． ・国際日付変更線通過… ●　鼻　ロ　●　●　垣　●　●　●　●　■　頁　冨

ボ　ス　ト　ン 11：20 タクシー等 着後各自でホテルへ 昼：x
（所要約15分） （交通費はお客様負担となります）

タ：x

〈ボストン泊〉

10／13 ボ　ス　ト　ン 終日：自由行動（会議ご参加） 朝：o
（日）

　↓

10／17

尽・X＿　　払

（木）

タ：x
〈ボストン泊〉

10／18 朝：O
（金）

タクシー等 各自で空港へ

ボ　ス　ト　ン 13：10 JL　OO7 空路直行便（予定）にて帰国の途に

昼：x

国際日付妬’

10／19 機内2回
（土）

東京（成田）着 16：30 着後解散

■募集人員：30名様

■最少催行人員：10名様

■食事条件：（機内食を除く）

　朝食6回、昼食O回、タ食0回

■添乗員：同行致しません。

■募集締切：

　2013年7月31日（水）

■日本発着時利用航空会社：

　日本航空（JL）直行便くエコノミークラス〉
　＊利用機材の欠航等の事情により、米国内乗継便
　　利用となる場合がございます。尚、米国内乗継と

　　な・った場合でも旅行代金に変更はございません。

■ご利用ホテル：

『ルネッサンスボストンウォーターフロント』
＊会場まで2ブロック（約500m｝のデラックスホテル
＊お部屋の指定（お部屋タイプ、眺望、階数等）は
　お受けできかねます。予めご了承下さい。

★プログラム詳細はIFFS／ASRM　2013のHP
　（htt：　www．asrm．or　IFFS－ASRM201　3　）

　をご●照下さい
★会議登録費用は旅行代金には含まれておりません。

　ご登録はご自身で事前登録又は当日登録を

　行って下さい

★ビジネスクラス、ご旅行期間の変更（延泊等）、

　他ホテル手配のご希望等がございましたら

　別途お問い合わせ下さい（次頁連絡先●照）

●

●米国に短期商用・観光目的（90日以内）で渡航予定のすべてのビザなし渡航者は、渡航72時間前までにオンラインで渡航承認

　を受ける必要があります（ESTAの登録）。2010年9月より有料（14ドル）での登録に変更になっております。

　必ずご登録をお願い致します。ご登録はご自身でも可能ですが、手配代行をご希望の方は5．400円にて申し受けます。



●

●

●

●

逐孫　　　　　　　　　　　　　　彦

灘翻簾顯擁 鰹醗纏簸鱗囎蠣轍難縢韓難麟轟蘇糀顯鱗魏藁礁鑛鷹灘磯灘難．
　　　　　　　　念　馨　　　　　　…
●幕集型企回旅行契約
　この旅行は（株）JTBコーポレートセールス（東京都新宿区西新宿3－7－1観光庁
　長官登紐旅行集第1767号。以下「当社」といいます。）が企■・実施する旅行であ
　り、この旅行に●加されるお審様は当社と暮集型企■旅行契釣（以下「旅行契約」と

　いいます。）を締結することになります。また、旅行条件は、下記によるほか別遠お渡

　しする旅行条件書（全文）、出発前にお渡しする最終日程衰と称する確定書面及U
　当社旅行業約款暮集型企薗旅行契約の部によります。

●旅行のお申し込み及ぴ契約成立時期
（1）当社所定の申込書に所定の事項を記入し、下記の申込金を添えてお申し込みくだ
　さい。申込金は、旅行代金お支払の際差し引かせていたた書ます。

②電話、郵便、ファクシミリその他の通信手段でお申し込みの場合、当社が予約の承

　陪の旨通知した翌日から起算して3日以内に申込書の提出と申込金の支払をしてい
　tcだきます。

（3）旅行契約は当社が契釣の締結を承諾し、申込金を受領したときに威立するものと
　します。

（4）お申込金（おひとり）￥50，000からZ旅行代金まで

●旅行代金のお支払い
　旅行代金は旅行出発日の前日からさかのぼって21日目にあたる日より前（お申し込
　みが闇際の場合k当社が指定する期日までに）にお支払ください。また、お客様が当
　社提携カード会社のカード会員である場合、お客様の暑名なくして旅行代金、取消料、

　追加諸1用などをお支払いただくことがあります。この場合のカード利用日は、お客
　様からお申し出がない限り、お客様の承諾日といたします。

●取消料／旅行契約成立後、お客様の都合で契約を解除されるときは、次の金額を取
　消料として申し受けます。

契約解除の日 取消料

旅行■拍日の薗日から艇算してさかのぽつて30日目以障3日目にあたる日まで 旅刷モ金の20％

態行■紬日の前々日から当日 ■行代金の50％

簾行，始後又は驚運緒不●加 箪行代金の100％

●旅行契約内容の変更／当社は天変地異・職乱・■動・運送．宿泊期間等の旅行サー
　ビス提供の中止・官公暑の命令・当初の還行計菖によらない週送サービスの提供等
　の当社が関与しえない事由が生じた場合、契約内容を変更することがあります。

●旅程保証／当社は別表（条件書本文●照）に掲げる契約内8の口要な変1が生じ
　た場合、別衰に記載する変亘補償金を支払います。ただし、次に掲げる事由による
　変更の場合は変更補償金を支払いません。天変地異・職乱・暴勘・還送宿泊期間等
　の旅行サービス提供の中止・官公暑の命令・当初の週行計薗によらない運送サービ
　スの提供、旅行●加者の生命または身体の安全確保のための必要な措置。なお変

　更補債金は旅行者1名に対し1暮集型企■旅行につき旅行代金の15％を隈度とし
　ます。また、変1補償金が千円未漕であるときは変更補償金は支払いません
●旅行代金に含まれるもの

＊旅行日程に明示した週送機閲の遭R・料金（注釈のないかぎりエコノミPtクラス）＊

　旅行日程に明示した観光の料金（パス料金・ガイド料金・入場料金）＊旅行日程に明

　示した宿泊の料金及び税・サービス料金（2人部■に2人ずつの宿泊を基準としま
　す。）※旅行日程に明示しtc食事の料金及び税・サービス料金※航空機による手荷

■ご旅行代金のお振込先

　　　　　　　鵜　　　　　　　彩　　　　　　　　　据t’

　物運搬料金＊現地での手荷物還搬料金（一部含まれないコースがあります。まk、一
部の空港・ホテルではお客搬自身で運搬していただく場合があります。）

＊添乗員同行コースの同行費用
　これらの費用は、お客様の都合により一部利用されなくても原則として払い戻しいた
　しません。

●旅行代金に含まれないもの
　前項のほかは旅行代金に含まれません。その一部を例示いたします。

＊超過手荷物料金＊クリーニング代、電話竃報料、ホテルのボーイ・メイド等に対する

　心付け、その他迫加飲食等個人的性質の■費用及びそれに伴う税・サービス料盒＊
　渡航手続閲係費用＊オプショナルツアー料金＊日本国内の空港施殴使用料＊日本
　国内におけるご自宅から発着空港等集合・解散時点までの交通費・宿泊費＊旅行
　日程中の空港税等（但し、空港税等含んでいることをパンフレットで明示したコースを

　除きます。）＊遇送機閲が躁す付加還賃・料金（例1据汕特別付加逼賃）

●旅勢にっいて

　米国では帰国時まで有効なIC旅券または機械暁み取り式旅券（入国時90日以上
　が望ましい）が必要となります。

●ビザ（査証）について

　当パンフレットでご案内の旅行先では、査証（ビザ）は不要です（IC旅券または機械麓

　み取り式でない旅器の場合は査証が必書です）e但し、米国では短期滞在査証免除
　国の国民が査証免除対象者として入国する際、渡航72時間前までにインターネット
　を通じて査匝免除可否のチェックを受けるシステム（電子渡航認証システム、以下
　「ESTA」）での申M義M付けています。登録は専用のWEBサイトより行い、認証が
　拒否された場合は査証の取得をしない限り航空機への搭乗や入国ができなくなりま
　すので、早めに登録手続きをお願いします。また認証拒否ならびに査証未取得に伴
　う旅行取消については、所定の取消料がかかります。nv、　ESTAでの認証1ま米国入

　国承認ではないA、入国時の入国審査は従来通り行われます。情報は2012年11
　月20日現在となり、予告なく変更となる場合がありますので、旅行申込販亮店へ必
　ず最新情報をご確認ください。

●空港諸税・燃油特別付加週賃について
　この旅行には、旅行代金とは別に合計約（目安）￥56，400（2013年3月13日
　現在）が必書となります。※燃油サーチャージは4月以降発衰済みのものを反映
●個人情報の取扱について
　（1）当社及び販売店は、旅行申込の際に提出された申込書等に記載された個人情
　報について、お害様との間の連絡のために利用させていただくほか、お客様がお申し

　込みいただいた旅行において週送・宿泊機関尊の提供するサービスの手配及Uそれ
　らのサービスの受領のために手続に必裏な範囲内で利用させていただきます。

　（2）当社は、旅行先でのお客様のお買い物等の便宜のため、当社の保有するお客様

　の個人情報を土産物店に提供することがあります。この場合、お1様の氏名、パスポ

　ート番号及び搭呆される航空便名等に係る個人情報をあらかじめ電子的方法等で
　送付することによって擾供いたします。なお、これらの個人情報の提供の停止を箒望
　される場合1ま、お申込店に出発前までにお申し出ください。

この旅行条件ts　2013年3月10日を基準としています。また旅行代金は2013年
3月10日現在の有効な運賃・規則を基準として算出しています。

　総合旅行業務取扱管理者とは、お客様の旅行を取扱う営業所での取引の責任者で
　す。この旅行の契約に閲し、担当者からの脱明に工不明な点がありましたら、ご還慮

　なく下記の旅行業務取扱管理者にご質問ください。

● 銀行名：みずほコーポレート銀行十二号支店
ロ座番号：（昔通預金ロ座）1274970
ロ座名：㈱JTBコーポレートセールス
※お振込人名は必ず、申込書の代表者名にてお願いします。

　申込金：￥50．000円またはご旅行代金

旅行企画・実施㈱JTBコーポレートセールス
　■光庁長富登繰旅行真　第1767号

　日本旅行嵩協会正会員・旅行嵩公正取引協■会会員

　〒163－1065　東京詔新宿区西新宿3－7－1

㈱JTBコーポレートセールス

法人営業横浜支店

………一…一一一…一一……………一…一一……一一一……一…一…一… 〈キリトリ線〉…一……………一……一…………一一…一…一…………一一一一…………
●

　　　　　　　　～第21回世界不妊会議（IFFS／ASRM　2013）inBoston参加ツアー［参加申込書］

◆下記必要事項のご記入をいただき、JTB宛に郵送またはFAXをお願い申し上げます。渡航手続き等のご案内書類を送付致します。

◆ご記入頂いたお客様の個人情報は、お申込のご旅行手配・手続代行業務のために利用します。予めご了承下さい。

■

ふ　　り　が　　な 1

お　名　前 男・女
ご所属先名

ふ　　り　が　　な

資料送付先
〒　　　一

TEL

携帯

（　　）　　　一

（　　）　　　一

備　　　　　　考

●

FAX宛先：045－316－5701 ＊お手数をお掛け致しますが、送信後着信確認のTEL（045－316－4602）をお願い申し上げます。
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2013年4月1日付認定　生殖医療専門医

浅田　裕美　　網　　和美　　五十嵐敏雄　　石川　智則　　石川　聖子

石松　正也　市岡健太郎　　市川　智子　　伊東　裕子　　伊藤めぐむ

宇賀神智久　大島　隆史　岡　　親弘　岡本　吉夫　柿沼　敏行

加嶋　克則　　勝股　克成　　金谷　美加　　神山　　洋　　川崎　彰子

川戸　浩明　神田理恵子　木村　文則　黒土　升蔵　桑原　慶充

小泉美奈子　　古賀　　実　　後藤　哲也　　小宮　　顕　　佐藤　　卓

佐藤　孝道　島田　和彦　城田　京子　菅谷　　進　杉原　一廣

鈴木　吉也　　瀬川　智也　　瀬沼　美保　　竹谷　俊明　竹原　祐志

堤　　　亮　　中島　　章　　中山　孝善　　永吉　　基　　西山　幸江

長谷川亜希子　濱田　雄行　　原田　統子　平田　哲也　福田　雄介

本田　徹郎　　松下　知彦　　松下　　宏　　丸山　正統　　水澤　友利

南　　　晋　村上　雅博　　銘苅　桂子　　山本　樹生　　弓削　彰利

吉田　英宗　　吉野　　修　　吉本　泰弘　和田　恵子

　　　　以上64名

（五十音順・敬称略）

●
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生殖医療専門医ならびに生殖医療専門医認定推薦者一覧

　　　　　　　　（2013年4月1日現在）
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　　　　河村　寿宏

　　　　岸　　裕司

　　　　北村　誠司

　　　　木村　　正

　　　　清川麻知子

　　　　工藤　正尊

　　　　倉智　博久

　　　　黒田　恵司

　　　　小池　俊光

　　　　香山　浩二

　　　　小嶋　哲矢

　　　　後藤　真紀

　　　　小森　和彦

　　　　近藤　芳仁

　　　　斎藤誠一郎

　　　　坂田　正博

　　　　佐藤　健二

　　　　佐藤　芳昭

　　　　繁田　　実

　　　　島田　和彦

　　　　徐　　東舜

　　　　末岡　　浩

　　　　菅原　準一一

　　　　杉原　一廣

　　　　鈴木　隆弘

　　　　瀬川　智也

　　　　大頭　敏文

　　　　高田　晋吾

　　　　高見　雅司

　　　　竹内　　巧

　　　　武谷　雄二

　　　　田島　博人
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齋
齊
坂
佐
澤
七
清
生
菅
菅
杉
鈴
関
高
高
高
竹
竹
辰

子
文
城
之
純
郎
志
章
哲
次
次
行
康
郎
和
郎
卓
夫
治
史
司
太
隆
英
洲
保
也
郎
司
行
志
温

恵

正

　

康
真
俊
武
　

栄
昭
健
秀
将
一
英
哲
　

富
敬
康
晃
亮
俊
里
雅
美
徹
太
修
俊
祐

理

　
　
　
　

田
　
　
　
　
　
　
　
寿
　
本

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
健

田
澤
脇
村
下
保
本
原
　

口
藤
林
山
藤
藤
久
藤
田
川
水
石
沼
　
山
木
沼
尾
橋
口
下
原
中

神
北
北
木
日
久
蔵
桑
高
苔
後
小
古
齊
齊
佐
佐
澤
漆
清
白
菅
杉
杉
鈴
瀬
高
高
滝
竹
竹
田

哲
夫
之
保
昭
仁
子
充
豪
伸
栄
顕
代
一
博
明
剛
子
章
彦
子
健
弓
一
子
雄
久
文
浩
樹
彦
誠

　

道

正

　

直
　
裕

慶
文
光
　
　
育
眞
正
範
　

素
浩
良
京
　

真
力
聡
一
成
俊
一
直
昌
俊

藤
島
谷
谷
慈
谷
岡
原
　

田
藤
宮
藤
藤
藤
木
藤
川
原
水
田
谷
浦
山
藤
石
尾
橋
内
下
村
中

菅
北
絹
木
久
熊
栗
桑
康
越
後
小
近
斉
斉
櫻
佐
塩
柴
清
城
菅
杉
杉
首
千
高
高
竹
竹
竹
田

盤

理

紀

一

二

順

治
樹
り
子
也
み
幸
優
也
豊
一
英
裕
郎
雄
進
広
也
夫
代
一
子
人
明
里
大

　

真
真
廣
浩
　
昭

秀
を
代
哲
ろ
宣
　
秀

　

雄

雅

幸
一
正
　

法
吉
久
桃
好
桂
茂
俊
由
雄

　

　

　

　

　

　

　

　

か

加
　
ひ

　
　
　
　
　
　
　
浩

地

出
原
野
原
切
竹
斐
賀
島
藤
宮
藤
藤
原
部
藤
谷
井
屋
野
谷
野
木
沖
田
桑
畠
内
谷
村
中

菊
北
木
京
楠
熊
呉
己
甲
小
後
小
近
齋
榊
雀
佐
塩
渋
下
神
菅
杉
鈴
角
園
高
高
竹
竹
竹
田
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浩
史
郎
弘
大
晴
也
彦
彦
介
司
修
江
理
洋
生
路
紀
彦
作
子
久
樹
敬
晴
子
平
宏
紀
徳
樹
敬

正

博

一

幸
達
義
幹
公
康
一
久
　
幸
　
　
敏
正
由
久
愛
里
晃
秀
正
道
衣
講
　
和
清
英

　

　

慎

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

美
　
　
絵
　
　
　
　
亜

川
村
原
田
山
岡
塚
村
村
越
原
井
山
原
　
谷
　

田
井
田
井
本
施
谷
川
野
浦
下
本
浦
沼
岸

谷

田
塚
寺
富
中
中
中
中
名
楢
西
西
野
幡
浜
林
原
廣
福
藤
藤
布
古
堀
牧
松
松
松
三
水
峯

　
　男

彦
彦
亮
晋
一
美
章
一
基
夫
生
満
一
功
行
博
子
紀
介
介
司
子
一
功
彦
裕
彦
宇
陽
利
也

清
輝
和
　
　
光
由
　
聡

　

幹

弥
　

洋
　

雄
　
統

由
敬
雄
祐
睦
健
　
正

　

知
泰
一
友
克

邊

舎
田
　
岡
尾
田
林
村
吉
木
　
村

田
谷
田
　

田
野
井
田
野
原
谷
内
川
田
下
見
浦
澤

田
玉
塚
堤
徳
永
詠
中
中
永
並
西
西
野
長
濱
林
原
平
福
福
藤
藤
古
堀
前
増
松
松
三
水
峯

紀

利
晃
勉
宏
次
人
史
宏
栄
牧
司
男
理
子
郎
晃
紀
泰
淳
策
博
孝
文
郎
久
樹
志
彦
幸
博
之

文
充
　
　
　
浩

義
潔
嘉
家
　

永
幸
真
奈
太
鐵
初
　
　

俊
敏
典
博
徹
恒
俊
公
毅
保
匡
博

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

山
嘉
章

口

村

村

地

政

川
西
村
村
須
田
尾
山
見
岡
　
　
比
田
田
井
原
村
見
田
野
浦
田
山
尾
成
浦

谷

田
辻
堂
友
中
中
中
中
奈
成
西
西
野
花
林
原
日
廣
福
藤
藤
二
逸
本
牧
松
松
松
見
光
箕

浩
り
紀
子
美
美
子
一
弘
志
修
新
明
士
剛
樹
省
修
夫
郎
人
浩
司
猛
生
夫
洋
彦
夫
人
治
久

正

ど
建
久
由
和
英
元
貴
寛
　
　
広
剛
　

直
　
　
孝
一
正
　
憲
　
律
鉄
庸
秀
哲
雅
洋
卓

　

み

　
　

真
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
淳

原
村
井
梅
屋
沢
野
村
山
島
　
垣
岸
場
場
　

田
池
谷
田
澤
原
井
坂
田
橋
岡
林
山
國
橋
室

田
田
筒
東
戸
中
中
中
中
鍋
西
西
根
橋
馬
林
原
平
深
福
藤
藤
古
保
本
正
松
松
丸
三
三
三

日生殖医会誌58巻1・2号

田原　隆三

俵　　史子

堤　　　治

藤間　芳郎

永井聖一郎

中島　　章

中野　英之

中村佐知子

中山　孝善

鍋田　基生

西　　信也

西田　正和

野崎　雅裕

長谷川亜希子

羽原　俊宏

林　　伸旨

原田　竜也

平田　哲也

福井　淳史

福田　　勝

藤田　和利

藤原　寛行

古井　辰郎

星合　　昊

本間　寛之

増崎　英明

松崎　利也

松原　寛和

丸山　正統

操　　　良

南　　　晋

宮川　　康

●
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　　　　宮崎　豊彦

　　　　村上　弘一

　　　　村瀬真理子

　　　　許山　浩司

　　　　森若　　治

　　　　柳田　　薫

　　　　八幡　哲郎

　　　　山崎　裕行

　　　　山田　成利

　　　　山本　樹生

　　　　吉岡奈々子

　　　　吉田　英宗

　　　　吉野　直樹

　　　　脇本　栄子

　　　　渡邊　良嗣

宮地　系典

村上　　節

村田　昌功

百枝　幹雄

森脇　崇之

矢野　浩史

山縣　芳明

山下　三郎

山田　秀人

弓削　彰利

吉田　　淳

吉田　仁秋

吉村　泰典

和田　恵子

向田　哲規

村上　雅博

村田　泰隆

森　　崇英

両角　和人

矢野　樹理

山ロ　ー雄

山下　直樹

山辺　晋吾

湯村　　寧

吉田　耕治

吉田　　浩

吉本　泰弘

和田真一郎

英

生

子

人
之
哲
平
紀
一
昌
児
修
毅
正

光

晴
桂
峰
浩
　
耕

正

慎

佳

丈

車
川
苅
田
澤
野
口
下
元
田
田
野
光
辺

六

村

銘
森
矢
矢
山
山
山
横
吉
吉
依
渡

向林　　学

村越　行高

望月　　修

森本　義晴

矢内原　敦

矢野　直美

山崎　英樹

山下　能毅

山本勢津子

吉岡　信也

吉田　壮一

吉野　和男

梁　　善光

渡邉　浩彦

5（5）

　　　　　＊名誉生殖医療専門医

以上531名（五十音順・敬称略）

●



6（6） 日生殖医会誌　58巻1・2号

2013年4月1日認定　生殖医療コーディネーター

大月　順子　神山　和枝

佐藤　有理　　澤辺麻衣子

栗城かつみ　小林　由美　　佐藤ゆかり

堀内あさみ　　宮澤香代子 矢神　智美

　　　　　以上10名

　（五十音順・敬称略）

◆

●
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生殖医療コーディネーター一覧

　　（2013年4月1日現在）

浅野　明恵

石原　広美

太田　有美

勝又　由美

川上　聡子

小池　弘子

小松原千暁

佐藤　有理

白田　浩美

筒井利津子

中村　　希

萩原　美幸

藤島由美子

松本　豊美

山岡　由季

吉田久美子

安藤　浩子

糸川　優子

大月　順子

加藤佳代子

菅野　伸俊

越間由紀美

坂井　　朋

佐奈　美佳

高木　陽子

徳永　季子

鳴瀬真由美

橋村　富子

藤田　陽子

宮澤香代子

山下　直美

生亀　公子

上田　聡代

大野　雅代

加藤　順子

北川　由美

小西真千子

坂中　弘江

澤辺麻衣子

高橋恵美子

鳥光　陽子

難波　未来

長谷　充子

堀内あさみ

宮前まゆみ

山本志奈子

井坂　由樹

宇佐美恵子

岡崎　友香

金丸　道子

久保島美佳

小林　　薫

定本　幸子

塩沢　直美

田中　祐子

永島百合子

西尾　京子

馬場真有美

本田万里子

村上貴美子

横田　美穂

石岡　伸子

大石　友美

尾形　優子

神山　和枝

栗城かつみ

小林　由美

佐藤ゆかり

篠原　宏枝

田中　敦子

永野　妙子

西田久美子

福井　孝子

前田あかね

矢神　智美

吉川　典子

　　　　以上76名

（五十音順・敬称略）

●



8（8） 日生殖医会誌58巻1・2号

平成24年度学術奨励賞受賞者

　平成24年度は臨時社員総会において下記3名の先生が学術奨励賞を受賞・授与されました．今後も生

殖医療に関する優秀な論文・研究者への授与を行ってまいりたいと思います．引き続き会員諸先生方のご

支援・ご協力をお願い申し上げます．

■

一般社団法人日本生殖医学会

　　　　理事長　吉村　泰典

　　　　学術部　倉智　博久

〈基礎部門〉

吉田奈央君（新潟大学大学院自然科学研究科）

Reproductive　Medicine　and　Biology　Vol．10　No．1pp．31－41　掲載

「Size　of　the　perivitelline　space　and　incidence　of　polyspermy　in　rabbit　and　hamster　oocytes」

〈泌尿器科部門〉

該当なし

〈産婦人科部門〉

内田　浩君（慶雁義塾大学医学部産婦人科）

The　Journal　of　Biological　Chemistry　Vol．　287　No．　7　pp．　4441－4450掲載

「Studies　using　an　in　vitro　model　show　evidence　of　involvement　of　epithelial－mesenchymal　transition　of

human　endometrial　epithelial　cells　in　human　embryo　implantation」

津野晃寿君（大分大学医学部附属病院産婦人科）

JClin　Endocrinol　Metab　Vol．96　No．12　PP．1944－1952　掲載

「Fasudil　inhibits　the　proliferation　and　contractility　and　induces　cell　cycle　arrest　and　apoptosis　of　human

endometriotic　stromal　cells：apromising　agent　for　the　treatment　of　endometriosis」

●
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　　　　　　　　平成25年度日本生殖医学会学術奨励賞について

選考規定に準ずる論文を対象に，平成25年度日本生殖医学会学術奨励賞の推薦を受付けます，

●

推薦資格は，自薦または他薦となります．

他薦の場合は，本学会理事，代議員，大学教授，

推薦は，次々頁の所定の書式をご利用下さい．

学会誌レフリーに限ります．

　予備選考委員会および選考委員会で推薦された論文の中から3編の受賞論文を決定します，

筆頭著者には賞状と副賞としてMSD株式会社より奨励金50万円を各々に授与します．

受賞論文の

ご不明な点は，学会事務局へお問い合わせください．

〔推薦書締切日〕平成25年6月14日（金）必着

〔推薦書送付先および問い合わせ先〕

　　　　　　　　一般社団法人日本生殖医学会

　　　　　　　　　　　　〒102－0083東京都千代田区麹町4－7

　　　　　　　　　　　麹町パークサイドビル402

　　　　　　　　　　　TEL：03－3288－7266　FAX：03－5275－1192

　　　　　　　　　　　E－mail：info＠jsrm．or．jp

●



10（10） 日生殖医会誌58巻1・2号

1．対象

　　　　　　日本生殖医学会学術奨励賞選考規定

①前年（1月～12月）本学会誌（Reproductive　Medicine　and　Biology）掲載原著論文．

　（※レビューと症例報告を除く．）

②上記以外（国内外を問わず）で，前年度に掲載された又は前年（1月～12月）にオンラ

　イン化された原著論文．但し候補論文として審査の対象となるのは1回とする．さらに

　論文の内容の大部分または全てが日本生殖医学会に発表されており，その抄録を添付す

　る．また，学会発表と雑誌掲載の時期の前後は問わない．

③受理時点で年齢は45歳以下の者．

④予備選考委員会の開催日現在，日本生殖医学会の会員であるもの．

⑤学術奨励賞の受賞は一度のみとする．

2．推薦方法 自薦または他薦

他薦は本学会の理事，代議員， 大学教授（会員），学会誌レフリーが推薦する．

3．選考方法 予備選考委員会で予め推薦論文より候補論文を選考し，この候補論文の中から選考委員会

が受賞論文を決定する．

①予備選考委員会は学術担当理事を委員長とし，編集担当理事，学術・編集担当幹事，幹

　事長を以て構成する．

②予備選考委員会で3部門より各々数編の受賞候補論文を選出する．ここでいう3部門と

　は，基礎，泌尿器科，産婦人科を示すものである．

③選考委員会では理事長を委員長とし，副理事長，学術・編集担当理事を以て構成し，幹

　事長は選考委員会に陪席し事務事項を担当する．

④専門分野に分けて審査を行う．

4．賞 本学会より賞状を授与する．また副賞として，日本生殖医学会MSD学術奨励賞賞状および

学術奨励金50万円を授与する．

5．公表 総会において授与し，総会後に発刊する号にて受賞論文および氏名を公表する．

平成14年10月3日改訂

平成16年9月2日改訂

平成17年8月30日改訂

平成18年4月1日改訂

平成20年10月22日改訂

平成21年11月22日改訂

平成22年9月13日改訂

平成23年6月17日改訂

平成23年9月2日改訂

平成24年6月15日改訂
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　平成25年4月20日

　　　　　　　　　　　　　日本生殖医学会学術奨励賞推薦書

日本生殖医学会理事長殿

下記の論文を日本生殖医学会学術奨励賞に推薦いたします．

〈論文名〉

RMB　Vol．111ssue

雑誌名 第 巻

　頁（平成24年　　　月）

号　　　～　　　頁（平成　　年　　月）

（生殖医学会以外の雑誌に掲載されている場合）

〈筆頭著名〉

〈筆頭著者生年月日〉

　　　　　　　年

〈推薦理由〉

月 日

平成　　年　　月　　日

　　推薦者所属・現職

氏名 PE
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一般社団法人　日本生殖医学会

　　　　　　　定　　款

第1章　総則

（名　称）

第1条　この法人は，一般社団法人日本生殖医学会という．

　　2　英文名はJapan　Society　for　Reproductive　Medicineとし，略称をJSRMとする．

（事務所）

第2条　この法人は，主たる事務所を東京都千代田区に置く．

第2章　目的及び事業

（目　的）

第3条　この法人は，人類及び家畜と動物の生殖に関する基礎的及び臨床的研究について，研究業績の発表，知識

　　　　の交i換，情報の提供などを行ない，もって学術の発展と人類の福祉に寄与することを目的とする．

（事　業）

第4条　この法人は，前条の目的を達成するために，次の事業を行う．

　　　（1）研究発表会及び学術講演会の開催

　　　（2）国内外の研究の調査並びに奨励

　　　（3）機関誌及びその他学術図書の刊行

　　　（4）英文機関誌の刊行

　　　（5）国内外の関連学会等との連絡及び協力

　　　（6）専門医の育成及び認定

　　　（7）生殖医療及び保健に関する市民公開講座の開催

　　　（8）その他目的を達成するために必要な事業

　　2前項の事業は，本邦及び海外にて行なうものとする．

第3章　社員

（法人の構成員）

第5条　この法人の会員は，次のとおりとする．

　　　（1）正会員　　この法人の目的に賛同して入会した個人又は団体

　　　（2）賛助会員　この法人の事業を援助する個人又は団体

　　　（3）名誉会員　この法人に特に功労のあった者で社員総会の決議をもって推薦されたもの

　　2　この法人の社員は，概ね正会員40人の中から1人をもって選出される代議員をもって社員とする（端数

　　　　の取扱いについては理事会で定める．）

　　3　代議員を選出するため，正会員による代議員選挙を行う．代議員選挙を行うために必要な細則は理事会に

　　　　おいて定める．

　　4　代議員は，正会員の中から選ばれることを要する．正会員は，前項の代議員選挙に立候補することができ

　　　　る．

　　5　第3項の代議員選挙において，正会員は他の正会員と等しく代議員を選挙する権利を有する．理事会は，

　　　　代議員を選出することはできない．

　　6　第3項の代議員選挙は2年に1度，3月又は4月に実施することとし，代議員の任期は選任の2年後に実

　　　　施される代議員選挙終了の時までとする．ただし，代議員が社員総会決議取消しの訴え，解散の訴え，責

　　　　任追及の訴え及び役員の解任の訴え（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（以下「法人法」とい

　　　　う．）第266条第1項，第268条，第278条，第284条）を提起している場合（法人法第278条第1項に

　　　　規定する訴えの提起の請求をしている場合を含む．）には当該訴訟が終結するまでの間，当該代議員は社

　　　　員たる地位を失わない（当該代議員は，役員の選任及び解任（法人法第63条及び第70条）並びに定款変
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　　　　更（法人法第146条）についての議決権を有しないこととする）．

　　7代議員が欠けた場合又は代議員の員数を欠くこととなるときに備えて補欠の代議員を選挙することができ

　　　　る．補欠の代議員の任期は，任期の満了前に退任した代議員の任期満了する時までとする．

　　8　補欠の代議員を選挙する場合には，次に掲げる事項も併せて決定しなければならない．

　　　（1）当該候補者が補欠の代議員である旨

　　　（2）当該候補者を1人又は2人以上の特定の代議員の補欠の代議員として選任するときは，その旨及び当

　　　　　該特定の代議員の氏名

　　　（3）同一の代議員（2人以上の代議員の補欠として選任した場合にあっては，当該2人以上の代議員）に

　　　　　つき2人以上の補欠の代議員を選任するときは，当該補欠の代議員相互間の優先順位

　　9　第7項の補欠の代議員の選任に係る決議が効力を有する期間は，当該決議後2年以内に終了する事業年度

　　　　のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時までとする．

　　10　正会員は，法人法に規定された次に掲げる社員の権利を，社員と同様に当法人に対して行使することがで

　　　　きる．

　　　（1）法人法第14条第2項の権利（定款の閲覧等）

　　　（2）法人法第32条第2項の権利（社員名簿の閲覧等）

　　　（3）法人法第57条第4項の権利（社員総会の議事録の閲覧等）

　　　（4）法人法第50条第6項の権利（社員の代理権証明書面の閲覧等）

　　　（5）法人法第51条第4項及び法人法第52条第5項の権利（書面又は電磁的方法による議決権行使記録の

　　　　　閲覧等）

　　　（6）法人法第129条第3項の権利（計算書類等の閲覧等）

　　　（7）法人法第229条第2項の権利（清算法人の貸借対照表等の閲覧等）

　　　（8）法人法第246条第3項，第250条第3項及び第256条第3項の権利（合併契約等の閲覧等）

　　ll理事又は監事は，その任務を怠ったときは，この法人に対し，これによって生じた損害を賠償する責任を

　　　　負い，法人法第112条の規定にかかわらず，この責任は，すべての正会員の同意がなければ，免除するこ

　　　　とができない．

（会員の資格の取得）

第6条　この法人の正会員及び賛助会員になろうとする者は，理事会の定めるところにより申込みをし，その承認

　　　　を受けなければならない．

　　2　この法人の名誉会員となる者は，社員総会にて承認を受けなければならない．

（経費の負担）

第7条　この法人の事業活動に経常的に生じる費用に充てるため，正会員及び賛助会員になった時及び毎年，正会

　　　　員及び賛助会員は，社員総会において別に定める額を支払う義務を負う．

（任意退社）

第8条　会員は，理事会において別に定める退社届を提出することにより，任意にいつでも退社することができる．

（除　名）

第9条　会員が次のいずれかに該当するに至ったときは，社員総会の決議によって当該会員を除名することができ

　　　　る．

　　　（1）この定款その他の規則に違反したとき．

　　　（2）この法人の名誉を傷つけ，又は目的に反する行為をしたとき．

　　　（3）その他除名すべき正当な事由があるとき．

　　2　会員を除名する場合は，社員総会において，当該会員に弁明する機会を与えなければならない．

（会員資格の喪失）

第10条　前2条の場合のほか，会員は，次のいずれかに該当するに至ったときは，その資格を喪失する．

　　　　（1）第7条の支払義務を3年以上履行しなかったとき．

　　　　（2）総社員が同意したとき．

　　　　（3）当該会員が死亡し，又は解散したとき．
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第4章　社員総会

（構　成）

第11条　社員総会は，すべての社員をもって構成する．

（権　限）

第12条　社員総会は，次の事項について決議する．

　　　　（1）会員の除名

　　　　（2）理事及び監事の選任又は解任

　　　　（3）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認

　　　　（4）定款の変更

　　　　（5）解散及び残余財産の処分

　　　　（6）その他社員総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項

（開　催）

第13条　社員総会は，定時社員総会として毎年度6月に1回開催するほか，必要がある場合に開催する．

（招　集）

第14条　社員総会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に基づき理事長が招集する．

　　　2　総社員の議決権の10分の1以上の議決権を有する社員は，理事長に対し，社員総会の目的である事項及

　　　　び招集の理由を示して，社員総会の招集を請求することができる．

（議　長）

第15条　社員総会の議長は，当該社員総会において社員の中から選出する．

（議決権）

第16条　社員総会における議決権は，社員1名につき1個とする．

（決　議）

第17条　社員総会の決議は，総社員の議決権の過半数を有する社員が出席し，出席した当該社員の議決権の過半

　　　　数をもって行う．

　　　2　前項の規定にかかわらず，次の決議は，総社員の半数以上であって，総社員の議決権の3分の2以上に

　　　　当たる多数をもって行う．

　　　　（1）会員の除名

　　　　（2）監事の解任

　　　　（3）定款の変更

　　　　（4）解散

　　　　（5）その他法令で定められた事項

　　　3　理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては，各候補者ごとに第1項の決議を行わなければなら

　　　　ない．理事又は監事の候補者の合計数が第19条に定める定数を上回る場合には，過半数の賛成を得た候

　　　　補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの者を選任することとする．

（議事録）

第18条　社員総会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作成する．

　　　2　議長及び当該社員総会において社員の中から選任された議事録署名人2名は，前項の議事録に記名押印

　　　　する．

第5章　役員

（役員の設置）

第19条　この法人に，次の役員を置く．

　　　　（1）理事　15名以上20名以下

　　　　（2）監事　3名以内

　　　2　理事のうち1名を理事長とし，代表理事とする．

　　　3　理事長以外の理事のうち，3名以内を副理事長，10名以内を常任理事とし，業務執行理事とする．

　　　4　第2項の理事長をもって一般社団法人及び一般財団法人に関する法律上の代表理事とし，前項の副理事
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　　　　長，常任理事をもって同法第91条第1項第2号の業務執行理事とする．

（役員の選任）

第20条　理事及び監事は，社員総会の決議によって選任する．

　　　2　理事長，副理事長及び常任理事は，理事会の決議によって理事の中から選定する．

（理事の職務及び権限）

第21条　理事は，理事会を構成し，法令及びこの定款で定めるところにより，職務を執行する．

　　　2　理事長は，法令及びこの定款で定めるところにより，この法人を代表し，その業務を執行し，副理事長

　　　　及び常任理事は，理事会において別に定めるところにより，この法人の業務を分担執行する．

　　　3　理事長，副理事長及び常任理事は，毎事業年度ごとに4ヶ月を超える間隔で2回以上，自己の職務の執

　　　　行の状況を理事会に報告しなければならない．

（監事の職務及び権限）

第22条　監事は，理事の職務の執行を監査し，法令で定めるところにより，監査報告を作成する．

　　　2　監事は，いつでも，理事及び使用人に対して事業の報告を求め，この法人の業務及び財産の状況の調査

　　　　をすることができる．

（役員の任期）

第23条　理事の任期は，選任後2年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の時

　　　　までとする．

　　　2　監事の任期は，選任後2年後以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時社員総会の終結の

　　　　時までとする．

　　　3　補欠として選任された理事又は監事の任期は，前任者の任期の満了する時までとする．

　　　4　理事又は監事は，第19条に定める定数に足りなくなるときは，任期の満了又は辞任により退任した後も，

　　　　新たに選任された者が就任するまで，なお理事又は監事としての権利義務を有する．

（役員の解任）

第24条　理事及び監事は，社員総会の決議によって解任することができる．

（報酬等）

第25条　理事及び監事は，無報酬とする．

第6章　理事会

（構　成）

第26条　この法人に理事会を置く．

　　　2理事会は，すべての理事をもって構成する．

（権　限）

第27条　理事会は，次の職務を行う．

　　　　（1）この法人の業務執行の決定

　　　　（2）理事の職務の執行の監督

　　　　（3）理事長，副理事長及び常任理事の選定及び解職

（開　催）

第28条　理事会は通常理事会として事業年度毎に4ヶ月を超える間隔で年2回開催するほか，必要に応じて臨時

　　　　理事会を開催する．

（招　集）

第29条　理事会は，理事長が招集する．

　　　2　理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは，各理事が理事会を招集する．

（決　議）

第30条　理事会の決議は，決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数が出席し，その過半数

　　　　をもって行う．

　　　2　前項の規定にかかわらず，理事が理事会の決議の目的である事項について提案した場合において，理事

　　　　の全員が当該提案について書面により同意の意思表示をしたときは，その提案を可決する理事会の決議

　　　　があったものとみなす．ただし，監事がその提案に異議を述べたときはこの限りでない，
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　　　3　理事又は監事が理事及び監事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは，当該事項を理

　　　　事会へ報告することを要しない．

　　　4　前項の規定は，第21条第3項に規定する報告については適用しない．

（議事録）

第31条　理事会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作成する．

　　　2　出席した理事長及び監事は，前項の議事録に記名押印する．

第7章　資産及び会計

（事業年度）

第32条　この法人の事業年度は，毎年4月1日に始まり翌年3月31日に終わる．

（事業計画及び収支予算）

第33条　この法人の事業計画書，収支予算書については，毎事業年度の開始の日の前日までに，理事長が作成し，

　　　　理事会の承認を受けなければならない．これを変更する場合も，同様とする．

　　　2　前項の書類については，主たる事務所（及び従たる事務所）に当該事業年度が終了するまでの間備え置

　　　　きするものとする．

（事業報告及び決算）

第34条　この法人の事業報告及び決算については，毎事業年度終了後，理事長が次の書類を作成し，監事の監査

　　　　を受けた上で，理事会の承認を受けなければならない．

　　　　（1）事業報告

　　　　（2）事業報告の附属明細書

　　　　（3）貸借対照表

　　　　（4）損益計算書（正味財産増減計算書）

　　　　（5）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書

　　　2前項の承認を受けた書類のうち，第1号，第3号，第4号の書類については，定時社員総会に提出し，

　　　　第1号の書類についてはその内容を報告し，その他の書類については承認を受けなければならない．

　　　3　第1項の書類のほか，次の書類を主たる事務所に5年間（，また，従たる事務所に3年間）備え置くとと

　　　　もに，定款（を主たる事務所及び従たる事務所に），社員名簿を主たる事務所に備え置くものとする．

　　　　（1）監査報告

第8章　定款の変更ならびに解散

（定款の変更）

第35条　この定款は，社員総会の決議によって変更することができる．

（解　散）

第36条　この法人は，社員総会の決議その他法令で定められた事由により解散する．

（剰余金の処分制限）

第37条　この法人は，剰余金の分配をすることはできない．

（残余財産の帰属）

第38条　この法人が清算をする場合において有する残余財産は，社員総会の決議を経て，公益社団法人及び公益

　　　　財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第5条第17号に掲げる法人又は国若しくは地

　　　　方公共団体に贈与するものとする．

第9章公告の方法

（公告の方法）

第39条　この法人の公告は，官報に掲載する方法により行う．

第10章　事務局

（事務局）

第40条　この法人の事務を処理するため，事務局及び必要な職員を置く．

●
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　　　2　職員は，理事長が任免する．

　　　3職員は，有給とする．

　　　4　事務局長を，理事会の決議に基づき理事長が任命し，置くことができる．

第11章委員会等

（委員会等）

第41条　この法人は，理事会の議決を経て，委員会及び幹事会（以下，「委員会等」という．）を置くことができ

　　　　る．

　　　2　委員会等の組織及び運営に関し必要な事項は理事会の決議により，別に定める．

第12章　補則

（委　任）

第42条　この定款に定めるもののほか，この法人の運営に必要な事項は，理事会の決議により別に定める．

●

●

附　　則

1　この定款は，一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

　る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）第121条第1項において読み替

　えて準用する同法第106条第1項に定める一般法人の設立の登記の日から施行する．

2　一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律の施行

　に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律第50号）第121条第1項において読み替えて準用する

　同法第106条第1項に定める特例民法法人の解散の登記と，一般法人の設立の登記を行ったときは，第32条の

　規定にかかわらず，解散の登記の日の前日を事業年度の末日とし，設立の登記の日を事業年度の開始日とする．

3　第20条の規定にかかわらず，この法人の最初の役員は次のとおりとする．

　代表理事（理事長）吉村泰典

　業務執行理事（副理事長）武谷雄二，市川智彦，苛原　稔

　業務執行理事（常任理事）石原　理，今井　裕木村　正，久保田俊郎，倉智博久，深谷孝夫，峯岸　敬

　理事　安藤寿夫，石塚文平，瓦林達比古，杉浦真弓，千石一雄，年森清隆，楢原久司，藤澤正人，道倉康仁

　監事　奥山明彦，田中俊誠，星　和彦

4　この定款の施行後，最初の代議員は第5条と同じ方法で，あらかじめ行う代議員選挙において最初の代議員と

　して選出された者とする．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年4月1日施行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成24年6月15日改定

●
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一般社団法人　日本生殖医学会

　　　　　　　細　　則

日生殖医会誌58巻1・2号

第1章　ブロック

第1条

第2条

第3条

第4条

第5条

第6条

第7条

第8条

本会は，次のブロック毎に会員を統轄する．

北海道ブロック：北海道

東北ブロック：青森・秋田・岩手・福島・宮城・山形

関東ブロック：茨城・神奈川・群馬・埼玉・千葉・東京・栃木・新潟・山梨

中部ブロック：愛知・岐阜・静岡・長野・三重

北陸ブロック：石川・富山・福井

関西ブロック：大阪・京都・滋賀・奈良・兵庫・和歌山

中国・四国ブロック：愛媛・岡山・香川・高知・島根・徳島・鳥取・広島・山口

九州・沖縄ブロック：大分・沖縄・鹿児島・熊本・佐賀・長崎・福岡・宮崎

外国人会員に関する事務は法人の主たる事務所にて行なう．

ブロックは本会の目的を達成するため各々独自の事業を行なうことができる．

ブロックにはブロック長1名を置く．

ブロック長は各ブロックからの推薦により理事長が理事会の承認を経て委嘱する．

ブロック長はブロックの業務を統括する．また，必要に応じてブロック総会を開き，ブロックの業務に関

する重要事項につきその意見を聞くことができる．

ブロックに関する規定はこの法人の定款及びその他の規約に抵触しない範囲で各ブロック毎に定めること

ができる．

ブロックの事務所は原則として一定の場所に置くものとする．

第2章　学術講演会及び学術集会長・次期学術集会長

第9条　定款第4条の学術講演会は原則として年1回秋に開催する．

第10条　学術講演会に参加するものは本会の会員でなければならない．ただし特に学術集会長の招請又は許可を

　　　　受けたものはこの限りではない．

第ll条　本会に学術集会長1名，次期学術集会長1名を置く．

第12条　学術集会長は学術講演会を主宰するほか，本会の学術的活動を統括する．次期学術集会長は学術集会長

　　　　を補佐する．

第13条　次期学術集会長は，理事会がその候補者を推薦し，社員総会の議決を経て決定する．

　　　2　学術集会長又は次期学術集会長が任期の途中で退任した場合は，理事会がその候補者を推薦し，社員総

　　　　会の議決を経て決定することができる．

第14条　学術集会長の任期はその主宰する学術講演会終了時までとする．次期学術集会長は学術講演会終了時に

　　　　自動的に学術集会長となる．

第15条　学術集会長・次期学術集会長が理事でない場合は，その任期の間，理事会（常任理事会を含む）に出席

　　　　し意見を述べることができる．

第3章　機関誌

第16条

第17条

第18条

第19条

本会は定款第4条の機関誌及び英文機関誌（以下「機関誌」という．）として，日本生殖医学会雑誌を年

3回，Reproductive　Medicine　and　Biology（略称RMB）を年4回刊行する．またすぐれた論文に対し

て学術奨励賞を授与することができる．

機関誌は会員に無料で頒布する．

会員以外でも下記の購読料を一括前納した場合は機関誌の頒布を受けることができる．購読料（年額）

9，000円

機関誌への投稿規定及び掲載料については別に定める．

●
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第4章　会員

第20条　本会に入会を希望する正会員及び賛助会員は，所定の入会申込書に必要事項を記入し，その年度分会費

　　　　を添え法人の主たる事務所に提出する．

第21条　会員は次の義務を負う．

　　　　1．本会の目的達成のため協力すること

　　　　2．所定の会費を納入すること（ただし名誉会員を除く）

第22条　会員は次の権利を有する．

　　　　1．社員総会に出席して意見を述べること

　　　　2．学術講演会に参加し，演題を提出すること

　　　　3．機関誌に学術論文を投稿すること

　　　　4．機関誌の無料頒布を受けること

第23条　この法人の会費は，次のとおりとする．

　　　　（1）正会員

　　　　　　　　年額8，000円
　　　　（2）賛助会員

　　　　　　　　法人年額　1口　100，000円　1口以上

　　　　　　　　個人年額　1口　　10，000円　1口以上

　　　2　年会費はその年度の12月31日までに法人の主たる事務所に納入するものとする．

第24条　定款第9条の規定により会員を除名する際は，理事長は所属ブロック長の意見を徴した上理事会に諮り，

　　　　社員総会の承認を得なければならない．

第25条　入会・退会の許可及び除名は，直接本人に通知する．

第26条　名誉会員の候補者は理事又はブロック長が理事長に推薦し，理事長は理事会の承認を得た後，社員総会

　　　　の議決を求めるものとする．

第27条　名誉会員の推薦を受けるものは年齢65歳以上．の正会員で，次の条件の2つ以上を満たすことを要する．

　　　　1．本会の発展に著しく寄与したもの

　　　　2．本会の学術講演会において顕著な業績を発表したもの

　　　　3．本会の代議員・理事・監事に通算10年以上就任したもの

　　　　4．本会の学術集会長に就任したもの

　　　2　第1項の本会とは，社団法人日本生殖医学会（名称変更前：社団法人日本不妊学会）を含むものとする．

　　　3本条第1項第3号及び第30条の代議員とは，前項の社団法人が定めていた定款評議員を含むものとす

　　　　る．

第28条　本会会員以外（外国人を含む）でも，本会の発展に著しく寄与したもの又は関連せる学術分野で顕著な

　　　　業績を有するものについては，細則第27条の規定により名誉会員に推薦することができる．

第29条　名誉会員は理事会（常任理事会を含む）及び社員総会に出席し意見を述べることができる．

第30条　満65歳以上でかつ代議員又は社団法人日本生殖医学会（名称変更前：社団法人日本不妊学会）で定めて

　　　　いた支部評議員歴8年以上のものを功労会員に推薦することができる．功労会員は，ブロック長が理事

　　　　長に推薦し，理事会及び社員総会の議を経て理事長がその称号を与える．

i

第5章　　役員及び代議員

第31条

第32条

第33条

理事及び監事の改選は2年毎に6月に開かれる定時社員総会において行なう．

役員及び代議員の選考については，定款及び別途定める規程による．

理事長は定款27条により理事会において選定されるが，その任期は通算2期を超えることができない．

第6章　常任理事及び常任理事会

第34条

第35条

常任理事は庶務・会計・編集・渉外・学術・広報・将来計画・生殖医療従事者資格制度・倫理・社会保

険その他の日常の会務を分担執行する．

理事長，副理事長及び常任理事は常任理事会を組織し，理事会の議決による委嘱の範囲で，法令又は定
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　　　　款に定める事項を除く業務を代行することができる．

第36条　常任理事会は年1回開催するほか，理事長が必要と認めたときに開催し，議長は理事長とする．

第37条　常任理事会は構成員の3分の2以上の者が出席しなければ議事を開き議決することができない．ただし

　　　　当該議事につきあらかじめ書面をもって意思を表示したものは出席者とみなす．

第38条　常任理事会の議決は別段の定めがある場合を除き出席者の過半数をもって決し，可否同数のときは議長

　　　　の決するところによる．

第7章　幹事・学術講演会幹事及び幹事会

第39条　会務の円滑なる運営を図るため本会に幹事若干名を置く．幹事は互選により幹事長1名及び副幹事長1

　　　　名を選出する．

第40条　幹事は理事会の議を経て理事長が委嘱する．

第41条　幹事は庶務・会計・編集・渉外・学術・広報・将来計画・生殖医療従事者資格制度・倫理・社会保険そ

　　　　の他の会務を分担し，各会務分担の常任理事を補佐して日常の業務を行なう．

第42条　社員総会並びに学術講演会運営のため本会に学術講演会幹事若干名を置くことができる．学術講演会幹

　　　　事は学術集会長の推薦により理事長が委嘱する．

第43条　幹事及び学術講演会幹事は幹事会を組織して理事長の諮問に応じ，また会の運営に関して協議立案する

　　　　ことができる．

第44条　幹事会は必要に応じて幹事長が招集し司会する．

第45条　幹事及び学術講演会幹事は必要に応じて，理事会（常任理事会を含む）に出席することができる．

第46条　幹事の任期は2年とし，再任を妨げない．任期満了後も後任者決定まではその職務を行なわなければな

　　　　らない．

第47条　学術講演会幹事の任期は学術集会長の任期に準ずる．

第8章　委員会

第48条　定款第3条の目的の達成及び定款第4条の事業を執行するために，理事会の議決を経て委員会を設置す

　　　　ることができる．

第49条　委員会の運営等に関する事項は，別途定める規程による．

第9章　理事会・社員総会

第50条　社員総会・理事会は原則として学術講演会開催時及び事業年度終了後3ヶ月以内に，定款第33条の理事

　　　　会は事業年度終了前の3月に，理事長が招集する．

第10章　雑則

第51条　本細則の変更は，理事会の議決を経て行なう．

附　　則

　本細則は，一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第121条第1項において読み替えて準用する同法第106条第1項に

定める一般社団法人の設立登記の日から施行する．

平成24年4月1日施行

平成24年6月15日改定
■
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趣旨

一般社団法人　日本生殖医学会役員および代議員選任規程

第1条　この法人（以下本会という）の役員（理事お

　　　　よび監事）および代議員の選任は，定款に基

　　　　づき本規程に従うものとする．

　理事の選任

第2条　理事は2年ごとに次に定める各ブロックごと

　　　　に，各ブロック所属代議員により候補者を選

　　　　出し，総会において選任される．

　　北海道ブロック　：北海道

　　東北ブロック　　：青森・秋田・岩手・福島・

　　　　　　　　　　宮城・山形

関東ブロック

中部ブロック

北陸ブロック

関西ブロック

：茨城・神奈川・群馬・埼玉・

千葉・東京・栃木・新潟・

山梨

：愛知・岐阜・静岡・長野・

三重

：石川・富山・福井

：大阪・京都・滋賀・奈良・

兵庫・和歌山

中国・四国ブロック

　　　　　　　　愛媛・岡山・香川・高知・

　　　　　　　　島根・徳島・鳥取・広島・

　　　　　　　　山口

九州・沖縄ブロック

　　　　　　　　．大分・沖縄・鹿児島・熊本・

　　　　　　　　佐賀・長崎・福岡・宮崎

　理事の定数

第3条　理事の定数は，各ブロックごとに，改選の前

　　　　年の予め設定された代議員定数確定期日の時

　　　　点で，そのブロックに所属する会員で，その

　　　　期日を含む年度までの会費を完納した会員数

　　　　に比例するものとする．ただし理事総数は20

　　　　名以内とする．

　理事の補充

第4条　理事に欠員が生じた場合は，その理事の所属

　　　　するブロックから補充することができる．

　常任理事の選任ならびに補充

第5条　常任理事は，理事の互選による業務担当主任
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および理事長の推薦によるものとし，理事会

の承認を経て就任するものとする．常任理事

に欠員を生じた場合は，理事会の議決により

補充することができる．

　監事の選任ならびに補充

第6条　監事は理事会において会員中から候補者を推

　　　　薦し，その候補者のうちから理事選任を行う

　　　　総会において選任される．

　　2．監事に欠員を生じた場合は前項の手続に準じ

　　　　て補充することができる．

　代議員の選任

第7条　代議員は各ブロックごとに定めた選任規程に

　　　　より，その会員中より選任される．

　　2．代議員は原則として就任する前年の12月31

　　　　日に65歳未満であることが望ましい．

　代議員の選任の時期

第8条　代議員の選任時期は，理事選任を行う年の3

　　　　月1日から4月30日までとする．

　代議員の定数

第9条　代議員の定数は，各ブロックごとに改選前年

　　　　の12月末日現在，そのブロックに所属する

　　　　会員で会費を完納した会員数に比例するもの

　　　　とする．ただし代議員総数は会員40名に対

　　　　し1名とする．

　代議員の補充

第10条　代議員に欠員が生じた場合は直ちに所属ブ

　　　　ロックから補充することができる．

　選任規程の変更

第11条　この選任規程は理事会および総会の承認を

　　　　得なければ変更することができない．

本規程は平成18年4月1日より施行する

平成23年6月17日改定

平成24年4月1日改定
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一般社団法人日本生殖医学会代議員選出に関する細則

第1章　総則

第1条

第2条

本細則は，日本生殖医学会定款第5条にもと

づき，本会における代議員を選出するための

方法を定めたものである．

本会は各ブロックに割り当てられた数の代議

員を原則として会員の直接選挙によって選出

するものとする．

第2章　代議員の任期

第3条　本細則で選出された代議員の任期は一般社団

　　　　法人日本生殖医学会の定款に定められた任期

　　　　とする．

　　2．選出された代議員が何らかの理由で代議員で

　　　　なくなった場合には，補欠代議員を選任する

　　　　が，その任期は前任者の残存期間とする．

第3章　選挙権・被選挙権

第4条　一般社団法人日本生殖医学会が代議員定数を

　　　　確定する期日までに，その年度までの会費を

　　　　完納した会員は，選挙権を有する．

第5条　被選挙権の有権者は選挙が行われる前年の

　　　　12月末日において引き続き満5年以上の一

　　　　般社団法人日本生殖医学会員であって，かつ

　　　　選挙が行われる前年中の本会が代議員定数を

　　　　確定する期日までにその期日を含む年度まで

　　　　の会費を本会の会計に入金した者とする．

　　2．代議員は原則として就任する前年の12月31

　　　　日に65歳未満であることが望ましい．

第4章　選挙方法

第6条　選挙はブロック単位で行う．

第7条　選挙は原則として立候補制とし，被選挙権を

　　　　有する有権者へ書面で立候補を募るものとす

　　　　る．他薦も可とする．

第8条　立候補する会員は，定められた期日までに候

　　　　補者となる旨を所定の書式によりブロック長

　　　　あてに文書で申し出るものとする．

第9条　投票は各ブロックによって定められた数を連

　　　　記し，無記名で行う．

　　2．投票は，電子投票により所定の方法にした

　　　　がって行い，予め定められた期日時刻までに

　　　　行われたものが有効となる．

　　3．電子投票が不可能な会員については，投票用

　　　　紙の郵送による方法により投票を行う．

第10条　得票数の多い順に当選とする．同数の場合

　　　　には年長者順とする．

第5章　選挙管理業務

第11条　各ブロックは，一般社団法人日本生殖医学

　　　　会から代議員選任依頼を受けた場合には速

　　　　やかに選出作業を開始しなければならな

　　　　い．

　　　2．一般社団法人日本生殖医学会は有権者に対

　　　　して，文書により選挙を実施することを公

　　　　示し，同時に候補者の一覧を掲示し，さら

　　　　に投票方法と投票期日時刻を通知する．

　　　3．投票は電子投票によって行う．

　　　4．電子投票が不可能な会員に対してのみ郵便

　　　　による投票を行うが，該当する会員は選挙

　　　　公示の文書が届いた時点で，指定された期

　　　　日までに郵便による投票を宣言しなければ

　　　　ならない．

　　　5．一般社団法人日本生殖医学会は，投票が終

　　　　了したのち速やかに開票を行わなければな

　　　　らない．

第12条　本会は開票終了後直ちにその結果を確認

　　　　し，理事長に結果を通知する．

第13条　理事長は選挙結果を総会での承認を得ると

　　　　同時に，選任された代議員の氏名を本会機

　　　　関誌等を通じて公示する．

第6章細則の変更

第14条　本細則は本会理事会において出席者の過半

　　　　数の賛成と総会での承認をえて変更するこ

　　　　とができる．

第7章　附則

第15条　本細則に定められていない事項，予測でき

　　　　なかった事態が発生した場合の取扱は理事

　　　　会が協議して決定する．

　　　2．前項の決定は直後に開催される総会に報告

　　　　し承認をえるものとする．

第16条　本細則は平成22年6月より実施する．

　　　　　　　　　　　　平成23年6月17日改定

　　　　　　　　　　　　平成23年12月7日改定

　　　　　　　　　　　　　平成24年4月1日改定

●

●
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【第1章総則】

第1条

第2条

第3条

本制度は，生殖医療の進歩に応じ，広い知識，

練磨された技能，高い倫理性を備えた生殖医

療従事者の養成と，生涯にわたる研修を推進

することにより，本邦における生殖医療の水

準を高めて，国民の福祉に貢献することを目

的とする．

一般社団法人日本生殖医学会（以下「この法

人」という）は，前条の目的を達成するため，

生殖医療従事者資格の認定と生涯研修等に必

要な事業を行う．

この法人が認定する生殖医療従事者資格は，

生殖医療専門医（以下「専門医」という），

生殖医療コーディネーター（以下「コーディ

ネーター」），生殖補助医療管理胚培養士であ

る．

【第2章　生殖医療従事者資格制度委員会】

第4条　この法人は，本制度の運営のために，生殖医

　　　　療従事者資格制度委員会（以下「委員会」と

　　　　いう）を設置する．

第5条　委員会の委員は，理事会の議を経て，理事お

　　　　よび幹事の中から理事長が委嘱する．委嘱す

　　　　る人員数は本制度を円滑に運営するために必

　　　　要な数とする．

第6条　委員の任期は2年とし，再任を妨げない．

　　2　委員に欠員を生じたときは，理事会の議を経

　　　　て，理事長が補充する．

　　3　補充された委員の任期は，前任者の残任期間

　　　　とする．

第7条　委員会に委員長1名，及び副委員長2名を置

　　　　く．

　　2　委員長及び副委員長は，理事会の議を経て，

　　　　理事の中から理事長が委嘱する．

　　3　委員長は委員会を招集し，会務を総理する．

　　4　副委員長は委員長を補佐し，委員長に事故あ

　　　　るときは，委員長の職務を代行する．

第8条　委員会は全委員の半数以上が出席しなけれ

　　　　ば，その会議を開くことができない．

　　2　委員会の議事は，出席委員の過半数で決し，

　　　　可否同数のときは委員長の決するところによ

　　　　る．

第9条　委員会は生殖医療従事者資格制度に関する諸

　　　　問題について，理事会の諮問に応え，また理

　　　　事会に建議することができる．

第10条　委員会には，庶務，会計，研修認定，生

　　　　殖医療コーディネーターの各委員会を置

　　　　く，また，必要に応じてその他の委員会を

　　　　設置することができる．

　　　2　総務小委員会は，登録等に係る業務を行う．

　　　3　会計小委員会は，本制度に関する経理業務

　　　　を行う．

　　　4　研修小委員会は，生殖医療従事者講習会に

　　　　係る業務を行う．

　　　5　認定小委員会は，資格の認定及び更新の審

　　　　査に係る業務を行う．

　　　6　生殖医療コーディネーター委員会は，生殖

　　　　医療コーディネーターの資格の認定及び更

　　　　新の審査に係る業務を行う．

第11条　委員会は，緊急を要する場合，通信による

　　　　審議を行うことができる．

【第3章　生殖医療従事者資格の認定のための条

件，研修審査，認定，登録資格の更新，資格
の喪失】

第12条　生殖医療従事者資格の認定のための条件，

　　　　研修，審査，認定，登録，資格の更新，資

　　　　格の喪失に関連する費用などは，別に資格

　　　　ごとの細則を定める．

第13条　理事会は，委員会の審査結果に基づき認定

　　　　し，認定合格者を生殖医療従事者原簿に登

　　　　録し，認定証を交付するとともに，適当な

　　　　方法で公示する．

第14条　この法人は，第1条の目的を達成するため，

　　　　生殖医療従事者講習会（以下講習会）を開

　　　　催する．

　　　2　講習会は原則として年1回開催する．

【第4章　不服処理】

第15条　認定，資格喪失等の審査に関して異議があ

　　　　る者は，委員会に再審査を請求することが

　　　　できる．

　　　2　この法人は必要により理事会内に不服処理

　　　　委員会を設置することができる．

【第5章　補則】

第16条

第17条

本規約はこの法人の総会の承認を得なけれ

ば変更することができない．

本規約の施行に必要な細則は別に定める．

細則は理事会の議を経て決定する．
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【第6章付則】

第18条　本規約は平成14年10月3日から施行す

　　　　る．

平成18年4月1H改定

平成22年6月4日改定

平成22年11月11日改定

平成23年6月17日改定

平成24年4月1日改定

日生殖医会誌58巻1・2号

h
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【第1章　研修開始の資格条件】

第1条　日本生殖医学会生殖医療専門医（以下生殖医療専門医と略す）認定のための研修を開始する者は，次の各

　　　　号のすべてを満たしているものとする．

　　　　（1）研修開始申請時において，日本産科婦人科学会認定産婦人科専門医あるいは日本泌尿器科学会認定泌

　　　　　　尿器科専門医である．

　　　　（2）研修開始申請時において，研修開始時に入会日から2年以上の会員歴を有する日本生殖医学会会員で

　　　　　　ある．

【第2章研修期間】

第2条　研修期間は3年間とする．

　　2　生殖医療従事者資格制度委員会（以下委員会と略す）が正当な理由と認めた場合には，5年まで延長する

　　　　ことができる．

【第3章　研修内容】

第3条　研修は次の各号とする．

　　　　（1）日本生殖医学会総会・学術講演会に出席すること．

　　　　（2）一般社団法人日本生殖医学会（以下この法人と略す）が実施する講習会を受講し，必要な単位を履修

　　　　　　すること．

　　　　（3）この法人が認定する研修施設（以下認定研修施設と略す）で実習を行い，日本生殖医学会総会・学術

　　　　　　講演会で発表し，査読のある医学雑誌に論文を発表し，経験した症例のレポートを提出すること．

【第4章　研修開始登録】

第4条　研修開始を希望する者は，次の各号に掲げる書類をそろえて申請する．

　　　　（1）研修開始申請書

　　　　（2）産婦人科専門医あるいは泌尿器科専門医証の写し

　　　　（3）研修開始申請書の様式は別途定める．

【第5章修了認定】

第5条　研修修了の認定を受ける者は，認定研修施設のカリキュラムに沿って3年間の研修を修了し，研修期間内

　　　　に次の各号のすべてを満たすものとする．

　　　　（1）引き続き日本生殖医学会会員であり，年会費を完納していること．

　　　　（2）少なくとも1年間以上，認定研修施設に専任で所属の上で研修を行う　（認定研修施設の生殖医療専門

　　　　　　医の証明必要）．

　　　　（3）一般不妊症例（不妊関連手術症例を含む）を5例以上，体外受精一胚移植または顕微授精症例を5例

　　　　　　以上の計10例以上を経験し．10例分について症例レポートを作成する（認定研修施設の生殖医療専

　　　　　　門医の証明必要）．

　　　　（4）この法人が実施する講習会に出席し，所定の単位を取得する．

　　　　（5）日本生殖医学会総会・学術講演会に3回出席する．

　　　　（6）日本生殖医学会総会・学術講演会で筆頭演者として1回以上の発表をする．

　　　　（7）生殖医学に関する論文を，査読のある医学雑誌に筆頭著者として1編以上発表する．

　　　　（8）研修期間中あるいは研修開始前に生殖医学に関する学位を取得している者には，学位の内容の証明に

　　　　　　より，（6）および（7）を免除する．

　　　　（9）研修開始前に生殖医学に関する論文を査読のある医学雑誌に筆頭著者として1編以上発表している者

　　　　　　には，（6）および（7）を免除する．
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●

　　　　（10）認定を受けるための申請書，研修証明書，症例レポート，および関係書類の様式ならびに講習会の

　　　　　　単位の詳細は別途定める．

第6条　認定に係る審査は年1回実施する．

　　2　審査は委員会において行い，結果を理事会で認定する．

第7条　一次審査は，委員会において申請書類の審査を行う．

　　2　理事会は委員会での審査結果を認定し，合否を申請者に通知する．

第8条　二次審査は，一一次審査に合格した者に対して筆記試験と口頭試験を行う．

　　2　筆記試験と口頭試験の詳細は別途定める．

　　3　二次審査の審査料は20，000円とする．

第9条　認定の合否は，二次審査終了後に開催される委員会の議を経て，理事会で認定し，結果を申請者に通知す

　　　　る．

　　2　合格者は生殖医療専門医として生殖医療従事者原簿に登録し，認定証を交付するとともに，適当な方法で

　　　　公示する．

　　3　登録料は50，000円とする．

　　4　認定期間は認定日から5年間とする．

■

●

【第6章認定研修施設・研修連携施設】

第10条

第11条

次の各号のすべてを満たす施設を，認定研修施設に指定する．

（1）日本産科婦人科学会の生殖補助医療実施登録施設である．

（2）日本産科婦人科学会専攻医指導施設または日本泌尿器科学会専門医教育施設である．

（3）ART実施周期（採卵周期）が年間100周期以上である．

（4）生殖医療専門医が1名以上常勤している．

（5）認定研修施設申請書の様式は別途定める．

認定研修施設の指定を受けようとする施設が，第10条のすべてを満たさない場合は，以下の各号を満た

すことによって指定申請の資格を得るものとする．

（1）第10条（2）の要件のみを満たさない場合は，その要件を満たす施設を研修連携施設として申請す

　　る．

（2）第10条（3）の要件のみを満たさない場合は，その要件を満たす施設を研修連携施設として申請す

　　る．

（3）第10条の（1）と（3）の要件のみを共に満たさない場合は，その要件を共に満たす施設を研修連携

　　施設として申請する．

（4）研修連携施設申請書の様式は別途定める．

●

●

【第7章　資格の更新】

第12条

　　　2

第13条

第14条

第15条

生殖医療専門医の資格は5年ごとに更新するものとする．

別項で定める場合はこの限りではない．

更新の審査は委員会で行い，結果を理事会で認定する．

更新を希望する生殖医療専門医は，次の各号のすべてを満たすものとする．

（1）生殖医療専門医期間中の日本生殖医学会年会費を完納していること．

（2）日本生殖医学会学術講演会に5年間で3回以上出席すること．

（3）関連学会への出席，学会発表および論文発表により，5年間で合計100ポイント以上を取得するこ

　　と．

（4）この法人が開催する講習会に参加し，5年間で必要な単位を取得すること．

（5）生殖医療専門医期間中に生殖医療を継続していること．

（6）初回の認定時と同様に産婦人科専門医（日本産科婦人科学会認定）あるいは泌尿器科専門医（日本

　　泌尿器科学会認定）であること．

（7）ポイント制および講習会の単位の詳細は別途定める．

更新を希望する生殖医療専門医は，認定更新申請書に審査料を添えて委員会に申請する．

●

■

●
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　　　2

　　　3

第16条

　　　2

第17条

更新審査料は20，000円とする．

認定更新申請書の様式は別途定める．

更新の審査は書類審査による．

審査は年1回実施する．

更新期限内に条件を満たすことができなかった場合は，委員会が妥当と認めた事由がある場合に限り，

更新期限を原則として一年に限り延長することができる．

【第8章　資格の喪失】

第18条　生殖医療専門医は，次の各号のいずれかに該当するとき，その資格を喪失する．

　　　　（1）医師の資格を失った場合

　　　　（2）産婦人科専門医あるいは泌尿器科専門医の資格を失った場合

　　　　（3）日本生殖医学会会員の資格を失った場合

　　　　（4）生殖医療専門医の資格を辞退した場合

　　　　（5）資格が更新されなかった場合

　　　　（6）生殖医療を行なわなくなった場合

第19条　この法人は，生殖医療専門医が次の各号のいずれかに該当するとき，委員会で審査を行い，理事会の議

　　　　を経て，その資格を喪失させることができる．

　　　　（1）認定及び更新の申請に際して，虚偽の記載など，不正の行為があった場合

　　　　（2）生殖医療専門医としてふさわしくない行為があった場合

第20条　第18条および第19条の規定により生殖医療専門医資格を喪失した者は，喪失の事由が消滅したとき，

　　　　再び認定を申請することができる．

第21条　第18条および第19条の規定により生殖医療専門医資格を喪失した者は，生殖医療専門医証をこの日本

　　　　生殖医学会に返還しなければならない．

　　　2　理事会は，登録原簿に資格喪失の事由を記載の上登録を抹消し，その旨を本人に通知する．

【第9章　名誉生殖医療専門医】

第22条

第23条

第24条

満65歳以上でかつ生殖医療専門医歴5年以上の会員を名誉生殖医療専門医に推薦することができる．名

誉生殖医療専門医は，ブロック長が理事長に推薦し，理事会の議を経て理事長がその称号を与える．

名誉生殖医療専門医は本細則における認定研修施設・研修連携施設の認定に関する生殖医療専門医には

なれない．

名誉生殖医療専門医が本会会員の資格を失効した場合，名誉生殖医療専門医の称号も失効するものとす

る．

【第10章補則】

第25条　一旦納入された審査登録料の返還は行わない．

第26条　本細則は日本生殖医学会の理事会の承認を得なければ変更することができない．

一附則一

第1条　本細則は平成22年11月12日から施行する．

第2条　平成23年度と平成24年度については旧制度による生殖医療専門医の認定も行う．

第3条　本細則施行後に更新認定を受ける場合の単位・ポイントの取得については別表のとおりとする．

第4条　本細則は原則として新制度による専門医の認定を開始してから3年間隔で見直すこととする．

●

平成22年12月3日改定

平成24年4月1日改定

平成24年9月21日改定

平成25年3月29日改定
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〈別表〉

旧制度による生殖医療専門医の認定を2年間暫定的に継続することによる次回の更新までの単位・ポイントの

取得について

初回認定 初回更新 次回更新

平成18年4月までに旧制度で
の認定

平成23年4月旧制度での更新認定 新制度での単位・
ポイント開始

平成28年4月新制度での更新

平成19年4月旧制度での認定 平成24年4月旧制度での更新認定 平成29年4月新制度での更新

平成20年4月旧制度での認定 平成25年4月旧制度での更新認定 平成30年4月新制度での更新

平成21年4月旧制度での認定 平成26年4月旧制度での更新認定 平成31年4月新制度での更新

平成22年4月旧制度での認定 ’1嘘27年4川H制度での更新認定 平成32年4月新制度での更新

平成23年4月旧制度での認定 新制度での単位・ポイント開始：平成28年4月新制度
での更新認定

平成24年4月旧制度での認定
（暫定期間1年目）

新制度での単位・ポイント開始：平成29年4月新制度
での更新認定

平成25年4月旧制度での認定
（暫定期間2年目）

新制度での単位・ポイント開始：平成30年4月新制度
での更新認定

平成26年（認定該当なし）

平成27年4月新制度での認定
（新制度での第1回目の認定）

新制度での単位・ポイント開始：平成32年4月新制度
での更新認定

●

●

※平成23年4月から平成27年4月までの4年間は，単位・ポイントの取得方法が旧制度と新制度の2通りとなります
ので該当更新要件にご注意ください，

●

■

●
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1．　筆記試験と口頭試験は次に示す通り実施する．

　　（1）筆記試験

　　　　①マークシート方式とする．

　　　　②試験においては，生殖生理男性内分泌，男性一般不妊（手術を含む），女性内分泌，女性一般不妊（排

　　　　　卵誘発，不妊を含む），生殖補助医療，不育症，生殖倫理，遺伝の各項目について設問する．各項目の

　　　　　うち，生殖生理生殖補助医療，不育症，生殖倫理遺伝の項目は必須項目とし，男性内分泌と男性一

　　　　　般不妊，と，女性内分泌と女性一般不妊はどちらかを選択する．

　　　　③問題数は全体で50問とし，その配分は生殖生理（5），男性内分泌（5），男性一般不妊（15），女性内分

　　　　　泌（5），女性一般不妊（15），生殖補助医療（10），不育症（5），生殖倫理（5），遺伝（5）とする．

　　（2）口頭試験

　　　　①原則として，1人15分間，3名の試験官で行う．

　　　　②質問項目は，倫理，技術知識などを10点満点で評価する．

II．更新のためのポイントならびに単位は次に示す通りとする．

　　（1）日本生殖医学会学術講演会　1回20ポイント

　　（2）学会参加または業績によるポイント

　　　　＊ポイントを取得できる学会

　　　　（10ポイント）

　　　　　各ブロックで開催する学術講演会（旧・地方部会）（2012年度より摘要）

　　　　（5ポイント）

　　　　　日本産科婦人科学会，日本泌尿器科学会，ASRM，　ESHRE，　IFFS，国際体外受精会議世界ヒト生殖

　　　　　会議，日本受精着床学会，日本生殖内分泌学会，日本生殖免疫学会，日本アンドロロジー学会，日本哺

　　　　　乳動物卵子学会，日本産科婦人科内視鏡学会

　　　　　その他生殖医療に関連する学会で生殖医療従事者資格制度委員会が認めるもの

　　　　＊学会発表および論文発表により取得できるポイント

　　　　　【学術発表】

　　　　　生殖関連学会発表（日本）　　筆頭10ポイント　　連名5ポイント

　　　　　生殖関連学会発表（国際）　　筆頭10ポイント　　連名5ポイント

　　　　　【学術誌・著書等における論文発表】

　　　　　生殖関連和文雑誌掲載論文　　　筆頭20ポイント　　連名10ポイント

　　　　　生殖関連欧文雑誌掲載論文　　　筆頭20ポイント　　連名10ポイント

　　（3）講習会への参加

　　　　認定期間（5年間）に必要な6単位項目を受講する．

喝



30（30） 日生殖医会誌58巻1・2号
●

皿．学会が実施する講習会の内容（例）

単位数 単位項目 時間（分） 新規必須項目 更新必須項目

1 （1）生殖医療総論・トピック 30 ＊ ＊

1 （2）生殖倫理・関係法規 30 ＊ ＊

1 （3）生殖遺伝 30 ＊

1 （4）女性生殖生理・生殖内分泌 30 ＊

1 （5）男性生殖生理・生殖内分泌 30 ＊

1 （6）生殖免疫，感染症等 30 ＊

1 （7）治療総論・検査・診断 30 ＊ ＊

1 （8）一般治療各論1（排卵誘発） 30 ＊

1 （9）一般治療各論1（女性手術，不育症） 30 ＊

1 （10）…般治療各論皿（男性不妊） 30 ＊

1 （11）一般治療最近の進歩 30 ＊ ＊

1 （12）生殖補助医療総論・管理 30 ＊ ＊

1 （13）生殖補助医療各論1（体外受精） 30 ＊

1 （14）生殖補助医療各論皿（顕微授精） 30 ＊

1 （15）生殖補助医療最近の進歩 30 ＊ ＊

●

●

講習会の開催地　東京，大阪および日本生殖医学会学術講演会開催地で開催するとともに，従来の支部会

に相当する場所で開催する

●

●

■

■

●



●

平成25年4月20日 31（31）

生殖医療専門医制度細則

【第1章　専門医の審査と登録】

第1条

第2条

　　2

第3条

第4条

　　2

　　3

　　4

第5条

専門医の認定を申請する者は，次の各号のすべてを満たすものとする．

（1）日本の医師免許を有する者．

（2）産婦人科専門医あるいは泌尿器科専門医であり，通算5年以上日本生殖医学会（以下この法人）の会

　　員である者．

（3）生殖医療の臨床研修を通算5年以上受けた者で，かつ別項に定める生殖医療臨床研修施設で3年以上

　　の臨床研修を行なった者とする．

（4）この法人が認める学術誌等で生殖に関連した10編以上の学術論文（共著可，ただしそのうち2編は

　　筆頭著者），およびこの法人あるいは関連学会で10回以上の演題発表（共同発表可，ただしそのうち

　　2回は発表者）がある者

（5）この法人が実施する生殖医療従事者講習会を受講している者

（6）この法人が実施する専門医制度試験に合格している者

（7）生殖医療専門医として適切な知識品位と倫理性を備えている者

認定の審査は生殖医療従事者資格制度委員会（以下委員会）において行い，理事会において認定する．

この法人は，各年度の初頭に，審査日程，申請の手続き方法，認定方法，審査料，その他等について，適

当な方法で公示する．

認定審査希望者は，次の各号に掲げる書類に受験料を添えて申請する．

（1）専門医認定申請書

（2）履歴書

（3）専門医試験合格証

（4）従事者講習会参加証明書

（5）生殖医療に関する臨床研修証明書

（6）医師免許証写し

（7）産婦人科専門医あるいは泌尿器科専門医証の写し

審査は年1回実施する

委員会における審査は，書類審査による．

委員会は審査結果を理事会に報告するとともに，合否を申請者に通知する．

登録料は50，000円とする．

理事会は委員会からの報告を受けて専門医を認定し，生殖医療従事者原簿に登録するとともに，適当な方

法で公示する．

【第2章　生殖医療臨床研修施設】

第6条　生殖医療の臨床研修を行なうため，臨床研修施設を置く

第7条　臨床研修施設は医育機関の産婦人科あるいは泌尿器科，および生殖医療専門医が常勤として従事している

　　　　施設とする

　　2　臨床研修施設の認定は生殖医療従事者資格制度委員会が行なう

　　3　臨床研修の達成度は，別途定める様式に従い，医育機関においては診療責任者，またその他の施設におい

　　　　ては生殖医療専門医が証明する．

【第3章　生殖医療従事者講習会】

第8条　専門医を申請する者は，申請年度にこの法人が実施する生殖医療従事者講習会に出席しなければならな

　　　　い．

　　2参加料は10，000円とする



32（32） 日生殖医会誌　58巻1・2号

【第4章　専門医試験】

第9条　専門医を申請する者は，申請年度にこの法人が実施する専門医試験を受験し，合格しなければならない．

第10条　試験は，筆記試験および面接試験を行うこととし，試験問題は委員会で作成する．

第11条　委員会は合否を申請者に通知する．

第12条　専門医試験は年1回実施する．

　　　2　受験料は20，000円とする．

【第5章　資格の更新】

第13条

第14条

第15条

9
白
つ
0
4

　　　5

第16条

　　　2

第17条

　　　2

第18条

専門医の資格は5年ごとに更新するものとする．但し，別項で定める場合はこの限りではない．

更新の審査は委員会で行う．

資格の更新には，この法人が主催する全国あるいは地方学術集会及び生殖医療従事者講習会，およびこ

の法人が認定する関連学会の主催する研修会で5年間に150単位以上取得することを必要とする．

各々の研修会での取得単位数は別途定める．

出席単位数の証明，管理については別途定める．

本条第1項の条件を一部満たさない場合は，以下の各号を資格更新参考条件とすることができる．

（1）関連国際学会出席

（2）学術論文・学術著書・学会発表

5年間に継続した生殖医療の診療実績を有するものとする

認定の更新を希望する専門医は，認定更新申請書に審査料を添えて委員会に申請する．

更新審査料は20，000円とする．

更新の審査は書類審査による．

審査は年1回実施する．

更新期限内に条件を満たすことができなかった場合は，委員会が妥当と認めた事由がある場合に限り，

更新期限を原則として一年に限り延長することができる．

【第6章　資格の喪失】

第19条　専門医は，次の各号のいずれかに該当するとき，その資格を喪失する．

　　　　（1）医師の資格を失った場合

　　　　（2）産婦人科専門医あるいは泌尿器科専門医の資格を失った場合

　　　　（3）この法人の会員の資格を失った場合

　　　　（4）専門医の資格を辞退した場合

　　　　（5）資格が更新されなかった場合

　　　　（6）生殖治療を行なわなくなった場合

第20条　この法人は，専門医が次の各号のいずれかに該当するとき，委員会で審査を行い，理事会の議を経て，

　　　　その資格を喪失させることができる．

　　　　（1）認定及び更新の申請に際して，虚偽の記載など，不正の行為があった場合

　　　　（2）専門医としてふさわしくない行為があった場合

第21条　第19条及び第20条の規定により専門医の資格を喪失した者は，喪失の事由が消滅したとき，再び認定

　　　　を申請することができる．

第22条　規約第19条及び第20条により専門医資格を喪失したものは，専門医証をこの法人に返還しなければな

　　　　らない．

　　　2　理事会は，登録原簿に資格喪失の事由を記載の上登録を抹消し，その旨を本人に通知する．

【第7章補則】

第23条　一旦納入された審査登録料の返還は行わない．

第24条　本細則はこの法人の理事会の承認を得なければ変更することができない．
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一附則一

第1条　本細則は平成14年10月3日から施行する．

‘

平成18年4月1日改定

平成20年3月7日改定

平成22年6月4日改定

平成22年7月5日改定

平成22年9月13日改定

己



34（34） 日生殖医会誌58巻1・2号

生殖医療コーディネーター制度細則

【第1章　コーディネーターの審査と登録】

第1条　コーディネーターの認定を申請する者は，次の各号のすべてを満たすものとする．

　　　　（1）日本の看護師免許を有する者

　　　　（2）看護師免許の取得から5年以上の実務経験があり，生殖医療に3年以上従事している者

　　　　（3）この法人の会員であること

　　　　（4）公益社団法人日本看護協会が実施する認定看護師制度における不妊症看護あるいは専門看護師制度に

　　　　　　おける母性看護の資格を有する者

　　　　（5）生殖医療コーディネーターとして適切な知識品位と倫理性を備えている者

第2条　認定の審査は生殖医療従事者資格制度委員会（以下委員会）において行い，理事会において認定する．

　　2　この法人は，各年度の初頭に，審査日程，申請の手続き方法，認定方法，審査料，その他等について，適

　　　　当な方法で公示する．

第3条　認定審査希望者は，次の各号に掲げる書類に認定登録料を添えて申請する．

　　　　（1）コーディネーター認定申請書

　　　　（2）公益社団法人日本看護協会　不妊症看護認定看護師認定証写しあるいは母性看護専門看護師認定証写

　　　　　　し

　　　　（3）看護師免許証写し

第4条　審査は年1回とする．

　　2　委員会における審査は書類審査による．

　　3　委員会は審査結果を理事会に報告するとともに，合否を申請者に通知する．

　　4　登録料は5，000円とする

第5条　理事会は委員会からの報告を受けてコーディネーターを認定し，生殖医療従事者原簿に登録するととも

　　　　に，適切な方法で公示する．

【第2章　生殖医療従事者講習会】

第6条　コーディネーターを申請する者は，申請年度にこの法人が実施する生殖医療従事者講習会に出席すること

　　　　が望ましい．

【第3章　資格の更新】

第7条　コーディネーターの資格は5年ごとに更新するものとする．但し，別項で定める場合はこの限りではない．

第8条　更新の審査は委員会で行う．

第9条　資格の更新には社団法人日本看護協会が定める認定看護師または専門看護師の認定更新審査に合格するこ

　　　　と．

第10条　認定の更新を希望するコーディネーターは，次の各号に掲げる書類に認定登録料を添えて，委員会に申

　　　　請する．

　　　　（1）認定更新申請書

　　　　（2）社団法人日本看護協会　不妊症看護認定看護師あるいは母性看護専門看護師更新の認定証写し

　　　　（3）看護師免許証写し

第11条　更新の審査は書類審査による．

　　　2　審査は年1回実施する．

第12条　更新期限内に条件を満たすことができなかった場合，条件を満たした後再び認定を申請することができ

　　　　る．

　　　2　病気・留学等，委員会が妥当と認めた事由がある場合は，更新期限を1年に限り延長することができる．

　　　3　登録料は5，000円とする
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●

【第4章　資格の喪失】

●

●

第13条

第14条

第15条

第16条

2

コーディネーターは，次の各号のいずれかに該当するとき，その資格を喪失する．

（1）看護師の資格を失った場合

（2）不妊症看護認定看護師あるいは母性看護専門看護師の資格を失った場合

（3）この法人の会員資格を失った場合

（4）コーディネーターの資格を辞退した場合

（5）資格が更新されなかった場合

この法人は，コーディネーターが次の各号のいずれかに該当するとき，委員会で審査を行い，理事会の

議を経て，その資格を喪失させることができる．

（1）認定および更新の申請に際して，虚偽の記載など，不正の行為があった場合

（2）コーディネーターとしてふさわしくない行為があった場合

第13条および第14条の規定によりコーディネーターの資格を喪失した者は，喪失の事由が消滅したと

き，再び認定を申請することができる．

第13条および第14条によりコーディネーター資格を喪失した者は認定証をこの法人に返還しなければ

ならない．

理事会は，登録原簿に資格喪失の事由を記載の上，登録を抹消し，その旨を本人に通知する．

【第6章　補則】

●

第20条

第21条

第22条

本制度に係る経理規定は別に定める．

いったん納入された審査登録料の返還は行わない．

本細則はこの法人の理事会の承認を得なければ変更することができない．

●

一附則一

第1条　本内規は平成14年10月3日から施行する．

平成18年4月1日改定

平成22年6月18日改定

第2条　本内規は平成23年3月18日から細則として改定・施行する．



36（36） 日生殖医会誌　58巻1・2号

一般社団法人日本生殖医学会　平成24年度　第2回臨時理事会議事録

1．理事会の決議があったものとみなされた口：平成24年9月14日

1．理事会の決議があったものとみなされた事項の提案者：理事長　吉村泰典

1．議事録の作成に係る職務を行った理事：理事苛原稔

1．取締役の総数：20名

　監査役の総数：3名

●

1．理事会の決議があったものとみなされた事項の内容

第1号議案　臨時社員総会招集の件

　当法人の臨時社員総会を下記の通り招集する

（社員総会の日時及び場所）

　平成24年ll月8日
　長崎県長崎市茂里町2丁目38番地　長崎ブリックホール1F大ホール

（社員総会の目的である事項）

1．報告事項

　（1）各部報告（庶務・会計・編集・渉外・学術・広報〉

　（2）委員会報告（倫理・将来・社保・生殖医療従事者資格制度）

2．審議事項

　（1）1号議案　平成24年度収支決算見込に関する件

　（2）2号議案　平成24年度学術奨励賞に関する件

　（3）3号議案　今後の学術講演会開催地に関する件

　（4）4号議案　IFFS　International　Meeting　2015開催に関する件

　（5）その他

　平成24年8月31日，理事長吉村泰典が理事の全員及び監事の全員に対して，理事会の決議の目的であ

る事項について上記の内容の提案書を発し，当該提案につき平成24年9月14日までに理事の全員から書

面により同意の意思表示を，監事の全員から書面により異議がないとの意思表示を得たので，一般法人法

第96条（定款第30条第2項）に基づき，当該提案を承認可決する旨の理事会の決議があったものとみな

された．

　以上のとおり，理事会の決議があったとみなされた事項を明らかにするため，この議事録を作成し，議

事録の作成に係る職務を行った理事が次に記名押印する．

㊨

平成24年9月14日

（名称）一般社団法人日本生殖医学会　平成24年度第2回臨時理事会

理 事 苛原 稔
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一般社団法人日本生殖医学会　平成24年度　常任理事会議事録

日　　時：平成24年9月21日（金）15：00～17：00

場　　所：東京国際フォーラム　会議室G402

出　　席

　　　　　吉村泰典（理事長）

　　　　　市川智彦，今井　裕，苛原　稔（以上，副理事長）

常任理事：石原　理，木村　正，久保田俊郎，倉智博久，西井　修，峯岸　敬

監　　事：深谷孝夫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※常任理事（10名／10名中）監事（1名／3名中）

陪　席：増崎英明（57回会長），藤澤正人（58回会長）

　　　　　久具宏司（幹事長），久慈直昭（副幹事長）

　　　　　梶原　健，小林秀行，高橋俊文，竹村由里，原田竜也，藤原　浩，松崎利也

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以上，幹事）

　　　　　鈴木　豊，加藤　渉，森下幸也（鈴木公認会計士事務所）

　　　　　西村綾乃，山口裕子，秋山美知子（事務局）

欠　　席

監　　事：瓦林達比古，武谷雄二

陪　　席：柴原浩章（総会議長），岸　裕司，辻村　晃（以上，幹事）

〈議事経過およびその結果〉

平成24年9月21日午後3時，東京都千代田区丸の内3丁目5番1号の東京国際フォーラム会議室G402

号において，平成24年常任理事会を開催した．定刻に吉村泰典理事長は開会を宣し，本日の理事会は出

席者が次のとおり定数を満たしたので有効に成立した旨を告げた．

議決に加わることのできる常任理事数：10名

出席理事数：10名

次いで，選ばれて，理事長　吉村泰典が議長となり，平成24年度第1回通常理事会議事録

定時社員総会議事録平成24年度新理事会議事録を確認し，直ちに議案の審議に入った．

平成24年度

〈議　事〉

第1号議案：平成24年度学術奨励賞に関する件

　　　　　　倉智学術担当理事より，平成24年8月24日に開催された予備選考委員会での審議・推挙結

　　　　　　果を受け，同年9月21日に選考委員会を開催し，最終的に下記3名が推挙・承認された旨

　　　　　　報告があった．

　　　　　　審議の結果，下記3名が平成24年度学術奨励賞授与と決定し，全会一致で承認された．

　　　　　　〈基礎部門〉

　　　　　　吉田奈央（新潟大学大学院自然科学研究科）

　　　　　　RMB　Vol．10　No．　1　pp．　31－41掲載

　　　　　　「Size　of　the　perivitelline　space　and　incidence　of　polyspermy　in　rabbit　and　hamster　oocytes」

　　　　　　〈泌尿器科部門〉

　　　　　　該当なし

　　　　　　く産婦人科部門〉

　　　　　　内田　浩（慶雁義塾大学医学部産婦人科）
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　　　　　　The　Journal　of　Biological　Chemistry　Vol．287　No．7pp．4441－4450　掲載

　　　　　　「Studies　using　an　in　vitro　model　show　evidence　of　involvement　of　epithelial－mesenchymal

　　　　　　transition　of　human　endometrial　epithelial　cells　in　human　embryo　implantation」

　　　　　　津野晃寿（大分大学医学部附属病院産婦人科）

　　　　　　JCIin　Endocrinol　Metab　Vol．96　No．12　pp．1944－1952　掲載

　　　　　　「Fasudil　inhibits　the　proliferation　and　contractility　and　induces　cell　cycle　arrest　and　apopto－

　　　　　　sis　of　human　endometriotic　stromal　cells：a　promising　agent　for　the　treatment　of　endometrio－

　　　　　　sis」

　　　　　　また，本年度の選考に際し，下記について検討がなされた旨も合わせて報告された．

　　　　　　・【学術報告　RMB論文賞設立についての記載部分に関連】

第2号議案：今後の学術講演会開催地について

　　　　　　吉村理事長より第59回（平成26年），第60回（平成27年）学術講演会会長ならびに開催

　　　　　　地について平成24年度第1回通常理事会ならびに定時社員総会において承認されているこ

　　　　　　とを確認する旨の発言があった，

　　　　　　第60回についてはIFFS　International　Meeting　2015との共催であるため，早期に準備をし

　　　　　　ていく必要があるとの発言があり，その賛否を議場に諮ったところ，満場一致で承認された．

　　　　　　【第3号議案に詳細関連】

第3号議案：IFFS　International　Meeting　2015について

　　　　　　苛原庶務担当理事よりIFFS　International　Meeting　2015開催準備について下記検討内容の説

　　　　　　明があった．

　　　　　　〈概要〉

　　　　　　会期：2015年4月27日（月）～29日（水）

　　　　　　名称：IFFS　International　Meeting　2015（国際不妊学会学術集会2015）

　　　　　　第60回学術講i演会（今井裕会長）2015年4月26日（日）と併催

　　　　　　く組織委員会〉

　　　　　　・代議員の先生方を中心に専門別等のバランスを考慮し各担当を割り振りした

　　　　　　・名誉会長：吉村泰典，会長：苛原　稔，事務総長：木村　正

　　　　　　・当初の組織委員会案に加え，基礎系から2名の先生を追加

　　　　　　・11月7日（水）15時～長崎に於いて組織委員会を開催するべき委員就任の諾否ならびに

　　　　　　　開催案内を近日送付することとした

　　　　　　く予算案〉

　　　　　　草案を作成したが，今後，参加費の価格設定等さらに検討していくこととした．

　　　　　　〈スケジュール・開催使用案〉

　　　　　　・組織委員会の開催を（上記組織委員会　参照）

　　　　　　・会場は最大7会場を使用する予定である

　　　　　　上記説明ののち，意見交換がなされ，日本語名称については本会の名称と揃え，「国際生殖

　　　　　　医学会学術集会2015」とすること，また本件について引き続き準備を進めてよいかの賛否を

　　　　　　議場に諮ったところ，満場一・致で承認された．

｛

＜報告事項＞

1．庶務報告　苛原庶務担当理事より，下記について報告がなされた．

　　　　　　　・会員数の動向，物故会員，諸会議および会費の納入状況について

　　　　　　　一会員数動向は，平成24年8月15日現在，会員4，617名，うち名誉会員55名であり，

　　　　　　動向の内訳は前年度より新入会177件，退会・物故等17件である．

　　　　　　　物故会員については

　　　　　　　　（関東ブロック）　　大野虎之進，佐久間勇次＊，津端捷夫
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2．会計報告

3．編集報告

　　（関西ブロック）　　小森慎二（代議員）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊名誉会員

　以上4名の報告があった．なお，小森慎二代議員の逝去により，関西ブロックから代議

員選挙において次点となっていた三橋洋治先生が繰り上がりで代議員に就任した．

一諸会議・事業計画については今後の各予定についての報告があった．

一年会費の納入状況については平成24年度8月15日現在で3か年分以上の年会費滞納者

が会員全体の3．1％であること，この滞納者は一般社団法人定款において，引き続き3年以

上の滞納の場合，来年度資格喪失になるため，引き続きの注視が必要であることが報告さ

れた．

また，年会費未納者に対しては10月に再度会費請求書を送付する予定であることも報告さ

れた．

一宛先不明となった会員への会費の請求書送付について前回の通常理事会後，各ブロック

長へ対象者をご確認いただいたうえで意見を伺ったところ，返戻されてくることが確実で

あるのにかかわらず，請求書を送付するのは不要であるということで意見が一致した旨報

告があった．ただし，住所変更を怠り，結果知らないうちに資格喪失になったという方も

あるかと思われるので，周知（広報）の必要性がある旨の意見があり，今後検討していく

こととなった．

・日本医療安全調査機構への加入検討について

　吉村理事長・苛原庶務担当理事より，日本医療安全調査機構への加入依頼があった旨報

　告があり，加入の是非について議場にはかったところ，本会としては基幹学会ではない

　ことより複数口ではなく，1口（10万円）の負担金を拠出したうえで加入することとし

　た．

・ 日本経済新聞広告企画の件

　吉村理事長より，日本経済新聞より一面広告の企画提案があり検討経緯が説明された．

　企画提案時より交渉し，広告費を650万円（税込）と大幅に値引きしていただき，広告

　費全額を製薬会社1社に協賛金として負担いただけることとなった．ただし，企画がイ

　ンタビュー形式での記事であり，別途インタビュアーの手配が必要である．その分の謝

　礼金10万円（税別）については本会の広報活動の一環でもあることから本会で負担して

　いただきたい旨提案があり，議場に諮ったところ，全会一致で承認された．10月中の全

　国紙朝刊の月曜日掲載を予定している．

峯岸会計担当理事より，以下の報告があった．

平成24年度定時社員総会において平成23年度収支決算が承認されたことを受け，一般社

団法人に移行すると同時に新たな所轄官庁となった内閣府に対し，公益目的財産額の確定

手続きを鈴木会計士事務所の指導のもと行った．結果，平成24年7月12日付で公益目的

財産額が131，781，788円，公益目的支出計画の実施期間9年間として確定した旨通知があっ

た．

また，平成24年度収支決算見込については従来，定款での運営上，秋の通常総会で決議す

るためにその直前開催の常任理事会で議案として上程してきた．しかし，次年度の予算編

成を3月の通常理事会で審議・承認を得ることを可能にするよう先の通常理事会・定時社

員総会において定款変更したため，今回の常任理事会においては決算見込みについて議案

上程の必要がなくなったことを再度確認いただきたい旨発言があった．加えて，これまで

年に3回当該年度の収支決算見込を理事会での議案としてきたものを今後は半期に一度推

移を確認することにしたため，次回の通常理事会・臨時社員総会においては平成24年度収

支決算見込について議案上程する予定であることも合わせて報告された．

今井編集担当理事より，以下の報告があった．

・ 機関誌等の発刊状況については，和文誌は現在56－3号が発刊され，57－4号が10月に発刊
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4．渉外報告

5．学術報告

　準備中，RMBはVol．11・・3が7月に発刊され，　Vol．11－4が10月に発刊予定である

・ 利益相反状態の開示について編集委員会で検討をした結果，Vol．　12．　No．1よりRMBへの

　全ての投稿論文についても開示を義務付けることとした．COIのフォームについても著

　者が申告しやすいよう修正をした．なお，学術講演会の発表では発表前1年間の状態に

　おいて開示を義務付けしているが，投稿論文においてはその内容にかかわるすべての期

　間と言及が必要であるとし，利益相反に関する指針運用細則の改定について提案がなさ

　れた．担当の学術部もこれを了承し，議場に諮ったところ，満場一致で承認された
・ 論文査読委員の登録について審査を依頼する編集委員が適切な査読委員を選出しにくい

　という現況の報告があった．編集委員会内で登録査読委員の情報更新等に加えt本会の

　代議員・生殖医療専門医の先生方にも論文誌発展の為に査読委員登録にご協力いただき

　たい旨意見があり，代議員・生殖医療専門医を対象に査読委員登録のお願いと登録手順

　についての文書を発信させていただきたい旨提案があった．議場に諮ったところ，満場

　一・致で承認された

・前回のMed－LineへのImpact　Factor取得申請の際RMBが国際的な雑誌としてはEditor

　が日本人ばかりであることが敗因であるとの分析に至っているため，Executive　Editorと

　して新たに4名の外国人の先生方に声掛けをし，内諾をいただいた旨報告があった．近

　隣アジア諸国の方にもEditorとして参入いただくことで，アジア地域へのRMBの周知

　のきっかけになっていただきたい

木村渉外担当理事より，下記報告があった．

・ 第63回KSRMへの役員ならびにspeakerの推薦・派遣について経緯説明があった

　一第56回学術講演会（石塚会長）へ招待された返礼として，12月開催のKSRM（韓国生

　殖医学会）へ招待された

　一推薦・派遣については日本側で選定からアブストラクトの査読まで行う

　一謝礼金は5万円で，理事等の幹部役員には宿泊・飛行機代等のサポートがある

　一10名の先生にお願いしたところ7名の先生がお引き受けいただけるとのこととなった

　一今後についてはこのような国際交流は基幹学会でよく行われていることから本会では

　定例化せず，あくまで学術講演会会長の裁量で行っていただくこととする

・ 石原理事よりICMART活動報告について諸会議の開催状況，国際会議での石原理事の発

　表状況の他，下記についても下記報告があった．

　－ICD－11については石原理事を含む4名が委員として関与し，2012年3月に提出をおこ

　なっており，WHOは2015年を目標にpublic　commentを行う予定である

　一ICMARTの拠出金について，増額をお願いされている旨報告があり，昨今の円高でも

　あることより，2，500ドルを3，000ドルに増額してはどうかという提案があった．その他

　意見交換の中で，日本受精着床学会とあわせて日本として5，000ドル（日本受精着床学会

　負担はうち2，000ドル）での負担とできればより強いサポートにつながるのではないかと

　いう意見もあった．結果，日本受精着床学会への依頼と，本会からは500ドルの増額と

　し3，000ドルを拠出金として負担することで満場一致で承認された

倉智学術担当理事より，下記報告があった．

・ 平成24年度学術奨励賞選考に際し，RMB以外の雑誌掲載の論文が選出されることや専

　門分野の偏り等の問題点についても合わせて検討した結果，現状の学術奨励賞に加え，

　RMB論文賞の設立をし，　RMBに掲載された論文で，かつ専門分野毎に選考できればRMB

　への論文投稿を促進できるのではないか．今後設立に際しての引き続き検討することと

　したい．またMSDとの契約内容を確認し，賞金額等についても今後検討していきたい
・ 生殖医療ガイドブック2013（仮）の改定について

　吉村理事長と生殖医療ガイドブック2013（仮）の改定について引き続き詳細を検討した

　結果，契約の問題，作業上の問題等が浮き彫りとなり，吉村理事長と依頼を検討してい



●

平成25年4月20日 41（41）

　　　　　　　る印刷会社とで意見交換を行った内容について報告がなされた．この報告に対し，種々

　　　　　　　の意見交換がなされた結果，当初予定していた2013年の発刊はいったん見送り，新制度

　　　　　　　での生殖医療専門医認定試験が実施される2014年以降での発刊とすることで出版社の選

　　　　　　　定や制作内容等の巻き直ししたい旨説明がなされ，議場に諮ったところ満場一致で承認

　　　　　　　された．

6．広報報告　倉智学術担当理事より下記報告があった．

　　　　　　・ホームページへのアクセス数等について現状報告があった

　　　　　　・本会の生殖医療専門医を対象にアンケートを実施した，乳がん患者に対する受精卵また

　　　　　　　は未授精卵の凍結保存の受け入れ可能な施設についてHPへの掲載を同意した施設の一覧

　　　　　　　をHP上で公開した

　　　　　　　・厚生労働省から不妊症に関する一般の方への知識普及を学会HP上で行ってほしい旨依頼

　　　　　　　があり，Q＆A形式で掲載を検討し，質問項目案を作成した．回答については担当を割り

　　　　　　　振り，執筆要綱に則して執筆をお願いしたい旨説明があった．質問項目案・回答者案に

　　　　　　　ついて議場に諮ったところ，満場一致で承認されたため，今後，執筆のサンプルが出来

　　　　　　　次第依頼を行い，年内にはHPでの公開を行うことができるように進めていきたい

7．将来計画検討委員会報告

　　　　　　久保田将来計画検討委員会委員長より，一般社団法人への移行後，数か月が経過し，順調

　　　　　　に法人運営が進んでいることの報告があった．

8．社会保険委員会報告

　　　　　　西井社会保険委員会委員長から，下記報告があった．

　　　　　　　・外保連より「技術評価の適正化のための手術に関する調査協力依頼」を7月17日に受け，

　　　　　　　日本外科学会の指定・関連施設と本会の認定研修施設・研修連携施設とを照合し，調査

　　　　　　　依頼に追加してほしい施設についてリストアップを行った．結果，22施設を本会から追

　　　　　　　加として8月14日に外保連に報告・提出を行った．その後，外保連からの依頼時より作

　　　　　　　業予定が1か月ほど遅れて進むこととなり，11月中にデータ分析を行う旨追加で連絡が

　　　　　　　あった，

　　　　　　　・8月10日付で外保連より26年度診療報酬改定用の要望項目アンケートについての依頼が

　　　　　　　あった．基本的に基幹学会である日本産科婦人科学会・日本泌尿器科学会から要望が提

　　　　　　　出されることになろうかと思うが，本会独自の要望があれば申し出ていただきたいこと，

　　　　　　　昨年度からの積み残しについて引き続き検討したい

　　　　　　　・外保連より，市民公開講座等で外保連ニュースの特集記事（日本の医療技術は優れてい

　　　　　　　る！！）冊子配布依頼を受け，300部を長崎の学会の市民公開講座で配布することとなった

9．生殖医療従事者資格制度委員会報告

　　　　　　市川生殖医療従事者資格制度委員会委員長から，下記について報告があった．

　　　　　　〈生殖医療専門医関連〉

　　　　　　　・旧制度での平成24年度生殖医療専門医認定試験申請は94名あり，7月11日開催の委員

　　　　　　　会において一次審査を行った結果，74名が二次審査に進むこととなった，二次審査は平

　　　　　　　成24年12月23日に実施する予定である

　　　　　　　・平成24年度生殖医療専攻医申請は82名あり，7月ll日開催の委員会において審議の結

　　　　　　　果，79名が生殖医療専攻医として研修開始許可することとなった．

　　　　　　　・平成24年6月15日に日本専門医制評価・認定機構より本会の専門医制度についてヒア

　　　　　　　リングがあり，結果，現行の制度について基準の見直しを必要とする旨要請があった．

　　　　　　　これを受け，今後，さらに生殖医療専門医制度を改定する必要があるため，委員会で審

　　　　　　　議を行い，2016年4月1日施行に向けてタイムスケジュールと具体的変更内容について

　　　　　　　説明があった．

　　　　　　　・高齢で更新要件を満たすのが困難である生殖医療専門医の取り扱いについて，ある一定
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　の制限を設けて生殖医療専門医の名誉職として就任いただけるような制度について検討

　がなされ，現状の新・生殖医療専門医細則を一部改定し，名誉生殖医療専門医の称号設

　置をすることについて説明・提案がなされた．議場に諮ったところ，満場一致で承認さ

　れたため，同日付で新・生殖医療専門医制度細則も改定することとなった．

・ 新・生殖医療専門医制度細則による認定研修施設・研修連携施設申請の案内，ならびに

　平成25年4月に更新予定の生殖医療専門医の更新申請について，和文誌第57巻4号で

　周知する旨周知内容の報告がなされた．

・ 本年度の生殖医療従事者資格制度委員会の年間予定について紹介があった

く生殖医療コーディネーター関連〉

・平成24年度生殖医療コーディネーター申請は10名あった．書類や審査に問題がないこ

　とより，来年4月1日付認定に向けて承認する予定である

10．倫理委員会報告

　　　　　　石原倫理委員長より下記報告があった．

　　　　　　　・6月8日に第83回，9月21日に第84回倫理委員会を開催した旨報告があった．第83回

　　　　　　　では「造血器腫瘍患者の不妊対策について」（神田善伸先生）をお招きし，第84回では

　　　　　　　梶原委員より「各国の配偶子および卵巣・精巣の凍結保存に対する規制・指針」と，そ

　　　　　　　れぞれご発表いただき議論を行った．今後，現在の議論内容も踏まえ，卵子の凍結によ

　　　　　　　る妊孕性維持の事態を把握するとともに学会のスタンスを明確にしていきたい

11．第57回（平成24年）総会・学術講i演会準備報告

　　　　　　増崎会長より，会期は平成24年11月7日（水）から9日（金），市民公開講座を10日（土）

　　　　　　に予定していること，会場は長崎ブリックホール（主会場）他をあわせて予定し，プログ

　　　　　　ラムや運営についておおむね準備が整っている旨報告があった．加えて，決定したプログ

　　　　　　ラム，講演等の紹介・特色についての説明があった．また，今回は過去最大の500題を超

　　　　　　える演題応募があり，活発な議論が期待できる旨の報告もあった．

12．第58回（平成25年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　藤澤次期会長より，会期は平成25年11月14日（木）から16日（土）を予定しているこ

　　　　　　と，会場は神戸国際会議場，神戸ポートピアホテル，テーマは「生殖医療の未来を見据え

　　　　　　て」を予定している．プログラム決定に際して，代議員の先生にアンケートをさせていた

　　　　　　だき，ご協力いただいたことの謝意が述べられた．詳細は今後とも検討していく旨，報告

　　　　　　があった．

以上の議決事項を証するため，この議事録を作成し，理事長および出席監事が記名押印する．

平成24年9月21日

一般社団法人　日本生殖医学会　平成24年度常任理事会

理事長　　吉村泰典　⑳

出席監事　深谷孝夫　⑳
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一般社団法人日本生殖医学会　平成24年度　第2回通常理事会議事録

●

日　　時：平成24年11月7日（水）16：00～17：05

場　 所：長崎ブリックホール3階国際会議場

出　　席

　　　　　吉村泰典（理事長）

　　　　　市川智彦（副理事長），今井　裕（副理事長），苛原　稔（副理事長〉

常任理事：石原　理（59回会長〉，木村　正，久保田俊郎，倉智博久，西井　修，峯岸　敬

理　　事：安藤寿夫，杉浦真弓，杉野法広，千石一雄，竹下俊行，楢原久司，原田　省，

　　　　　藤澤正人（58回会長），増崎英明（57回会長），道倉康仁

監　事：深谷孝夫

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※理事（20名／20名中）監事（1名／3名中）

陪　　席：柴原浩章（総会議長），久具宏司（幹事長），久慈直昭（副幹事長）

　　　　　岩部富夫，遠藤俊明，梶原　健，河野康志，岸　裕司，佐藤　剛，高橋俊文，

　　　　　竹村由里，田村博史，辻村　晃，原田竜也，古井辰郎，三浦清徳（以上，幹事）

　　　　　石塚文平，岡村　均，佐藤和雄，田中俊誠森　崇英（以上，名誉会員）

　　　　　鈴木　豊（鈴木公認会計士事務所）

　　　　　西村綾乃，山口裕子，秋山美知子（事務局）

欠　　席

監　　事：瓦林達比古，武谷雄二

陪　　席：小林秀行，野村一人，峯　克也，松崎利也，藤原　浩，山口耕平（以上，幹事）

〈議事経過およびその結果〉

平成24年11月7日午後4時，長崎県長崎市茂里町2丁目38番地の長崎ブリックホール3階国際会議場

において，平成24年第2回通常理事会を開催した．定刻に吉村泰典理事長は開会を宣し，本日の理事会

は出席者が次のとおり定数を満たしたので有効に成立した旨を告げた，

議決に加わることのできる理事数：20名

出席理事数：20名

次いで，選ばれて，理事長　吉村泰典が議長となり，平成24年度第2回臨時理事会議事録

常任理事会議事録を確認し，直ちに議案の審議に入った．

平成24年度

●

〈議　事〉

第1号議案：平成24年度収支決算見込に関する件

　　　　　　峯岸会計担当理事は，当期（自平成24年4月1日至平成24年8月31日）における事業状

　　　　　　況を事業報告及び附属書類により詳細に説明報告し，下記の書類を提出して，その報告内容

　　　　　　について承認を求めたところ，全会一致で承認された．

　　　　　　1．収支（損益）予算実績報告書

　　　　　　2．貸借対照表

　　　　　　3．損益計算書（正味財産増減計算書）

　　　　　　4．貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属書類

　　　　　　　【報告事項2．会計報告にも関連】

第2号議案：平成24年度学術奨励賞に関する件

　　　　　　倉智学術担当理事より平成24年8月24日開催の予備選考委員会，平成24年9月21日開催
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　　　　　　の選考委員会での厳正な審査を踏まえ，ll編の論文の中から平成24年度常任理事会におい

　　　　　　て，最終的に下記3名が推挙・承認された旨報告があった．結果本通常理事会においても

　　　　　　全会一致で下記3名が平成24年度学術奨励賞授与と承認・決定し，平成24年度臨時社員総

　　　　　　会に上程することとなった．

　　　　　　〈基礎部門〉

　　　　　　吉田奈央（新潟大学大学院自然科学研究科）

　　　　　　Reproductive　Medicine　and　Biology　Vol．10　No．　l　pp．31－41掲載

　　　　　　「Size　of　the　perivitelline　space　and　incidence　of　polyspermy　in　rabbit　and　hamster　oocytes」

　　　　　　〈泌尿器科部門〉

　　　　　　該当なし

　　　　　　く産婦人科部門〉

　　　　　　内田　浩（慶雁義塾大学医学部産婦人科）

　　　　　　The　Journal　of　Biological　Chemistry　Vol．287　No．7pp．4441－4450　掲載

　　　　　　「Studies　using　an　in　vitro　model　show　evidence　of　involvement　of　epithelial－mesenchymal

　　　　　　transition　of　human　endometrial　epithelial　cells　in　human　embryo　implantation」

　　　　　　津野晃寿（大分大学医学部附属病院産婦人科）

　　　　　　JCIin　Endocrinol　Metab　Vol．96　No．12　PP．1944－1952掲載

　　　　　　「Fasudil　inhibits　the　proliferation　and　contractility　and　induces　cell　cycle　arrest　and　apopto－

　　　　　　sis　of　human　endometriotic　stromal　cells：apromising　agent　for　the　treatment　of　endometrio－

　　　　　　sis」

第3号議案：今後の学術講演会開催地について

　　　　　　吉村理事長より第59回（平成26年），第60回（平成27年）学術講i演会会長ならびに開催

　　　　　　地について，すでに過去の総会において審議・決定をした旨発言があった．加えて，第60

　　　　　　回についてはIFFS　International　Meeting　2015との併催であるため，早期に準備をしていく

　　　　　　必要があることより，組織委員会を組織し，準備を進めていきたいこと，また組織にあたり，

　　　　　　名誉会長として吉村理事長，会長として苛原副理事長，事務総長として木村渉外担当理事で

　　　　　　指揮をとらせていただきたい旨，ご承認いただきたい旨発言があり，全会一致で承認された

　　　　　　（第4号議案に関連）．

第4号議案：IFFS　International　Meeting　2015について

　　　　　　苛原IFFS　International　Meeting　2015会長より，　IFFS　International　Meeting　2015の開催概

　　　　　　要案，組織委員会案，準備スケジュール案について説明があり，全会一致で承認された．

第5号議案：その他

　　　　　　・役員改選に関する検討ワーキンググループでの検討内容について

　　　　　　　苛原庶務担当理事より，庶務部報告のなかで，前回の総会において一般社団法人化に伴い

　　　　　　　代議員選挙制度を開始・運用してみて，電子投票の是非等投票方法や選挙区割り，専門領

　　　　　　　域別の配分について等いくつかの課題も浮かび上がってきたため，庶務部を中心に今後委

　　　　　　　員会を組織し，さらなる問題分析と次回の代議員選挙に向けて継続的に検討と改善を図る

　　　　　　　旨承認をいただいたが，その後，役員改選に関する検討ワーキンググループを組織し，問

　　　　　　　題点について検討を重ねている旨の状況報告があった．次回，定時社員総会において検討

　　　　　　　結果内容を上程し，改善点を反映し，次回の選挙の準備を進めていきたい旨発言があり，

　　　　　　　全会一致で承認された．

　　　　　　・57回学術講演会プレス対応について

　　　　　　　先日，読売新聞社をはじめとする報道各社からips細胞の臨床研究に成功したとする誤報

　　　　　　　があったが，それに伴い，関連する研究ではないかと問い合わせを受けている演題が5題

　　　　　　　（口頭・ポスター発表合計），学術講演会で発表される予定であることが吉村理事長から報

　　　　　　　告された．事実関係については現在関係機関で調査中ではあるとのことだが，本会として

■

◆
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は関係者から問題の研究に関与しているものではないとの報告を受けていることから，発

表については本会は妨げないこと，またそれにともなうプレス対応についても通常通りの

対応をしたい旨提案があり，議場に諮ったところ全会一致で承認された．

＜報告事項＞

1．庶務報告

2．会計報告

3．編集報告

苛原庶務担当理事より，下記について報告がなされた．

・会員数の動向，物故会員，諸会議，および会費の納入状況について

　一会員数の動向は，平成24年9月末日現在，会員4，633名，うち名誉会員55名であり，

　動向の内訳は前年度より新入会201件，退会・物故等24件である．

　物故会員については

　　（関東ブロック）大野虎之進，佐久間勇次＊，津端捷夫

　　（関西ブロック）小森慎二（代議員）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊名誉会員

　　以上4名の報告があった．

一諸会議・事業計画については今後の各予定についての報告があった

一年会費の納入状況については平成24年9月末日現在で3か年分以上の年会費滞納者が会

員全体の2．9％であること，この滞納者は一般社団法人定款において，引き続き3年以上の

滞納の場合，来年度資格喪失になるため，引き続きの注視が必要であることが報告された．

また，年会費未納者に対しては10月に再度会費請求書を送付するとともに，宛先不明とな

り会費請求書が不達となっている会員の先生にはHPで周知を行ったことも報告された

・ 海外に居住する外国人の会員の会費徴収について

　外国人の会員で日本居住時に本会に入会し，その後帰国された等で海外に居住する方が

　若干名いることがわかり，会費の徴収については海外送金手数料が高額であるため，数

　年に1度会費請求を行い，会員継続の意思確認を行うことが報告・了承された．

・ 日本経済新聞広告掲載の件

　吉村理事長より，平成24年度常任理事会で経緯説明がなされたとおり，日本経済新聞全

　国誌一面広告として10月23日（火）朝刊に生殖医療の果たす役割と可能性という企画

　内容での理事長インタビューが掲載されたことが報告された．

峯岸会計担当理事より，以下の報告があった．

平成24年度収支決算見込については従来，定款での運営上，秋の通常総会で決議するため

にその直前開催の常任理事会で議案として上程してきたが，次年度の予算編成を3月の通

常理事会で審議・承認を得ることを可能にするよう先の通常理事会・定時社員総会におい

て定款変更した．加えて，これまで年に3回当該年度の収支決算見込を理事会での議案と

してきたものを今後は半期に一度推移を確認することにしたため，今回の通常理事会・臨

時社員総会においては平成24年度収支決算見込について議案上程する予定であることも合

わせて報告された．

加えて，鈴木会計士より，本年4月からの一般社団法人化にともない，会計が6事業ごと

に分けられたこと，うち，実施事業（機関誌刊行事業・国際渉外事業・普及啓発事業・市

民公開講座開催事業の4つ）については公益支出目的計画に則し，マイナス事業として進

めるために予算に則した事業運営を進めていただきたいこと，他方で学術振興事業・法人

会計については引き続きプラスの運営を進めていただきたいことの補足説明があった．【1

号議案にも関連】

今井編集担当理事より，以下の報告があった．

・ 機i関誌等の発刊状況については，和文誌は現在57－4号，RMBは今年より発刊時期が前倒

　しになり，Vol．11　No．　4が10月に発刊された

・ 利益相反状態の開示について編集委員会で検討をした結果，Vol．12．　No．1よりRMBへの
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4．渉外報告

5．学術報告

6．広報報告

　全ての投稿論文についても開示を義務付けることとした．COIのフォームについても著

　者が申告しやすいよう修正をした．なお，学術講演会の発表では発表前1年間の状態に

　おいて開示を義務付けしているが，投稿論文においてはその内容にかかわるすべての期

　間とする言及が必要であるとし，平成24年度常任理事会において，当該細則の改定を行っ

　た

・ 論文査読委員の登録について生殖医療専門医ならびに代議員の先生方にお願いをしてい

　るが，お引き受けいただけるという方のご登録が少ないので引き続きご協力をお願いし

　たい旨要請があった

木村渉外担当理事より，下記報告があった．

・ 第63回KSRMへの役員ならびにspeakerの推薦・派遣について経緯説明があった

一今後についてはこのような国際交流は基幹学会でよく行われていることから本会では定

例化せず，あくまで学術講演会会長の裁量で行っていただくこととする

・ 石原理事よりICMART活動報告について諸会議の開催状況，国際会議での石原理事の発

　表状況の他，下記についても下記報告があった

一ICD・11については石原理事を含む4名が委員として関与し，2012年3月に提出をおこ

なっており，WHOは2015年を目標にpublic　commentを行う予定である

一ICMARTの拠出金について，増額をお願いされている旨報告があり，昨今の円高でもあ

ることより，2，500ドルを3，000ドルに増額してはどうかという提案があった．結果，本会

からは500ドルの増額とし3，000ドルを拠出金として負担することを平成24年度常任理事

会で決定し，ICMARTにその旨報告した

倉智学術担当理事より，下記報告があった．

・平成24年度学術奨励賞選考に際し，RMB以外の雑誌掲載の論文が選出されることや専

　門分野の偏り等の問題点についても合わせて検討した結果，現状の学術奨励賞に加え，

　RMB論文賞の設立をし，　RMBに掲載された論文で，かつ専門分野毎に選考できればRMB

　への論文投稿を促進できるのではないか．今後設立に際しての引き続き検討することと

　したい旨報告があった

・ 生殖医療ガイドブックの改定について

　吉村理事長より生殖医療ガイドブックの改定について引き続き詳細を検討した結果，契

　約の問題，作業上の問題等が浮き彫りとなり，依頼を検討している印刷会社とで意見交

　換を行った内容について報告がなされた．この報告に対し，種々の意見交換がなされた

　結果，当初予定していた2013年の発刊はいったん見送り，新制度での生殖医療専門医認

　定試験が実施される2014年以降での発刊とすることで出版社の選定や制作内容等の巻き

　直ししたい旨，また検討をすべく検討委員会を設置したい旨説明がなされ，議場に諮っ

　たところ満場一致で承認された，

倉智学術担当理事より下記報告があった．

・ ホームページへのアクセス数等について現状報告があった

・ 無料でホームページ運営をする会社から，一部コンテンツを利用してほしい依頼があり，

　検討した．提案内容に，雑誌等の電子的アーカイブも含まれていたことより，現状，本

　会の和文誌が紙媒体での保管しかないことより，アーカイブ部分のみ依頼したい旨提案

　があり，議場に諮ったところ満場一致で承認された

・ 厚生労働省から不妊症に関する一般の方への知識普及を学会HP上で行ってほしい旨依頼

　があり，Q＆A形式で掲載を検討し，質問項目案を作成した．回答については担当を割り

　振り，執筆要綱に則して執筆をお願いしたい旨説明があった．質問項目案・回答者案に

　ついて議場に諮ったところ，満場一致で承認されたため，今後，執筆のサンプルが出来

　次第依頼を行い，年内にはHPでの公開を行うことができるように進めていきたい

●

’
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7．将来計画検討委員会報告

　　　　　　久保田将来計画検討委員会委員長より，一般社団法人への移行後数か月が経過し，順調

　　　　　　に法人運営が進んでいることの報告があった．

8．社会保険委員会報告

　　　　　　西井社会保険委員会委員長から，下記報告があった．

　　　　　　　・外保連より「技術評価の適正化のための手術に関する調査協力依頼」を7月17日に受け，

　　　　　　　日本外科学会の指定・関連施設と本会の認定研修施設・研修連携施設とを照合し，22施

　　　　　　　設を本会から追加として8月14日に外保連に報告・提出を行った．今後，12月14日ま

　　　　　　　でに各施設のデータ提出，分析，その後3月までに手術委員会においてデータ反映の議

　　　　　　　論が行われる予定である

　　　　　　　・8月10日付で外保連より26年度診療報酬改定用の要望項目アンケートについての依頼が

　　　　　　　あった（次々ページ以降参照）．10月5日に日本産科婦人科学会社会保険委員会が開催さ

　　　　　　　れ，以下の要望項目が決定した．外保連締め切りの平成25年1月ll日までに各専門学

　　　　　　　会からの意見を集約することとなった

　　　　　　く新設項目＞

　　　　　　L腹腔鏡下了宮悪性腫瘍手術

　　　　　　2．複数手術に係る費用の特例の拡大：腹腔鏡下子宮内膜症病巣除去術と子宮付属器癒

　　　　　　　　着剥離術

　　　　　　く改正項目＞

　　　　　　1．流産手術　妊娠11週まで

　　　　　　2．腹腔内視鏡検査

　　　　　　く医療材料＞

　　　　　　1．リングペッサリー

　　　　　　＜廃止＞

　　　　　　1．クルドスコピー

　　　　　　※クルドスコピーについては点数が低いため，あえて廃止とし，腹腔鏡下子宮内膜症病巣

　　　　　　　除去術として高額で要望する予定である

　　　　　　なお，前年度からの積み残しのソノヒステログラフィー，医療材料のモルセレーター，ヒ

　　　　　　スキャス（ソフト卵管造影通気通水カテーテル）は，次年度も要望する予定である，内保

　　　　　　連要望項目については，特定疾患療養管理料に関して，反復・習慣流産に対するカウンセ

　　　　　　　リング料，不妊症治療管理料，更年期障害患者に対するホルモン補充療法管理料に関して，

　　　　　　検討する

　　　　　　　・外保連より市民公開講座等での外保連ニュースの特集記事（日本の医療技術は優れてい

　　　　　　　　る！！）冊子配布依頼を受け，11月10日に開催される市民公開講座（長崎ブリックホール

　　　　　　　国際会議場）で300部を配布する予定である

9．生殖医療従事者資格制度委員会報告

　　　　　　市川生殖医療従事者資格制度委員会委員長から，下記について報告があった．

　　　　　　　〈生殖医療専門医関連〉

　　　　　　　・旧制度での平成24年度生殖医療専門医認定試」験申請は94名あり，7月11日開催の委員

　　　　　　　会において一次審査を行った結果，74名が二次審査に進むこととなった．二次審査は平

　　　　　　　成24年12月23日に実施する予定である

　　　　　　　・平成24年度生殖医療専攻医申請は82名あり，7月11日開催の委員会において審議の結

　　　　　　　果，79名が生殖医療専攻医として研修開始許可することとなった

　　　　　　　・平成24年6月15日に日本専門医制評価・認定機i構より本会の専門医制度についてヒア

　　　　　　　　リングがあり，結果，現行の制度について基準の見直しを必要とする旨要請があった．

　　　　　　　　これを受け，今後，さらに生殖医療専門医制度を改定する必要があるため，委員会で審
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　議を行い，2016年4月1日施行に向けてタイムスケジュールと具体的変更内容について

　説明があった

・ 高齢で更新要件を満たすのが困難である生殖医療専門医の取り扱いについて，ある一定

　の制限を設けて生殖医療専門医の名誉職として就任いただけるような制度について新・

　生殖医療専門医細則を平成24年度常任理事会において一部改定を決議した旨報告がなさ

　れた

・新・生殖医療専門医制度細則による認定研修施設・研修連携施設申請の案内，ならびに

　平成25年4月に更新予定の生殖医療専門医の更新申請について，和文誌第57巻4号で

　周知した

・ 本年度の生殖医療従事者資格制度委員会の年間予定について紹介があった

く生殖医療コーディネーター関連〉

・ 平成24年度生殖医療コーディネーター申請は10名あった．書類や審査に問題がないこ

　とより，来年4月1日付認定に向けて承認する予定である

●

10．倫理委員会報告

　　　　　　石原倫理委員長より下記報告があった．9月21日に第84回倫理委員会を開催した旨報告が

　　　　　　あった．梶原委員より「各国の配偶子および卵巣・精巣の凍結保存に対する規制・指針」

　　　　　　についてご発表いただき議論を行った．今後，現在の議論内容も踏まえ，卵子の凍結によ

　　　　　　る妊孕性維持の事態を把握するとともに学会のスタンスを明確にしていきたい．

11．第57回（平成24年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　増崎会長より，会期は平成24年11月7日（水）から9日（金），市民公開講座を10日（土）

　　　　　　に予定していること，会場は長崎ブリックホール（主会場）他をあわせて予定し，プログ

　　　　　　ラムや運営について準備が整った旨報告があった．加えて，決定したプログラム，講演等

　　　　　　の紹介・特色についての説明があった．また，今回は過去最大の演題応募があり，活発な

　　　　　　議論が期待できる旨の報告もあったうえ，関係各位へのご協力の謝意が述べられた．

12．第58回（平成25年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　藤澤次期会長より，会期は平成25年11月14日（木）から16日（土）を予定しているこ

　　　　　　と，会場は神戸国際会議場，神戸ポートピアホテル，テーマは「生殖医療の未来を見据え

　　　　　　て」を予定している．詳細は今後とも検討していく旨，報告があった，

13．第59回（平成26年）総会・学術講演会準備報告

　　　　　　石原次々期会長より，会期は平成26年12月3日（水）から5日（金），会場は京王プラザ

　　　　　　ホテルを予定している．詳細は今後とも検討していく旨，報告があった．

以上の議決事項を証するため，

監事が記名押印する．

この議事録を作成し，定款第31条第2項にもとづき，理事長および出席

平成24年11月7日

一般社団法人　日本生殖医学会　平成24年度第2回通常理事会

理事長　　吉村泰典　⑳

監事深谷孝夫⑳ φ
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平成24年度　一般社団法人日本生殖医学会　臨時社員総会議事録

◆

時
所
者

　
　
席

日
場
出

出席役員：

常任理事・

理

監

議

事：安藤寿夫，杉浦真弓，杉野法広，

　　楢原久司，藤澤正人，

事：武谷雄二，深谷孝夫

長　代議員　柴原浩章

　　　：代議員　久具宏司

平成24年11月8日（木）13：10～14：10

長崎ブリックホール　1F大ホール

開会当時の社員数　　105名

総社員の議決権数　　105個

本日の出席者数　　　52名（委任状含めての出席数94名）

この議決権の数　　　94個

理事長　吉村泰典　副理事長　市川智彦，今井　裕，苛原　稔
’ 石原理木村正，久保田俊郎，倉智博久，西井修，峯岸敬
　　　　　　　　　　　　　　　千石一雄，竹下俊行，原田　省，

　　　　　　　　　　増崎英明，道倉康仁

議事録作成者

〈議事経過およびその結果〉

定款第15条にもとづき，柴原浩章代議員が議長となり，「本日の出席社員数は委任状を含め94名で，定

款第17条に規定する定足数を充足し，本総会は成立した」旨発言し，開会．

次の議案を順次審議した．

輪

〈議　事〉

第1号議案：平成24年度収支決算見込に関する件

　　　　　　峯岸会計担当理事は，当期（自平成24年4月1日至平成24年8月31日）における事業状

　　　　　　況を事業報告及び附属書類により詳細に説明報告し，下記の書類を提出して，その報告内容

　　　　　　について承認を求めたところ，全会一致で承認された．

　　　　　　1．収支（損益）予算実績報告書

　　　　　　2．貸借対照表

　　　　　　3．損益計算書（正味財産増減計算書）

　　　　　　4．貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属書類

第2号議案：平成24年度学術奨励賞について

　　　　　　倉智学術担当理事より学術選考委員会で推薦された下記3論文について説明がなされ，下記

　　　　　　3名が平成24年度学術奨励賞授与と決定，全会一致で承認された．

　　　　　　平成24年度学術奨励賞受賞者

　　　　　　く基礎部門〉

　　　　　　吉田奈央（新潟大学大学院自然科学研究科）

　　　　　　Reproductive　Medicine　and　Biology　Vol．10　No．　1　pp．31－41掲載

　　　　　　「Size　of　the　perivitelline　space　and　incidence　of　polyspermy　in　rabbit　and　hamster　oocytes」

　　　　　　〈泌尿器科部門〉

　　　　　　該当なし

　　　　　　く産婦人科部門〉

　　　　　　内田　浩（慶鷹義塾大学医学部産婦人科）

　　　　　　The　Journal　of　Biological　Chemistry　VoL　287　No．7pp．4441－4450掲載

　　　　　　「Studies　using　an　in　vitro　model　show　evidence　of　involvement　of　epithelial－mesenchymal

　　　　　　transition　of　human　endometrial　epithelial　cells　in　human　embryo　implantation」
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　　　　　　津野晃寿（大分大学医学部附属病院産婦人科）

　　　　　　JCIin　Endocrinol　Metab　VoL　96　No．12　PP．1944－1952　掲載

　　　　　　「Fasudil　inhibits　the　proliferation　and　contractility　and　induces　cell　cycle　arrest　and　apopt（）－

　　　　　　sis　of　human　endometriotic　stromal　cells：apromising　agent　for　the　treatment　of　endometriosis」

第3号議案：今後の学術講演会の開催地について

　　　　　　吉村理事長より第59回（平成26年），第60回（平成27年）学術講演会会長ならびに開催

　　　　　　地について，すでに過去の総会において審議・決定をした旨発言があった．加えて，第60

　　　　　　回についてはIFFS　International　Meeting　2015との併催であるため，早期に準備をしていく

　　　　　　必要があることより，組織委員会を組織し，準備を進めていきたいこと，また組織にあたり，

　　　　　　名誉会長として吉村理事長，会長として苛原副理事長，事務総長として木村渉外担当理事で

　　　　　　指揮をとらせていただきたい旨，ご承認いただきたい旨発言があり，全会一致で承認された

　　　　　　（第4号議案に関連）．

第4号議案：IFFS　International　Meeting　2015について

　　　　　　苛原IFFS　International　Meeting　2015会長より，　IFFS　International　Meeting　2015の開催概

　　　　　　要案，組織委員会案，準備スケジュール案について説明があり，全会一致で承認された．

第5号議案：その他

　　　　　　・役員改選に関する検討ワーキンググループでの検討内容について

　　　　　　　苛原庶務担当理事より，庶務部報告のなかで，前回の総会において一般社団法人化に伴い

　　　　　　　代議員選挙制度を開始・運用してみて，電子投票の是非等投票方法や選挙区割り，専門領

　　　　　　　域別の配分について等いくつかの課題も浮かび上がってきたため，庶務部を中心に今後委

　　　　　　　員会を組織し，さらなる問題分析と次回の代議員選挙に向けて継続的に検討と改善を図る

　　　　　　　旨承認をいただいたが，その後，役員改選に関する検討ワーキンググループを組織し，問

　　　　　　　題点について検討を重ねている旨の状況報告があった．次回，定時社員総会において検討

　　　　　　　結果内容を上程し，改善点を反映し，次回の選挙の準備を進めていきたい旨発言があり，

　　　　　　　全会一致で承認された．

　　　　　　・議事録署名人選出の件

　　　　　　　吉村理事長より，定款第18条第2項の規定に基づき，次のとおり出席社員の中から議事

　　　　　　　録署名人2名を選任したい旨を説明し，その賛否を諮ったところ，原案通り全会一致で承

　　　　　　　認された．

　　　　　　　　　議事録署名人　久具　宏司　代議員

　　　　　　　　　同　　　　　　久慈　直昭　代議員

○

以上をもって，すべての議事を終了し，本総会を閉会した．

以上の議決事項を証するため，この議事録を作成し，定款第18条第2項にもとづき，議長ならびに出席

代表者たる議事録署名人において記名押印する．

平成24年11月8日

一般社団法人　日本生殖医学会　平成24年度臨時社員総会

議 長　柴原　浩章　㊥ ●

議事録署名人久具宏司㊥

同 久慈　直昭　㊥
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第55回　北海道生殖医学会総会・学術講演会

日時：平成25年2月16日（土）

場所：札幌医科大学基礎医学研究棟5階会議室

1．精索静脈瘤に対する顕微鏡下内精索静脈低位結紮

　術の検討

　　　　○前田俊浩1，田中俊明1，舛森直哉1，塚本泰司1，

　　　　　伊藤直樹2

　　　　　　　　　　　　　　　（】札幌医科大泌尿器科）

　　　　　　　　　　　（2NTT東日本札幌病院泌尿器科）

　【目的】当科における顕微鏡下低位内精索静脈結紮術の治

療成績につき検討した．【対象・方法】対象は1998年から

2012年までに精索静脈瘤の診断にて顕微鏡下内精索静脈

低位結紮術を施行した乏精子症あるいは精子無力症47例

をretrospectiveに検討した．【結果】40例が術後3カ月以

上経過観察可能であった．年齢は22－44歳（中央値33歳）．

精索静脈瘤のgradeはGl：10例，　G2：23例，　G3：7例，

左側のみ38例，両側2例だった．観察期間は3－28カ月（中

央値6カ月）だった．手術前後の平均精子濃度はそれぞれ，

10．8±12．2　×　106／ml，27．6±24．5×106／mlと有意に増加して

いた（p＜O．Ol）．また，手術前後の運動率も29．9±19．7％，

38．9±21．8％と有意に改善していた（p＝O．03）．自然妊娠を

8例（20％）に認めた．【結論】顕微鏡下内精索静脈低位結紮

術後，精子濃度，運動率は有意に改善した．

2．排卵後に体外で加齢したマウス卵子の胚盤胞期に

　おけるCdx2の発現

　　　　○林　雅人1，下井　岳2，亀山祐一2，橋詰良一2

　（1東京農業大大学院生物産業学研究科生物生産学専攻）

　　　　　　　（2東京農業大生物産業学部生物生産学科）

　我々は，排卵後の体外加齢がマウス卵子の受精能や初期

発生能に影響することを報告してきた．本研究では，体外加

齢卵子に由来する受精卵の胚盤胞期における栄養外胚葉へ

の分化能について，栄養外胚葉マーカーであるCd．r2の発

現から検証した．受精後96時間の胚盤胞期におけるCdx2

陽性細胞数は6および12時間の体外加齢区で42．3±ll．7，

25．3±11．0であり，対照区の新鮮卵子（51．8±10．5）より有意

に減少した．しかし，胚の総細胞数に占めるCdx2陽性細胞

の割合は，両者の間に差はみられなかった．また，体外加齢

卵子の胚盤胞期におけるCdx2の発現量は，受精後96時間

で対照区より顕著に低下したが，120時間では差がみられ

なかった．以上の結果から，排卵後体外における卵子の加齢

は，受精後の胚盤胞期におけるCdx2の発現量の減少と発

現時期の遅延を引き起こすことが示唆された．

3．Ovotesticular・DSD症例における診断的腹腔鏡の意

　義

　　　　○守屋仁彦，森田　研，三井貴彦，橘田岳也，

　　　　　中村美智子，菅野由岐子，今雅史．西村陽子，

　　　　　野々村克也

　　　　　　　　　　　　　　　（北海道大腎泌尿器外科）

　諸言　Ovotesticluar　DSDは精巣組織と卵巣組織を有す

る稀な疾患である．社会的性に応じた性腺温存手術が推奨

されるが，性腺の病態は多様で正確な術前診断が必要とな

る．当科で診断的腹腔鏡を行った3例を検討し，その意義を

検討した．症例　症例1（社会的性：女性）：2歳時の腹腔鏡

所見より右卵巣／左精巣と診断し，左性腺摘除術施行．病理

は卵精巣であった．思春期にテストステロンが上昇し右性

腺は卵精巣と判明．精巣部分のみ摘除を行った．症例2（社

会的性：女性）：7カ月時の腹腔鏡・生検所見より右卵精

巣／左精巣と判断し，左性腺摘除・右性腺部分切除術施行．

病理は両側とも卵精巣であった．症例3（社会的性：男

性）：20歳時の腹腔鏡・生検所見より右卵精巣／左卵巣と

判断し，両側性腺摘除施行．病理は右卵精巣／左卵巣であっ

た．結語　Ovotesticular　DSDにおける診断的腹腔鏡で正

確な性腺の病態を把握することは容易ではない．性腺温存

を行った場合には注意深い経過観察が必要である

4． ヒト無精子症（SCOS）におけるヒト肌K4遺伝子の

解析

された症候群である．

germ　cellの完全な喪失及びSertoli　cellのみを組織学的に

認めて初めて診断される．その病態機序は現在までよく判

明していない．Plk4（Polo－like　Kinase　4）遣伝子はserine－

threonine　kinaseをコードしており，　Plk　familyの一つであ

り，体細胞分裂のメカニズムの調節に関与している．また，

マウスにおいて細胞分裂過程における中心小体の複製機能

を有する．近年Plk4にヘテロの変異を持つマウスが組織学

的にgerm　cellの完全な消失を呈しヒトにおけるSCOSの

病態を呈した無精子症を示すことが明らかにされた．今回

我々はヒト無精子症特にSCOS症例においてヒトPLKL4

遺伝子を解析したので報告する．

　　　○宮本敏伸，宮川博栄，岡部公香，千石一雄

　　　　　　　　　　　　（旭川医科大産婦人科学講座）

Sertoli　cell－only　syndrome（SCOS）は1947年初めて定義

　　　　　　　　　SCOSは精巣のbiopsyが施行され，

5．当科における卵巣組織低温保存の試み

○馬場　剛

　香川則子1

　杉尾明香1

　桑山正成5

，遠藤俊明1，井山　諭2，藤本　尚3，

，池田桂子1，森下美幸1，明石祐史1，

，清水亜由美1，久野芳佳1，

，齋藤　豪】

　　　　　　（〕札幌医科大産婦人科）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2同　第四内科）

　　　　　　　　　　　　（3神谷レディースクリニック）

　　　　　　　　　　　　　　　（4リプロセルフバンク）

　　　　（5リプロサポートメディカルリサーチセンター）

　がんに対する集学的治療の進歩により，若年で悪性腫瘍

を発症し治癒に至るcancer　survivorは少なからず存在す

るはずだが，そのほとんどの症例で化学療法や放射線療法

による性腺機能の廃絶という事実に直面することとなる．

女性の妊孕能温存法はいくつかあるが，その一手段である

未授精卵の低温保存では排卵誘発に時間を要する点や，妊

娠率も受精した胚の保存と比較して低い点などから，妊孕

能温存手段としては十分とは言い難い．その点，卵巣組織保

存では多数の原始卵胞を温存することが期待できる画期的

方法といえる．2004年にDonnezらによって世界初となる

卵巣組織の低温保存・再移植による生児獲得例が報告され

て以来，現在までに20例以上の出産報告例がある，当科に

おいては，2012年9月に学内倫理委員会の承認をうけ，11

月に道内初の卵巣組織低温保存を施行したので，実際の症

例提示と問題点等につき報告する．

6．Cryotopを用いたVitrification法による胚凍結融

　解の変性率改善の検討

　　　　○平山奈美，八木亜希子，田中恵美，西中千佳子，

　　　　　金谷美希，鎌田真由美，鳥谷部哲也，齋藤　梓，

　　　　　神谷恵理，本間寛之，藤本　尚，森若　治，

　　　　　神谷博文

　　　　　　　　　　　　　（神谷レディースクリニック）

　【目的】Cryotopを用いたvitrification法で100％の胚生

存率を目指すために，変性した胚の原因を検討した．【方法】

2010年1月から2012年12月までに凍結融解した3，739個

の胚の変性率を算出した．【結果】完全変性率は0．6％（24／

3，739），胚の一部に変性部分を認める一部変性率は2．0％

（73／3，739）で生存率は97．4％だった．特殊な変性現象とし

て，透明帯が割れた胚が18個，囲卵腔の中に気泡が入った

胚が6個あった．前者はCryotopに胚を載せる際のVS液

の量が多く，フラクチャーが発生したものと思われた．後者

はTS液にCryotopを瞬時に浸漬し液体窒素の持ち込みが

あると，気泡が入る危険性が高いことがわかった．【結論】透

明帯が割れる胚は依然として認めるが，気泡が入る変性は

なくなった．手技者別の成績を定期的に算出し，手技の向上

に努めることが重要である．

7．選択的短時間媒精による卵子発育能の比較

　　　　○中村早智子，荒井美佳，森　悟子，森　泰宏

　　　　　　　　　　　　　　　　　（森産科婦人科病院）

　【目的】c－IVFにおいて，通常媒精に比べ短時間媒精では，

卵子が高濃度の精子や精子由来の活性酸素種などに暴露さ

れる時間を最小限にすることができる．媒精を卵丘卵子複

合体（COCs）の状態から，選択的に通常あるいは短時間で

施行し，卵子発育にどのような差が見られるかを調べた．

【方法】53症例由来c－IVF施行卵子386個を対象とした．選

日生殖医会誌　58巻1・2号

択的短時間媒精（s2h）は，媒精2時間後にCOCsからの卵

子分離が容易に可能なものに，残りには通常媒精（s18h）を

行い，両群の卵子発育転帰を比較した．【結果】MII率は

s18h群に比べs2h群で有意に高かった．2PN率や胚盤胞率

に両群間の差はなかったが，培養卵子あたりの良好胚盤胞

率は，sl8h群に比べs2h群で有意に高かった．【結論】COCs

状態からの媒精時間の選択は，媒精の負の影響を最小限に

しつつ，高発育能保有卵子を早期に判別できる方法である

ことが示唆される．

8．HRT周期凍結胚移植におけるウトロゲスタン腔座

　薬とプロゲステロン腔座薬の比較

　　　　○逸見博文1，東口篤司1，金澤朋扇1，斎藤　学2，

　　　　　長澤邦彦2，板橋詠子2

　　　　CKKR札幌医療センター斗南病院生殖内分泌科）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e同　婦人科）

　【目的】HRT周期凍結胚移植の黄体補充にウトロゲスタ

ン膣座薬，あるいはプロゲステロン膣座薬を用いた周期に

ついて比較検討した．【方法】ウトロゲスタン（U）群52

周期とプロゲステロン（P）群395周期を対象として，臨床

的妊娠率を検討した．【結果】初期胚移植周期U群とP群の

妊娠率は35歳未満では33．3％（n－6），31．9％（n＝113），

35歳以上40歳未満では45．5％（n＝ll），24．8％（n－141），

40歳以上では33．3％（n＝10），13．4％（n＝67），胚盤胞移植

周期U群とP群の妊娠率は35歳未満では2＆6％（n＝7），

58．3％（n＝24），35歳以上40歳未満では50D％（n＝12），

48．4％（n＝31），40歳以上では0％（n＝6），26．8％（n＝19）

で有意差はなかった．【結論】ウトロゲスタン膣座薬を使用

した凍結胚移植はプロゲステロン膣座薬を使用した周期と

同等の妊娠率であった．

g．WHOマニュアルの新旧基準からみた配偶者間人

　工授精（AIH）の成績

　　　　○石部　薫，八木亜希子，田中恵美，西中千佳子，

　　　　　平山奈美，金谷美希，鎌田真由美，齋藤　梓，

　　　　　鳥谷部哲也，小林由美子，柴崎雅江，神谷恵理

　　　　　本間寛之，藤本　尚，森若　治，神谷博文

　　　　　　　　　　　　　（神谷レディースクリニック）

　【目的】2010年にWHOマニュアル第5版が刊行され，

1999年の第4版に比べ各所見の基準が下方修正された．精

子濃度の新旧基準がAIHの成績に及ぼす影響を検討した．

【方法】2007年から2011年までに新鮮精子を用いてAIH

を施行した40歳以下9，653周期の精子濃度別の妊娠率，流

産率を算出した．原精液の精子濃FS　1，500万／ml未満をA

群，1，500万／ml以上2，000万／ml未満をB群，2，000万／ml

以上をC群とした．【結果】各群の妊娠率，流産率は，A

群6．0％（72／1，199），1＆1％（13／72），B群5．1％（22／429），

1＆2％（4／22），C群9．1％（728／8，025），14．1（103／728）で

C群の妊娠率が有意に高かった（p＜O．Ol）．【結論】新基準の

精子濃度は，AIHの妊孕性を反映しないことがわかった．

旧基準以ド群は，早期のステップアップ治療が望ましい．
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10．不妊症，不育症の抗ミュラー管ホルモン（AMH）低

　　値症例における妊娠率，流産率の検討

　　　　○浅井のりこ，齋藤依子，金谷美加

　　　　　　　　　　　　　（美加レディースクリニック）

　AMHは卵巣予備能の指標として注目されている．今回，

不妊症と不育症におけるAMH値1．Ong／ml以下の低値症

例の妊娠率，流産率を年齢別に検討した．21年5月～24

年10月にAMH値を測定した不妊症，不育症498症例を対

象とした．AMH低値症例の割合は，不妊症で34歳以下

5．3％，35－－39歳172％，40歳以上62．7％，不育症では34

歳以下7．5％，35－39歳22．0％，40歳以上33．3％となった．

妊娠率は，不妊症34歳以下66．7％，35－39歳17．2％，40

歳以上で14．3％，不育症では，34歳以下66．7％，35－39歳

22．0％，40歳以上35．7％となった．流産率は，不妊症34

歳以下0％，35－39歳2＆6％，40歳以上50．0％，不育症では，

34歳以下0％，35－39歳42．9％，40歳以一ヒ60．0％となった．

不妊症，不育症ともにAMH低値の割合は年齢とともに増

加し，35歳以上で妊娠率の低下，流産率が高い傾向があっ

た．一方で，不妊症40歳AMH値O．12ng／mlと極めて低い

が順調に現在妊娠継続中の症例もありAMH低値を諦めの

理由にせず適切な治療をすることが重要である．

11．凍結胚移植におけるHCGの有効性

　　　　○本間直人，岩城雅範，岩城留美子，畠山朋之

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（岩城産婦人科）

　子宮内膜において着床に関する遺伝子の発現はHCG

（LH）がトリッガーであるとの報告がある．また胚移植の前

に子宮内腔へのGCSFやLHの投与が着床を改善するとの

報告もある．今回，凍結胚移植の5日前にHCGを投与した

群と投与しない群で妊娠率を比較し有効性を検討した．凍

結胚移植はホルモン補充療法で行った，低用量ピル（トリ

キュラー28）内服16日目よりGnRHを使用し消退出血後

プロギノーバを6mg／日2週間内服．　Dl5にプロギノーバ

を4mg／日に変更し，デュファストン30mg／日，プロゲスト

ン膣座薬400mg（含有）を1日2回投与，プロゲストンデ

ポー125mgをD15　Dl8　D20　D22　D25に筋注．　D28日に妊

娠判定．胎のうを確認できたものを妊娠と判定した．D15

にHCGを5，000　Pt位投与したものをHCG投与群とした．

HCG非投与群は周期あたりの妊娠率は135週期中42周期

妊娠し311％，92症例中41症例妊娠成立し症例あたり妊

娠率は44．5％．HCG投与群では151周期中71周期の妊娠

成立し妊娠率は47．0％，102症例中66例妊娠成立し妊娠率

は64．5％で有意差を認めた．凍結胚移植におけるHCG投

与は妊娠率の向上に効果はあると思われた．

12．自然妊娠に至った下部腫欠損の1症例

　　　　○岩城雅範

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（岩城産婦人科）

　症例　MK　13歳　平成6年5月12日下腹部膨満感，卵

巣腫i瘍の疑いで初診．超音波検査上，＆5×9．7cmの子宮留血
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腫を認める．膣を認めない．非移植的膣形成術の前処置とし

て日的にプロテーゼを3月使用し圧伸した．膣形成術とし

て開腹し膀胱剥離し子宮体部を縦切開した．約500mlの血

液を排除した、子宮頸管にゾンデを挿入し盲端を切開し断

端を縫合した．子宮内腔，子宮頸管にカテーテルを挿入し膣

へと出した．癒着防止のためプロテーゼを挿入した．その

後，子宮卵管造影を2回試行し問題なく終了した．平成21

年3月20日を最終月経とし妊娠成立．同年12月15日に帝

王切開により分娩．圧伸法を用いた非移植的膣形成術を用

いることにより妊娠分娩に至った症例であった．

13．視床下部・下垂体性第2度無月経の不妊症患者

　　に対する治療

　　　　○吉井一樹12，工藤正尊1，井平　圭1，

　　　　　宇田智浩1，保坂昌芳1，首藤聡子1，西　信也ii，

　　　　　大河内俊洋1，水上尚典】，櫻木範明1

　　　　　　　　　　　　　（1北海道大医学部産婦人科）

　　　　　　　　　　ドKKR札幌医療センター産婦人科）

　　　　　　　　　　　　　　（3江別市立病院産婦人科）

　　　　　　　　　　　　　　（4おおこうち産科婦人科）

　視床下部・下垂体性第2度無月経の患者においては挙児

希望がない場合にはカウフマン療法がおこなわれる．妊娠

を希望する場合には，クエン酸クロミフェン内服による排

卵誘発は無効であり，hMG－hCG療法が選択されるが，卵胞

の多数の発育が起こり，卵巣過剰刺激症候群や多胎妊娠発

生の問題がある．2001年から現在まで当科で治療した挙児

希望のある婦人は8症例であった．hMG－hCG療法を行っ

たところ，8名中7名に多卵胞発育が起きた．その際には多

胎妊娠・OHSSの回避のため，　hCG使用により排卵を起こ

さず治療周期をキャンセルし，仕切り直しになった．結局，

8症例すべてに体外受精が行われ，6名が妊娠成立，5名が

分娩に至った．多胎妊娠は起こらなかった．これらの症例に

対する治療経過を報告する．

14．多嚢胞性卵巣症候群（PCOS）に対する腹腔鏡下卵

　　巣多孔術（LOD）の効果

　　　　○宇田智浩le工藤正尊1，井平　圭t，保坂昌芳Lr

　　　　　首藤聡子1，西　信也L），大河内俊洋：1，

　　　　　水上尚典i，櫻木範明1

　　　　　　　　　　　　　C北海道大医学部産婦人科）

　　　　　　　　　　　　　　（2江別市立病院産婦人科）

　　　　　　　　　　　　　　（：］おおこうち産科婦人科）

　PCOSは排卵障害，卵巣の多嚢胞状変化，アンドロゲン上

昇またはLH高値を伴い不妊を伴うことが多い．挙児希望

のある場合には，一般的な不妊症スクリーニング検査を行

い，排卵障害に対してはクエン酸クロミフェンによる排卵

誘発治療，HMGなどによるゴナドトロピン療法を行うが，

妊娠成立しない場合には，LODや体外受精により妊娠を期

待する．また，当科では体外受精を行っても胚の質が不良な

場合には，LODを行ってから再度体外受精または偶然の

自然妊娠を期待している．当科で2009年から現在までに
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LODを行った症例は32例あり，術後に妊娠が成立し妊娠

継続，または分娩に至った例は11症例で，妊娠継続・分娩

率は34．7％であった．自然妊娠が4例，体外受精が7例で

あり，LODが劇的に効果があったと思われる例も経験し

た．これらの症例に関して，そのホルモン環境や治療経過に

ついて報告する．

15．当科での子宮腺筋症に対する子宮温存手術症例

　　の検討

　　　　○井平　圭E，工藤正尊］，宇田智浩E，保坂昌芳］、

　　　　　首藤聡子1，西　信也2，大河内俊洋：t，

　　　　　水上尚典1，櫻木範明1

　　　　　　　　　　　　　（L北海道大医学部産婦人科）

　　　　　　　　　　　　　　（2江別市立病院産婦人科）

　　　　　　　　　　　　　　ドおおこうち産科婦人科）

　2000年から現在までに子宮腺筋症で子宮温存を希望す

る77例に対して子宮温存手術を行った．挙児希望のあるも

のは41名のうち20名で妊娠が成立した（4＆8％）．5名は自

然妊娠15名はARTによる妊娠であった．4例は流産，16

名がすべて帝王切開で分娩となった（39．0％）．術式は，2007

年12月までは主に，腹腔鏡補助下膣式子宮腺筋症切除が行

われ，それ以降は腹腔鏡下子宮腺筋症切除が，また，最近で

は体内法での限界を感じ，腹腔鏡補助下体外式子宮腺筋症

切除も行われている．子宮破裂のリスクを減らすため妊娠

分娩時の慎重な管理は必須である．妊娠例ではARTによ

るものが3／4を占める．LEPやDNG，　LNG－IUSなどの出現

で手術をせずに疾痛や過多月経の管理ができ，挙児希望や

不妊があっても腺筋症があるまま妊娠分娩に至るものも

ある．手術の適応やARTによる介入は症例ごとに十分な

検討が必要と考える．

特別講演

泌尿器科医と生殖医療

日生殖医会誌　58巻1・2号

教授　藤澤　正人　先生

　　　　　　（神戸大大学院医学研究科腎泌尿器科学分野）

　カップルの約15％は不妊症といわれ，その約半数は男性

因子が関与していると考えられているにもかかわらず，現

在の不妊診療は女性中心となっていることは否めません．

しかしながら，その不妊原因の割合から考えれば，男性不妊

診療は女性同様非常に重要であることは明らかであり，男

性学の専門家である我々泌尿器科医はもっと男性不妊診療

に精通し，ひとつの大きな診療分野として積極的に関わっ

ていかなければなりません．精子形成は，様々な因子が絡み

合った，複雑な調節機構によって成り立っており，その全容

解明は未だ途上ですが，これまでの精子形成や，その他精路

通過障害，性機能障害と言った男性不妊の原因となり得る

様々な病態に対する多くの基礎的，臨床的知見は，互いを補

完しながら新たな治療法を生み出して多くの不妊患者に福

音をもたらしてきました．今回，泌尿器科医が取り組むべき

男性不妊診療における様々な病態別の手術療法，薬物療法

について，可能な限り当科における診療の実際と治療成績

を示し，またそれらに関する最新トピックスについていく

つか紹介したいと思います．また，基礎実験レベルの話題と

して，最近最も注目されているips細胞精原幹細胞を用い

た配偶子，個体形成の現状と不妊診療への応用の可能性に

ついても文献的に考察してみたいと思います．

●
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●

●

　　　　　日本生殖医学会東北ブロック
第50回
　　　　　総会・学術講演会プログラム

日時：平成24年7月14日（土）13：30

会場：フォレスト仙台

1．ウシ初期発生におけるミトコンドリア呼吸機能解

　析：シトクロムcオキシダーゼ遺伝子の発現解析

　　　　○海藤康平，島　麗香，古舘　晃，高倉　啓，

　　　　　黒谷玲子，阿部宏之

　　　　　　　　　　（山形大・院理工・バイオ化学工学）

　【目的】ミトコンドリア呼吸活性は胚品質評価の有効な指

標となる．これまで演者らは，ミトコンドリア呼吸活性を指

標とする独自の受精卵品質評価システムを確立してきた．

しかし，ウシ胚の品質評価の指標となるミトコンドリアの

呼吸機能には不明な点が多い．そこで本研究では，異なる発

生ステージのウシ胚の酸素消費量と活性型ミトコンドリア

の局在を調べるとともに，ウシ胚ではほとんど解析されて

いない呼吸鎖複合体IVを構成するシトクロムcオキシ

ダーゼ（Cox）の遺伝子発現解析を試みた．【方法】食肉処理

場で採材したウシ卵巣から卵丘細胞一卵子複合体（COC）を

採取した．20～30個のCOCsをIVMDlO1培地（機能性ペ

プチド研究所：IFP）350plで22時間成熟培養した後，　IVF

100（IFP）培地100μ1で媒精を行った．受精卵はIVD101

培地（IFP）350plで，5％0，／5％CO，／90％Nz，3＆5℃の低

酸素条件下で培養し，培養4～5日目に培地半量交換をし

た．2細胞期胚，4細胞期胚，8細胞期胚，桑実胚，胚盤胞

を回収し，以下の解析を行った．（1）酸素消費量は「受精卵

呼吸測定装置（HV－405）」で測定した．（2）活性型ミトコンド

リア局在は，ミトコンドリア膜電位に依存して緑（不活性）

から赤（活性）へ変化するJC－1（5μ9／ml）で同定した．共

焦点レーザー顕微鏡観察後，信号強度の比を算出した．

（3）ミトコンドリアゲノム由来であり呼吸鎖複合体IVの

中心活性部位を構成するサブユニットであるCoxl，Cox2

及びCox3と，核ゲノム由来であり生体機能調節に関与す

るとされるCox4，　Coxsa，　Cox5b，　Cox6bの遺伝子の発現を

RT－PCR法により調べた．【成績】酸素消費量は発生に伴い

増加し，桑実胚から胚盤胞において顕著に増加した．2細胞

期胚では不活性型のミトコンドリアが細胞質にほぼ均一に

局在していたが，呼吸活性の高い胚盤胞では活性型ミトコ
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ンドリアが核周囲にクラスターを形成していた．ミトコン

ドリア膜電位活性は，2細胞期胚に比べ胚盤胞で高かった．

Cox3は全ての発生ステージで発現していたが，　Coxlは

2～4細胞期と胚盤胞で，Cox2は胚盤胞において発現が検

出された．一方，核ゲノム山来のCox4は4細胞期から桑実

胚で発現が見られ，Cox5aとCox6bは8細胞期を除き全て

の発生ステージで発現していた．Cox5bは胚盤胞のみに発

現が認められた．【考察】ウシ胚におけるミトコンドリア1呼

吸機能に関連する生物学的指標の多くは胚発生に伴い増加

または上昇することが判明した．Cox遺伝子は各サブユ

ニットで特有の発現パターンを示したことから，胚発生過

程において遺伝子レベルでの呼吸機能調節が行われている

可能性が示唆された．

2．マウス初期胚におけるミトコンドリア呼吸機能と

　シトクロムcオキシダーゼ遺伝子発現の解析

　　　　○渡邊剛広，島　麗香，高倉　啓，黒谷玲子，

　　　　　阿部宏之

　　　　　　　　　　（山形大・院理工・バイオ化学工学）

　【目的】ミトコンドリアは細胞のエネルギー生産やアポ

トーシスなど重要な生物現象に関与しているが，胚におけ

るその生物学的機能には不明な点が多い．本研究では，マウ

ス胚におけるミトコンドリア呼吸機能を解析するために，

各発生ステージにおいて，（1）酸素消費量，（2）活性型ミトコ

ンドリアの局在，（3）ATP含量，（4）シトクロムcオキシ

ダーゼ（Cox）遺伝子の発現を調べた．【方法】ICR系雌マウ

ス（10～15週齢）にPMSG（7．51U）とhCG（7．51U）によ

り過排卵処理を行った後，雄マウスと交配させ，卵管潅流に

より2細胞期胚を回収した．以降12時間毎に4細胞期胚，

8細胞期胚，桑実胚，胚盤胞を回収した．各発生ステージを

用いて以下の解析を行った．（1）酸素消費量測定：受精卵呼

吸測定装置（HV－405）を用いて非侵襲的に測定した．（2）活

性型ミトコンドリアの局在：MitoTracker　Orange　CM－H2

TMRosを用いて染色し，共焦点レーザー顕微鏡で活性型

ミトコンドリアの局在を観察した．（3）ATP含量の測定：

BacTiter－Glo　microbial　Cell　Viability　Assa　kitを用いて測

定した．（4）Cox遺伝子発現の解析：ミトコンドリアゲノム

由来であり呼吸鎖複合体IVの活性部位を構成するCox1，

Cox2及びCox3と，核ゲノム由来であり生体機能調節に関

与するCox4，　Cox5a，　Cox5b及びCox6bの遺伝子の発現を

RT－PCRにて解析した．【成績】胚の酸素消費量は発生に

伴って増加し，特に桑実胚から胚盤胞において顕著な呼吸

量の増加が認められた．活性型ミトコンドリアは，2細胞及

び4細胞期胚において細胞内にほぼ均一に存在していた

が，8細胞期胚では細胞外縁部にミトコンドリアのクラス

ターが形成され，桑実胚及び胚盤胞期では核周辺にミトコ

ンドリアクラスターの集中が認められた．胚のATP含量

は，8細胞期までは発生に伴い増加し，桑実胚では低下し，

胚盤胞で再び増加した．Coxl，　Cox2及びCox3の遺伝子は，

1細胞期から胚盤胞期までの全ての発生ステージで発現し

ていた．一方，核ゲノムにコードされるCox5a，　Cox5b
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及びCox6bは，2細胞期以降徐々に発現量が増加した．

Cox4は全ての発生ステージで発現は認められなかった．

【考察】マウス胚におけるミトコンドリア呼吸機能に関連す

る生物学的指標の多くは，胚発生に伴い上昇もしくは増加

することが示唆された．また，ミトコンドリアゲノムと核ゲ

ノムによってコードされるCox遺伝子は，受精後の胚発生

においてそれぞれ異なる発現パターンを示すことが示唆さ

れた．

3．異なる遺伝的背景をもつマウス胚の発生解析：リ

　アルタイム培養細胞観察装置を用いたタイムラプ

　ス観察

　　　　○木村隼己，栢本亮太，高倉　啓，黒谷玲子，

　　　　　阿部宏之

　　　　　　　　　　（山形大・院理工・バイオ化学工学）

　【目的】マウスは系統によって，産子数や胚発生能に違い

がある．これは系統による遺伝的背景が影響しているもの

と考えられているが，詳細な検証は行われていない．また，

体外受精胚は体内受精胚に比べて発生能や耐凍能が低い傾

向にあるが，この理由は完全に解明されていない．そこで本

研究では，遺伝子背景と受精条件が胚の発生能へ及ぼす影

響を調べるために，異なる系統のICR系及びBALB／cA

系マウスにおいて，体内受精胚及び体外受精胚の（1）胚の

発生能，（2）胚の発生速度，（3）胚盤胞の形態変化，（4）ミト

コンドリア膜電位を詳細に解析した【方法】ICR系及び

BALB／cA系成熟雌マウス（10～15週齢）にPMSG（7．51U）

とhCG（7．51U）により過排卵処理を行った後，雄マウスと

交配させ，hCG投与20時間後に卵管より体内受精胚とし

て採取し使用した．一方，体外受精胚はhCG投与14時間後

に雌マウスから卵子一卵丘細胞複合体（COC）を回収し，雄

マウスから精子を回収し，HTF培地中で体外受精を行い作

製した．体内受精胚及び体外受精胚は，それぞれmWM

培地を用いて，37℃，5％CO2　in　airの条件で培養し胚の発

生能を調べた．次に，リアルタイム培養i細胞観察装置

（CCM：アステック社製）により5分毎に6日間，タイムラ

プス撮影を行い，胚の発生速度及び胚盤胞の形態変化を解

析した．胚の発生にはATPなどのエネルギーの供給が不

可欠であることから，各系統及び受精条件で発生した胚に

おいてミトコンドリア膜電位を解析した．ミトコンドリア

膜出電位差（△Ψm）を蛍光検出できる蛍光色素JC－1で胚を

染色し，共焦点レーザー顕微鏡で観察した．【成績】胚の発生

能を解析した結果，BALB／cA系統はICR系統と比べて8

細胞期以降の胚発生率が有意に低く，ハッチング率におい

てより顕著な差がみられた．BALB／cA系統において，体外

受精胚は体内受精胚と比べ有意にハッチング率が低かっ

た．CCMと対象実験の胚発生率に有意な差はみられな

かった．胚の発生速度を解析した結果，BALB／cA系統は

ICR系統と比べ各ステージへの到達時間が遅い傾向がみら

れ胚盤胞到達において有意な差がみられた．胚盤胞がハッ

チングする過程の形態変化を解析した結果，両系統におい

て体外受精胚は体内受精胚と比べて収縮する程度が大きい
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傾向があった．次に，胚盤胞をJC－1染色によるミトコンド

リア膜電位を解析し相対膜電位の定量化をした結果，ICR

系統はBALB／cA系統と比べて，ミトコンドリアの相対膜

電位が高いことが示された．【考察】受精条件の違いはハッ

チングに影響を与えている可能性が示唆された．また，遺伝

的背景が影響していると考えられている胚の発生能，発生

速度においてミトコンドリアの呼吸活性の差が影響してい

る可能性が示唆された．

4．凍結融解胚移植周期における融解溶液中のトレハ

　ロース濃度が融解後の胚の生存率と臨床成績に及

　ぼす影響

　　　　○松尾幸城，高橋俊文，原周一郎，五十嵐秀樹，

　　　　　倉智博久

　　　　　　　　　　　　　　（山形大医学部産科婦人科）

　【日的】ガラス化法による胚凍結は高濃度の耐凍液を使用

するために，融解時に起きる浸透圧による胚の膨張が生存

率低下の要因である．浸透圧による胚の膨張を抑制する目

的で，融解溶液にスクロースやトレハロースなどの二糖類

を添加することが行われている．しかし，融解溶液中の至適

な二糖類の濃度について検討した報告は非常に少ない．今

回，ガラス化法で凍結を行ったヒト胚について，融解時のト

レハロース濃度の違いが，融解後の胚の生存率と胚移植周

期における臨床成績に影響を与えるか否かを検討した．【方

法】対象は1999年7月から2011年8月に，体外受精または

顕微授精により受精卵が得られ凍結融解胚移植を行った不

妊患者177名（209周期）．胚凍結は8細胞から胚盤胞期胚

をガラス化法にて行った．凍結胚の融解は室温にて行い，融

解開始時のトレハロース濃度をO．5mol／L（O．5M群）または

1．Omol／L（1．OM群）に設定した．05M群と1．OM群の2群

における，①融解胚の生存率，②融解胚移植のキャンセル

率，③融解胚移植後の臨床成績（妊娠率，多胎率，流産率）

について後方視的に検討を行った．胚のダメージは4段階

（0，0－25，25－50，＞50％）に評価し，胚のダメージが50％以下

の胚を生存胚とした．融解後の胚は12～16時間追加培養を

行い，自然周期またはホルモン補充周期にて胚移植を行っ

た．統計学的検討はX二乗検定を行いP＜O．05で有意差あ

りとした．【成績】凍結胚の融解を行ったのは，O．5M群で86

周期，1．OM群で123周期であった．①融解胚の生存率は，

0．5M群で57％，1．OM群で96．5％であり，1．OM群で有意に

高率であった（P＜O．01）．②融解胚移植キャンセル率は，O．5

M群で16、3％（14／86周期），1．OM群で5．7％（7／123周期）

であり，1DM群で有意に低率であった（P＝0．01）．③臨床

成績の中で妊娠率は，0．5M群で11．1％（8／72周期），1．O

M群で25％（29／116周期）であり，IOM群で有意に高率

であった（P＝O．03）．多胎率と流産率については，両群問で

有意差はなかった．【結論】融解溶液中のトレハロース濃度

が1．Omol／Lにおける融解後の胚の生存率と妊娠率はO．5

mol／Lと比べ有意に高率であった．この結果は，融解溶液

中のトレハロース濃度が，浸透圧による胚損傷の軽減に寄

与していることを示唆するものである．
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5．液体窒素非接触型製品を用いた超急速ガラス化法

　による卵子・胚凍結保存の検討

　　　　○平山和宏，加藤雅弘，千葉幹子，高橋重智，

　　　　　立花郁雄，田中耕平，星　和彦，鈴木雅洲

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（スズキ記念病院）

　【目的】卵子及び胚の凍結保存においては超急速ガラス化

法が主流となっている．最も普及しているCryotop法によ

る凍結保存では高い生存率と着床率が多数報告されてい

る．しかし，本法は凍結する対象物が液体窒素へ直接触れて

しまうことから，保存タンク内でウィルスなどの付着を完

全に防止する事は出来ない．当院では感染症患者に対して

液体窒素非接触型となるCryoBioSystem社製High　Secu－

rity　Vitrification　kit（以下HSV）を用いてる．今回我々は，

液体窒素中の感染に対する安全性を確保しつつ，より高い

操作性と卵子・胚の生存率を得るため新たな液体窒素非接

触型となるCryologic社製Closed　System　Vitrification　kit

（以下CVM）とVitrolife社ee　Rapid－iの2製品を検討した

ので報告する．【方法】廃棄依頼かつ研究使用に同意の得ら

れた，患者由来未受精卵子（媒精後30時間以上が経過し，

雌雄前核形成が見られなかった卵子）22個，凍結分割期胚

5個，融解後再拡張を確認した凍結胚盤胞8個をCVMと

Rapid－iそれぞれに分けて凍結融解を行い，生存率を検討し

た．凍結・融解液は北里バイオファルマ社製Vitrification

Media，　Thawing　Mediaを用いた．　CVMはループ型の先端

に，胚とVS液を球状になるまで充填し，液体窒素で冷却し

た金属に押しつけてガラス化し，金属で冷却したストロー

に入れ熱シーラーにて閉鎖した．Rapid－iは板型の先端にあ

る穴に，胚とVS液を充填し，液体窒素中で冷却したスト

ローに入れガラス化後，そのまま超音波シーラーにて閉鎖

した．【成績】CVMを用いた生存率は，未受精卵子100％

（13／13），凍結分割期胚100％（2／2），凍結胚盤胞100％（4／

4）だった．またストロー1本に破損（罐）があり，液体窒

素の浸人が見られた．Rapid－iを用いた生存率は，未受精卵

子100％（8／8），凍結分割期胚100％（3／3），凍結胚盤胞

100％（4／4）であった．Rapid－iでは，ストローに破損は見

られなかった．【結論】①HSVは凍結融解の際に胚が確認し

づらくなるなど，操作性にやや難点が見られる．改善を目的

とした今回の検討では，両者ともに良好な生存率が得られ

た．②CVMはストローに破損がみられた．冷却され堅く

なったストローに熱シーラーをかけたことで罐が入り，保

存中に液体窒素が浸入したと考えられた．また完全に閉鎖

されたストローは浮き上がってくるため，保存タンク内で

の保管方法に工夫が必要だったN③Rapid－iはストローに柔

軟性があり，超音波シーラーを用いることでストローの破

損を防ぐことができた．また下部に金属の重りがあり安定

して保管することができた．しかし，1本あたりの径が太

く．保存用ケーンの本数が増える．④操作性や冷却速度の違

い，治療成績や長期間の保存による影響など，まだ検討を必

要とする個所も多いが，卵子，胚の凍結保存には液体窒素非

接触型の製品をさらに臨床に導入することが望まれる．
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6．胚盤胞の発育速度，グレードからみた最適な胚移

　植法の検討

　　　　○菊地裕幸，岩佐由紀，加茂野倫子，鈴木麻美，

　　　　　北村　茜，山田健市，菅野弘基，村川晴生，

　　　　　佐藤聡二郎，松原　雄，吉田仁秋

　　　　　　（吉田レディースクリニックARTセンター）

　【目的】胚盤胞移植において，凍結融解周期は子宮内膜と

同期化することで良好な成績が得られることが報告されて

いる．胚盤胞が得られた場合，反復不成功例では凍結融解周

期のため全胚凍結を勧めているが，初回採卵の場合，新鮮胚

移植を行う場合もある．そこで，得られた胚盤胞の発育速

度，グレードからみた最適な治療法を探るべく，年齢別の検

討を行った．【方法】当院にて2010年1月から2011年12

月までに単一胚盤胞移植を行った，新鮮周期115症例118

周期，凍結融解周期387症例578周期を，1）Gardner分類

Blasto1から5までに分類した場合，2）ICMグレードA

からCに分類した場合の妊娠率，を患者年齢を35歳未満，

35歳以一ヒに分けて比較検討した．【成績】患者平均年齢は，

新鮮周期で34．3歳凍結融解周期で35．6歳であった．1）発

育速度でみた場合の妊娠率は，35歳未満のBlastolでは新

鮮周期，凍結融解周期でそれぞれ0％，50．0％，Blasto2では

0％，9．1％，　Blasto3では1＆2％，　32．1％，Blasto4では429％，

46．2％，Blasto5では62．5％，33．3％，35歳以上のBlastol

では新鮮周期，凍結融解周期でそれぞれ0％，0％，Blasto2

では0％，2＆6％，Blasto3では24．0％，23．4％，　Blasto4

では29．0％，45．5％，Blasto5では0％，33．3％であり，新鮮

周期と凍結融解周期で有意な差は見られなかった．2）ICM

グレードでみた場合の妊娠率は，35歳未満のグレードA

では新鮮周期，凍結融解周期でそれぞれ40．7％，47．2％，グ

レードBでは35．7％，31．2％，グレードCでは0％，7．7％，

35歳以上のグレードAでは新鮮周期，凍結融解周期でそ

れぞれ19．2％，44．2％，グレードBでは31．3％，26．8％，グ

レードCでは0％，5．3％であり，35歳以上のグレードA

において凍結融解周期の方が有意に高かった（P＜O．025）．

【結論】胚盤胞の発育速度でみた場合，年齢に関わらず新鮮

周期，凍結融解周期で妊娠率に有意な差は見られなかった

が，凍結融解周期が高い傾向にあり，Blasto1，Blasto2では

凍結融解周期のみで妊娠例が認められた．また，ICMグ

レードでみた場合，35歳以上のグレードAで凍結融解周

期が有意に高く，グレードCでは凍結融解周期でのみ妊娠

例が認められた．これらのことから，新鮮胚移植を選択する

場合，胚盤胞でもBlasto3以上まで発育した胚の移植が望

ましく，また35歳以上の症例においては，ICMグレードが

Aの場合は凍結融解周期のため凍結保存が望ましいと考

えられる．今後症例を重ね，流産率，出生率までの検討を行

う必要がある．

7．ART妊娠症例における年齢別の胚移植回数

○山田健市，菊地裕幸，岩佐由紀，加茂野倫子，

　鈴木麻美，北村　茜，菅野弘基，村川晴生，
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　　　　　佐藤聡二郎，松原　雄，吉田仁秋

　　　　　　（吉田レディースクリニックARTセンター）

　【目的】生殖補助医療（ART）では，患者年齢が上がるに

つれて妊娠率が低下するのが一般的である．しかし，実際に

妊娠が成立するまでの胚移植回数に関する検討は少ない，

そこでART妊娠症例を年齢別に分け，胚移植回数に差が

生じるか検討を行った．【方法】2010年1月から2011年12

月の期間，当院にて分割期胚もしくは胚盤胞期胚の新鮮胚

移植，凍結融解胚移植を実施し，妊娠に至った318症例を対

象とした．患者年齢を30歳未満，30－34歳35－39歳40

歳以上の4区に分類し，妊娠に至るまでの胚移植回数胚移

植回数毎の妊娠者の割合を後方視的に検討した．【成績】妊

娠した症例における平均胚移植回数は，30歳未満，30－34

歳35－39歳，40歳以上でそれぞれ1．7回，2．3回，2．8回，

3．0回であり，30歳未満，30－34歳の区と比較し，35－39歳

40歳以上の区では有意に胚移植回数が多かった．さらに，

妊娠例での胚移植回数の割合をみると，1回目では30歳未

満，30－34歳，35－39歳40歳以上でそれぞれ59．3％（16／27），

39．6％（40／101），26．7％（39／146），22．7％（10／44），2回目

では22．20／o（6／27），28．7％（29，／101），2＆8％（42／146），29．5％

（13／44），3回目では11．1％（3／27），11．9％（12／101），17、1％

（25／146），13．6％（6／44），4回目では3．7％（1／27），9．9％

（10／101），10．3％（15／146），13．6％（6／44），5回目以上で

1ま3．7％　（1／27），　｛λ9％　（10／101），　17．1％　（25／146），　20．5％

（9／44）であり，1回目では30歳未満，30－34歳の区と比較

し，35－39歳40歳以上の区における割合が有意に少なく，

5回目以上では，30歳未満と比較し40歳以上の区における

割合が有意に多かった．【結論】一般的に年齢が若い患者は，

胚移植あたりの妊娠率が比較的高いと報告されるが，妊娠

に至った症例でみた場合でも，30歳未満では1回目で約6

割が妊娠に至っていた．一方で，35歳以上では5回目以上

でも約2割が妊娠に至っていたことから，妊娠に至るまで

には複数回の胚移植が必要となることが判明した．よって，

35歳以上の症例においては，胚移植可能な状態の胚が複数

必要となるとともに，胚移植回数に関わらず，胚移植個数，

Assisted　HatchingやSEET法の導入などを検討する必要

があると考えられる．

8．胚移植後のベッドでの安静は必要か？

　　　　○中村理果，福井淳史，福原理恵，佐々木幸江，

　　　　　船水文乃，横田　恵水沼英樹

　　　　　　　　　　　　　　（弘前大医学部産科婦人科）

　【目的】体外受精一胚移植（IVF－ET）において，妊娠率向

上のため胚移植後にベッドでの安静を慣習的に行ってき

た．実際不妊診療ガイドブック2010にも胚移植後の留意点

として『移植後の安静』と記載されている．しかし最近，胚

移植後のベッドでの安静は有益ではないという報告が散見

されてきている．そこで今回我々は，胚移植後のベッドでの

安静が有効であるのか否かを明らかにするために以下の検

討を行った．【方法】当科でIVF－ETを施行した症例のうち，

初回胚移植例を対象とした．胚移植施行後に骨盤高位とし，
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検診台の上で10分間の安静をとってもらった．検診台での

安静有りは2005年1月～2007年12月の152例153周期

であり，安静無しは2009年1月～2011年12月の158例

159周期である．これら2群につき，妊娠率・着床率などの

臨床成績を検討した．【成績】患者背景（年齢，不妊原囚，受

精率，移植胚数，移植胚のグレード，移植胚のステージ）は

両群間に差は認められなかった．安静有りと安静無しにお

ける胚移植あたりの妊娠率は各32．0％と19．5％であり，安

静有りで有意に高かった（p＜O．05）．また，移植胚あたりの

着床率は各26．6％と19．2％であり，有意差は認められな

かったが（p　一　O．0846）安静有りで高い傾向を認めた．【結論】

胚移植後のベッドでの安静は必要がないとする報告も見ら

れ，議論の分かれるところではあるが，今回の検討では検診

台での安静が有効であることが示唆された．

g．患者が培養士に求めるもの～アンケート調査の結

　果より～

　　　　○岩佐由紀．菊地裕幸，加茂野倫子，鈴木麻美，

　　　　　北村　茜，山田健市，菅野弘基，神山和枝，

　　　　　橋爪千穂，千葉洋子，阿部美喜，大村美由紀，

　　　　　丸子久美子，村川晴生，佐藤聡二郎，松原　雄，

　　　　　吉田仁秋

　　　　　　（吉田レディースクリニックARTセンター）

　【目的】当院では主に採卵日や，凍結融解胚移植決定日に

培養士から患者に対し，培養過程の説明，融解胚の確認など

を行っているが，実際に患者が望んでいる説明・情報提供

ができているかは不明であった．このため，患者が培養士か

らの説明に対し何を望んでいるのか，治療の進み具合に

よって求める情報に変化があるかを把握するため，アン

ケート調査を行った．【方法】2011年12月から2012年1月

の間に採卵，または凍結融解胚移植を行い，培養士から説明

を行った100名の患者に対してアンケート用紙を配布し回

収した．【成績】回収率は97％であった．患者平均年齢は

36．3歳平均治療期間は33．3カ月，培養士からの説明を受

けるのが1～2回目の患者は38名，3～4回目が30名，5

回目以降が20名，回数未記入が9名であった．『培養士から

の説明はわかりやすかったか」『培養士からの説明は必要

か』との問いにはそれぞれ95名（98％），93名（96％）の

方が「はい」と答え，『培養士からの説明の時期は適当か」と

の問いには84名（87％）が「はい」，2名（6％）が「いい

え」と答えた．『培養士と相談して決定したい項目はあるか』

との問いに「はい」と答えた方は，培養士からの説明が1～

2回目では28名（73．7％），3～4回目で21名（70．0％），5

回月以降で14名（70．0％）であった．『培養士から聞きたい

ことは何か」との問いには「胚のグレード」「妊娠率」を挙げ

る割合が多かった．「培養士に求めることは何か』との問い

では，説明1～2回目で「技術」「知識」「コミュニケーション

能力」と答えた方はそれぞれ28名（73．7％），27名（71．7％），

22名（57．9％），3～4回目で25名（83．3％），25名（83．3％），

8名（26！7％），5回目以降で17名（85D％），12名（60．0％），

9名（45D％）であった．【結論】大半の患者が培養士からの
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説明を希望しており，実際に操作を行っている者から説明

を受けることで安心感が得られていることがうかがえた．

説明を行うタイミングについて，少数だが採卵よりも前に

説明があればよかったという意見もあり，体外受精を行う

前の説明会の内容を今後検討していきたい．「移植胚につい

て培養十と相談したい」「胚のグレードや妊娠率について培

養一1：から聞きたい」との意見が多いことから，患者は移植す

る胚の状態，その胚を移植した場合の妊娠率について知り

たいことが判明し，これは説明を受けた回数に関わらな

かった．このことから状況・情報を的確に把握し伝えるこ

とが重要であるとともに，治療における培養士の重要性・

責任を改めて実感した．また，治療回数を重ねるにつれ培養

士に対し，技術による妊娠への貢献が期待されている．患者

の求めに応じた技術や情報の提供を行えるよう，常に新し

い技術知識の習得を心掛ける必要がある．

10．原因不明不妊に対する低刺激rhFSH療法

　　　　○福井淳史，船水文乃，横田　恵，阿部和弘，

　　　　　福原理恵，水沼英樹

　　　　　　　　　　　　　（弘前大医学部産科婦人科）

　【目的】現在，原因不明不妊に対する排卵誘発治療では，

クエン酸クロミフェンが多く用いられている．しかし，クエ

ン酸クロミフェン（CC）の子宮内膜の発育障害や頸管粘液

の減少という問題点も知られている．遺伝子組換えヒト卵

胞刺激ホルモン（rhFSH）製剤はエストロゲン分泌をうなが

し，CCに内包する欠点を克服できる特徴がある．そこで，

原因不明不妊患者に対するCC療法とrhFSH療法の有効

性と安全性について比較検討することを目的として以下の

検討を行った．【方法】軽度の男性不妊を含む原因不明不妊

患者のうち，本研究への同意が得られたものを対象とした．

無作為にCC群とrhFSH群とに割り付け，　CC群は，月経周

期の5日目よりCCを50mg／日で5日間投与し，　rhFSH

群では，月経周期の5日目よりrhFSHを3751U／日で主席

卵胞径が18mmに達するまで投与した．なお両群とも主席

卵胞径が18mmに達した時点でhCGを投与することによ

り排卵を惹起した．これら両群につき，各種ホルモンを測定

し，治療によるホルモン値の変動を検討した．なお本研究は

当大学倫理委員会の許可のもと行った．【成績】CC群は10

例18周期，rhFSH群は8例25周期であった．両群の年齢，

治療回数ホルモン基礎値には差を認めなかった．OHSS

の発症，多胎妊娠は両群とも認めなかった．発育卵胞数，主

席卵胞径にも両群間に差を認めなかった．一方，hCG投与

時のFSHはCC群で3．1±0．9mIU／ml，　rhFSH群で65±3．2

mlU／mlとCC群で有意に低値であった（p〈O、Ol）．また

hCG投与1週間後のエストラジオールはCC群で442．4±

16＆1pg／ml，　rhFSH群で223．8±117．9pg／m1とCC群で高

値であった（p＝O．057）．【結論】原因不明不妊症症例に対す

るr－hFSHを用いた低刺激排卵誘発法は，クエン酸クロミ

フェン療法に比しても安全性も問題なく，十分に行いうる

方法になり得ると思われた．
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11．帝王切開癩痕部妊娠の2例

　　　　○熊谷　仁，熊澤由紀代，森耕太郎，児玉英也，

　　　　　寺田幸弘

　　　　　　　　　　　　　　　（秋田大学病院産婦人科）

　はじめに：帝王切開癩痕部妊娠は既往帝王切開創部に着

床する異所性妊娠の一つである．近年，帝王切開分娩の増加

に伴い癩痕部妊娠も増えており，既往に帝王切開のある女

性の異所性妊娠のなかでは約6％を占める．今回我々は，超

音波およびMRI検査により帝王切開癩痕部妊娠と診断し，

手術療法またはMTX療法を施行した2症例を経験したの

で報告する．症例1：26歳，3妊1産，CPDおよびPIH

にて帝王切開の既往あり．妊娠6週6口，前医にて尿中

hCG　25，0001U／mlで子宮内に胎嚢を認めず．妊娠8週6日

でMRIにて頸管妊娠と診断される．9週0日当科紹介さ

れ，同日TAHを施行された．症例2：34歳，2妊2産，骨

盤i位による帝王切開とVBACの既往あり．妊娠6週6日，

前医にて尿中hCG　6，4001U／mlで子宮内に胎嚢を認めず．

妊娠7週4日当科に紹介された．超音波で帝王切開癩痕部

に血腫を認めるも胎嚢は確認できず．診断的に子宮内掻爬

を施行するも絨毛を認めず．所在不明（癩痕部妊娠疑い）の

異所性妊娠としてMTX療法を開始した．1クール終了後

のMRIにて癩痕部の血腫増大あり頸管妊娠と診断される．

MTX療法3クール施行後に尿中hCG陰性化した．6カ月

の避妊後に自然妊娠し，帝王切開にて健常女児を出産した．

まとめ：転帰の異なる帝王切開癩痕部妊娠の2症例を経験

した．帝王切開癩痕部妊娠の早期診断は困難であるが，MRI

検査が有用であった．早期治療が可能であれば，妊孕性の温

存できるが，次回妊娠時には切迫子宮破裂のリスクを考え

た慎重な管理を要する．帝王切開癩痕部妊娠症例の増加に

伴い，診断・治療法の確立が必要と考えられた．文献的考察

を加えて発表する．

12t多嚢胞性卵巣症候群での体外受精胚移植の臨床

　　成績に影響するリスク因子の検討

　　　　○福原理恵，船水文乃，横田　恵，中村理果，

　　　　　福井淳史，水沼英樹

　　　　　　　　　　　　　　（弘前大医学部産科婦人科）

　［日的］多嚢胞性卵巣症候群（PCOS）は罹患率が高い疾

患であり，体外受精胚移植（IVF－ET）の適応となることも

臨床的に少なくない．今回我々は当院でIVF－ETを施行し

たPCOS症例での体外受精の各成績と，各因子の相互関係

について比較検討し，PCOSでのIVF－ETにおいて影響す

る因子について明らかにすることを目的として検討した．

［方法］ARTの適応となり，IVF－ETを施行したPCOS症例

（69症例，219周期）と非PCOS症例（223症例，509周期）

において，未熟卵子の割合，採卵数，妊娠率，流産率等につ

いて比較検討した．また，PCOS症例において，　BMI，　LH／

FSH比，血中アンドロゲン値，インスリン抵抗性などの因

子と発育卵胞数採卵数ゴナドトロピン総投与量，採卵卵

子中の未熟卵子の割合，受精率，妊娠率，流産率等について

59（59）

多変量解析を行い検討した．［成績］PCOS症例と非PCOS

症例での臨床成績の比較検討では，受精率，分割率，妊娠率

には有意差は認めなかったが，PCOS症例においては有意

に流産率が高く，ゴナドトロピン総投与量が少なく，採卵数

も多かった．またPCOS症例におけるARTの成績に最も

影響を与えた因子はBMIであった．　BMIが24kg／m2以上

の症例では，BMI＜24kg／m2の症例と比較し，有意にゴナド

トロピンの投与量が多く，採卵数が少なく，また妊娠率が低

かった（29．9　vs　15．3％，　p　一　O．02）．インスリン抵抗性では

HOMA指数が1．6未満とL6以上を比較したところ，1．6

以上の群で有意に流産率が高かった．またアンドロゲン値，

LH／FSH比などの項目と成績には特に有意な関係はみら

れなかった．［結論］PCOS症例でのIVF－ETにおける臨床

成績は，非PCOS症例に比較して妊娠率は有意差を認めな

かったものの，流産率は高く，またOHSSのリスクも高い

ため留意する必要があると思われた．また，PCOS症例での

肥満の存在は臨床成績を有意に低下させることが示され，

ART導入前に肥満症例に対しては十分な情報提供も行い

ながら，より介入していく必要性があると考えられた．

13．当院における多嚢胞性卵巣症候群に対する腹腔

　　鏡下卵巣多孔術の後方視的検討

　　　　○志賀尚美1，宇都宮裕貴1，高橋藍子1，

　　　　　高橋恵美子1，黒澤大樹1，西本光男1，

　　　　　目時弘仁2，豊島将文1，鈴木吉也2，菅原準一2，

　　　　　八重樫伸生L2

　　　　　　　　　　　　　　　　（1東北大病院産婦人科）

　　　　　　　　　　　　（2東北メディカル・メガバンク）

　【目的】多嚢胞性卵巣症候群（以下PCOS）は排卵障害に

よる不妊症の中で最も頻度が高い．治療はクエン酸クロミ

フェン（以下CC）が第一選択であるが，　CC抵抗症例に対

して腹腔鏡下卵巣多孔術（以下LOD）はゴナドトロピン療

法と並ぶ選択肢の一つである．今回我々は当院における過

去10年間のLOD施行例について後方視的検討を行った．

【方法】対象は，　2002年1月から2011年12月までの過去10

年間に当院でLODを施行された42例中，　PCOS以外の不

妊原因が併存する症例，LOD以外の手術を併用した症例を

除外した23例とした．身長，体重，BMI，不妊期間，手術

時年齢，手術前後のLH，　FSH，　LH／FSH比，　PRL，エスト

ラジオール（以下E2），テストステロン（以下T），　HOMA，

術後排卵率，術後排卵までの期間，排卵方法，妊娠率，妊娠

方法，術後初回妊娠までの期間，妊娠経過，生児獲得率につ

いて検討した．また術後自然排卵の有無に関して上記項目

を比較検討した．有意差検定にはMann－Whitney　U検定を

用いた．検討項目の分布は中央値（第一4分位点一第三4分

位点）で表記した．【成績】手術時年齢は29（28－33）歳BMI

は23．1（21．1－26．0），不妊期間は2（1－4）年であった．手術

前と比較して手術後でLH，　LH／FSH比，　Tは有意に低下し

た（それぞれの有意差はP＜．000L　P〈．OOO1，　P＝O．007）．

LOD後の排卵は2（1－3）周期（全例6周期以内）に認め，

自然排卵が17例，CC療法による排卵が2例，　CC＋hMG
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療法による排卵が1例，ゴナドトロピン療法による排卵が

3例であった．術後妊娠例は17例（総妊娠E＄1　73．go／o，自然

妊娠率　60．9％）あり，内自然妊娠は14例（自然排卵8例，

CC療法1例，　CC療法一人工受精1例，ゴナドトロピン療法

4例），体外受精妊娠が3例であった．累積自然妊娠率は，

6カ月で49．0％，17カ月で75．5％であった．妊娠経過は子

宮外妊娠1例，流産2例，早産2例，満期産ll例，妊娠継

続例（20週）が1例であり，生児獲得症例は13例（生児獲

得率　56．5％）であった．自然排卵群は非自然排卵群と比較し

て，有意に術後E2値が高く，術後T値が低かった（それぞ

れP＝O．03，PニO．03）．【結論】LODによって術前の高LH

血症，高LH／FSH比，高T血症が改善された．　LOD後の

排卵率，妊娠率，生児獲得率は過去の報告と遜色のない結果

であった．LOD後に自然排卵した症例は術後E2が高値，

Tが低値であり，よりPCOSの病態が改善した症例で自然

排卵が回復していると考えられた．また累積自然妊娠率の

検討から，LODの自然妊娠に対する効果は一年半を目安と

し，それ以降はARTを考慮する必要があると考えられた．

14．当院における二孔式腹腔鏡下手術の検討～より

　　低侵襲で安全な手術を目指して～

　　　　○鈴木　聡，奥津美穂，菅沼亮太，高橋秀憲，

　　　　　小宮ひろみ，藤森敬也

　　　　　　　　　　　　　（福島県立医科大産科婦人科）

　【目的】近年，低侵襲手術として腹腔鏡下手術が広く普及

してきた．当院では更なる侵襲の低減，美容性の向上を［1指

し昨年より二孔式腹腔鏡下手術を積極的に導入している．

今回，昨年に当院で施行した二孔式腹腔鏡下手術の手術時

間，出血量，摘出腫瘍径について比較検討を行った．【対象と

方法】2011年に実施した二孔式腹腔鏡下手術29件（嚢腫核

出術（TLC）17件，筋腫核出術（LM）12件）と2011年に

実施した多孔式（三孔以ヒ）腹腔鏡下手術35件（TLC　19

件，LM　16件），2010年に実施した多孔式腹腔鏡下手術44

件（TLC　26件，　LM　I8件）の手術時間，出血量，最大腫瘍

径を比較検討した（One－way　ANOVA）．【結果】2010年に実

施したTLCの平均手術時間は103、6±9．76分（平均±標準

誤差），平均出血量は3＆6±15．6mlに対し2011年の二孔式

TLCの平均手術時間および出血量は122．6±10．3分，33．2±

13．9mlで有意差を認めなかった．同様に2010年のLMの

平均手術時間および平均出血量は160．4±14．6分，269．3±

110．Omlに対し2011年の二孔式LMの平均手術時間およ
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び平均出血量は2048±16．4分，190．8±48．4mlで有意差を

認めなかった．【考察】昨年より積極的に導入している二孔

式手術は現在のところ手術時間，出血量に有意な増加はな

く症例を選択すれば安全に施行できると考えている．二孔

式腹腔鏡下手術は従来の腹腔鏡下手術と比べ低侵襲である

にも関わらず適応も広く，手術手技自体もさほど制限がな

い．また，美容的観点からも若年者，不妊症患者などに対し

て有効と考えられる．今後当科では二孔式手術を腹腔鏡下

手術の標準術式とし，更なる普及を目指したい．

特別講演

ミトコンドリア病の生殖系列遺伝子治療確立へ向け

て一Spindle　Chromosomal　Complexes　Transfer（ST

法）一

Oregon　National　Primate　Research　Center，　Oregon　Health

＆Science　University

Staff　Scientist　1　立花眞仁　先生

　ミトコンドリアの異常はヒトの様々な疾患と関連し，生

涯のいかなる時点に置いても発症しうる．受精において核

遺伝子が両配偶子から持ち込まれるのに対し，胚における

ミトコンドリア遺伝子はほぼ排他的に卵子に由来する（母

系遺伝）．我々は霊長類の成熟未授精卵子において，効率的

にミトコンドリア遺伝子を置き換えることが可能であるこ

とを示し，ミトコンドリア病の伝搬防止に対する新たな道

筋を開いた（Nature　2009）．遺伝子治療は大きく2つに分類

可能であるが，これまで全世界で1，900を超える体細胞遺

伝子治療（somatic　gene　therapy）のclinical　trialが行われ

ているにも関わらず，未だ認可された生殖細胞系列遺伝子

治療（germ　line　gene　therapy）は存在しない．近年UK

において，ミトコンドリア病の治療を目的とした生殖細胞

系列の遺伝子治療認可に向けた政府の支援が発表され，

我々が開発したST法と前核期置換（pronuclear　trans－

fer：PT法）がこれまでのエビデンスから有力な候補とし

て選択された．しかし，臨床試験を行うにあたってのエビデ

ンスはまだ不足しており，より臨床応用を見据えたエビデ

ンス蓄積が待たれている．　我々は，ST法の臨床応用へ向

けて以後も精力的に解析を行っており，そこから初期胚に

おけるミトコンドリアのbiogenesisに関して様々な知見

を得てきた．今回，これまで行ってきた追試から得られた

up　to　dateなdata，および，今後の展望について示す．
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第49回　北陸生殖医学会学術総会

会期：平成24年6月3日（日）14：30～

会場：金沢市保健所駅西福祉健康センター

1．ART不成功症例に対する2段階移植の有効性

○向橋貴美子’，堀田美穂1，安田明子1，

　東野教子1，田中順子’，幸松美佐t，高山陸斗L

　　　　　藤波隆一一1，北村修一1，道倉康仁2

　　　　　　　　　　　　（1永遠幸レディスクリニック）

　　　　　　　　　　　　　　（2金沢たまごクリニック）

　【目的】2008年より体外受精は原則，単一胚移植となっ

た．当院では，初期胚の単一胚移植を基本としている．しか

し，反復不成功症例では，胚盤胞移植や複数胚移植も選択肢

に取り入れている．今回，胚盤胞移植の治療成績を比較し，

2段階移植の有効性について検討した．【対象と方法】2010
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年1月から2012年3月の間にホルモン補充凍結胚移植に

おいて単一胚盤胞移植を行った79周期と2段階移植を

行った52周期，それぞれの平均年齢（362歳・37．1歳），平

均移植回数（＆4回・9．9回），平均内膜厚（10．2mm・10．2

mm）を対象とし，それぞれの胚盤胞発生日毎に，妊娠率・

流産率・多胎率を比較した．【結果】day5・day6・day7発

生胚盤胞の，単一胚移植と2段階移植での結果はそれぞれ，

妊娠率（47．6％，57．1％），（19．6％，48．4％），（14．3％，143％），

流産率（10．O％，12、5％），（0．0％，26．7％），（O．O％，　O．O％），

多胎率（O．O％，　O．O％），（O．O％，6．7％），（0．0％，　O．O％）とな

り，day5発生胚盤胞はどちらの移植法でも高い妊娠率と

なったが，day6発生胚盤胞では，単一胚盤胞移植より2段

階移植において有意に高くなった．またday7発生胚盤胞

でも妊娠は見られた．【考察】反復不成功症例にとって貴重

な胚盤胞は，day7までの発生であれば凍結保存をし，子宮

環境を整えた周期に初期胚と抱き合わせで2段階移植を行

うことは，多胎発生の危険性を十分に説明した上で，妊娠成

立の可能性が高くなる方法として有効であると示唆され
た．

2．当院におけるrescue－ICSIの試み

　　　　○上野奈緒子，武藤満美子，北森康代，佐藤春菜，

　　　　　本田秀美，小嶋康夫

　　　　　　　　　　　　　（小嶋ウィメンズクリニック）

　【はじめに】当院ではconventional－IVF（以下c－IVF）に

おける受精障害回避のため，平成20年8月よりrescue－

ICSI（以下r－ICSI）を導入したので現状を報告する．【対象】

平成20年8月から平成24年4月までに同意を得たc－IVF

579症例795周期を対象とした．【方法】媒精5．5時間後に

2PB放出確認による受精予測を行い，2PBの確認できた卵

がMII卵数の20％未満である場合にr－ICSIを施行した．

前核の確認は媒精19．5時間後に行った．r－ICSIにおける

2PN，3PN率，妊娠率を同時期に施行されたconventional－

ICSI（以下c－ICSI）319症例583周期と比較し，さらにr－

ICSI不要と判断したものの実際は受精卵を得られなかっ

た周期について検討した．【結果】c－IVF795周期中80周期

10．1％がr－ICSI対象となった．　r－ICSI80周期中46周期

57．5％でr－ICSIにより受精卵を得られた．26周期はc－IVF

でも受精卵が得られており，8周期は受精卵が得られな

かった．2PN率はr－ICSI75．2％（185／246），　c－ICSI67．1％

（1，818／2，711），3PN率は各々5．3％（13／246），3．2％（88／

2，711）といずれも有意差は認められなかった．妊娠率にお

いても新鮮胚移植r－ICSI24．4％（10／41），　c－ICSI26．9％（104／

386），融解胚移植40．0％（10／25），43．0％（165／384）と有

意差は認められなかった．r’ICSI不要と判断したc－IVF715

周期では45周期で受精卵が得られず，その内24周期

53．3％で受精予測時に2PB有と判断していた．また2PB

放出確認ができないがr－ICSIの希望がなかった周期は8

周期にみられ，その他13周期は卵がr－ICSI施行基準外の

状態であった．【考察】r－ICSIはc－ICSIと受精率，妊娠率と

も有意差がなく，c－IVFにおける受精障害回避に有効であ
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ることが示唆された．受精予測では2PB放出確認だけでは

fragmentationとの判別が困難で判断材料に乏しいと思わ

れた．今後はfertilization　coneやcytoplasmic　flareなどの

観察も合わせr－ICSIの施行評価基準を検討し，安全性や有

用性を高めていきたい．

3．当院におけるICSIの工夫

　　　　○木下裕巳子’，宮田広敏】，長谷川真実1，

　　　　　永澤千佳1，西　　修1，鈴木　康夫2

　　　　　　　　　　　　　（1西ウイミンズクリニック）

　　　　　　　　　　　　　（2鈴木レディスホスピタル）

　【目的】当院では卵子に対する侵襲性の低さからピエゾマ

イクロマニュピレーター（PMM）を用いてICSIを行ってい

る．さらにPMMは技術的に標準化され比較的容易である，

また従来使用していたインジェクタは油圧式のもので，

セッティングやメンテナンスを必要とした．そこで更なる

工夫として空圧インジェクタを採用した．これらの工夫が

ICSIの成績に影響があるか調査した．【方法】以下のように

ICSIの方法と時期により（1）・（H）・（III）のステージに分

け，ほぼ同時期にICSIトレーニングを開始した培養士2名

（A・B）が実施したICSI成績（正常受精率，変性率，所要

時間）と各ステージの妊娠率，流産率を調査した．（1）PMM

を導入する以前の2009年5月から2010年2月
（conventional－ICSI），（II）PMMを導入し引き続き油圧式イ

ンジェクタを使用していた2010年3月から2011年11月

（PMM－oil），（III）空圧インジェクタを採用した2011年12

月から2012年4月（PMM－air）．対象周期は40歳未満，成

熟卵子数（MII期卵）3個以上とした．【結果】正常受精率，

変性率，所要時間（min）はAとBそれぞれステージ（1）

で66．9％（ll1／166）と67．4％（60／89），6．6％と13．5％，7．7

と7．0．ステージ（II）で7＆0％（259／332）と73．0％（219／

300），6．6％と8、7％，6．6と6．8．ステージ（III）で86．8％

（66／76）と81．8％（81／99），1．3％と7．1％，5．0と5．2であっ

た．いずれのステージでも施行者間の成績に有意差は認め

られなかったが，施行者別にみると受精率においてAはス

テージ（1）と（II）及び（III）で有意に高くなり，　Bはス

テージ（1）と（III）の間で有意差が認められた．所要時間

については両者ともに短縮傾向を示した．各ステージの移

植当たりの妊娠率はステージ（1）（II）（III）で22．2％（4／18），

ll．6％（8／69），31．3％（5／16）．流産率は25．0％（1／4），25．0％

（2／8），0％（0／5）であった．【考察】施行者2名ともにc－ICSI

に比べPMMで受精率が有意に高くなり変性率は変わらな

かった．これはc－ICSIはその手技はもちろん細胞膜穿破の

見極めも難しく経験を要するのに対し，PMMでは細胞質

を吸引することなく穿破でき，確実に精子を卵子に注入出

来るようになったと考えられた．所要時間については，一連

の過程でPMMの方が操作が容易になりトータルで時間の

短縮につながったと考えられた．また，油圧式インジェクタ

はセッティングが操作性やピエゾそのものに影響していた

が，空圧インジェクタの採用でセッティング不要となり，ほ

ぼ毎回安定してピエゾパルスが得られるようになった．今
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回行った工夫はICSIの成績に対し効果的であったといえ

る．ICSIに要する時間の短縮や確実な細胞膜穿破，施行者

間の技術的な標準化は大きな問題であり今後もICSIの安

全性の向上，成績の向上に向けて継続的に改善を行ってい

きたい．

4．AMH低値例のARTについて

　　　　○鈴木康夫1，辻敏徳1，高坂恵理，鈴木明美1，

　　　　　深谷　暁），鈴木雅夫1，西　　修2

　　　　　　　　　　　　　（1鈴木レディスホスピタル）

　　　　　　　　　　　　　（2西ウイミンズクリニック）

　【目的】AMHは卵巣予備能を知る指標として非常に有用

である．今回AMH低値例，すなわち卵巣予備能の低下が示

唆された例についてのART治療成績について後方視的に

検討を行った．【方法】2011年1月～2012年3月の間で

AMHが10pM未満の低値であった175周期，85症例を対

象とし，採卵数受精率，妊娠率についてAMHの値，なら

びに年齢別に比較・検討した．尚，排卵誘発法は低刺激法を

主体とし，一部short法も用いた．【結果】平均年齢；39．4±

4．3歳（26～46歳），平均AMH；5．2±3．OpM（1．0未満～9．9

pM），平均採卵数；2．4±2．2個（0～15個），平均受精卵数；

2．1±1．9個（0～14個），卵子獲得不能例を除けば妊娠率は対

症例あたり27．2％，対周期あたり12．4％であった．AMH

が～2．5pM，2．6～5．OpM，5．1～7．5pM，7．6～9．9pMの4群に

分けると採卵数はそれぞれ1．1±Il個，1．4±1．2個，2．6±2．0

個，2．7±3．2個でAMHが5．OpM以下と5．lpM以上の群と

で差を認めたが，年齢，受精率，妊娠率に差はなかった．

（p＜O．05）年齢を～29歳，30～34歳35～39歳40歳～の

4群に分けるとAMH，採卵数，受精率に差はなかったが，

妊娠率はそれぞれ44．4％，28．6％，11．4％，4．4％と差を認め

た．（p〈O．05）【結論】1．AMHが10pM未満の低値でも卵子

獲得可能であれば，ある程度妊娠は可能であると思われた．

2．AMHが10pM未満の低値の場合，基本的には排卵誘発

は低刺激法が望ましいと考えるが，　35歳以下で5．1pM以上

であれば症例によってはインフォームド・コンセントの

上，過排卵刺激の方法（short法）をとるのも選択肢の一つ

ではないかと思われた．3．・AMHがほぼ同一でも年齢が若

いほど妊娠率が高いことは明らかであり，一般不妊治療中

でも比較的高年齢の症例や，あるいは若年であっても月経

不順の著しい例等についてはAMHの値により早期に

ARTへのステップアップを促すことも必要と思われた．

5．精子凍結保護剤に関する検討

　　　　○長谷川真実i，宮田広敏1，木下裕巳子1，

　　　　　永澤千佳1，西　　修1f鈴木康夫2

　　　　　　　　　　　　　（1西ウイミンズクリニック）

　　　　　　　　　　　　　（Lt鈴木レディスホスピタル）

　【目的】精子凍結保存の際に用いられる凍結保護剤に，卵

黄が含まれていると蘇生率があがることは周知の事実であ

る．しかし，昨今トリインフルエンザ等感染症の危険性が問

題視されるようになっており，ヒト以外の動物性タンパク

日生殖医会誌58巻1・2号

成分を含まないことが望ましいと考えられる．そこで，卵黄

を含まない凍結保護剤を用いて凍結した運動精子の回収率

を比較検討した．【方法】2012年3月から5月までに精液検

査のために当院を受診し，今回の研究への参加の同意を得

られた14人の精液を以下の3種類の精子凍結保護剤で凍

結し，融解後の運動精子の回収率を検討した．凍結方法は，

精液と各凍結保護剤を等量混合し，4℃にて30分間，液体

窒素蒸気下に5分間静置後，液体窒素中に投下した．融解方

法は，微温湯に5分間静置して融解した．それぞれ，凍結前

融解後の濃度・運動率を測定し，運動精子回収率を比較し

た．【結果】：平均運動精子回収率はTYBが51．5％，　SMM

が44．7％，SFMが38．9％であり，SFMの運動精子回収率が

低い傾向にあるものの，どの群間においても有意差はな

かった．【結論】今回の検討の結果，卵黄を含まない凍結保護

剤でも融解後の運動精子回収率は有意に低下しなかったこ

とから，より安全性の高いと考えられる卵黄不含凍結保護

剤を使う事が望ましいと考えられた．

6．MI）－TESE（顕微鏡下睾丸精子採取術）においてトリ

　コモナスが認められた1例について

　　　　○辻　敏徳1，鈴木康夫1，高坂恵里1，鈴木明美1，

　　　　　鈴木雅夫1，西　　修2

　　　　　　　　　　　　　（1鈴木レディスホスピタル）

　　　　　　　　　　　　　（2西ウィミンズクリニック）

　【はじめに】トリコモナス症は，膣トリコモナスによる膣

または男性生殖管の感染症である．無症候性であるか，尿道

炎，膣炎，またはときに膀胱炎，精巣上体炎，もしくは前立

腺炎とその感染部位は多く知られている．今回我々は顕微

鏡下精巣精子採取術施行途中精巣膿胞よりトリコモナスを

認めた一一症例を報告する．【症例】患者42歳男性，平成23

年7月9日挙児希望にて当院受診．精液検査（遠心）精子認

めず．精巣の大きさ右4ml，左13ml．23年10月27日（当

院）顕微鏡下精巣精子採取術施行中，精巣上体付近膿胞より

運動性トリコモナスを認めた．精巣中から精子を認めず，セ

ルトリー細胞のみであった．【考察・まとめ】不妊治療を受

ける患者数施設も年々増え，それに伴い精巣精子採取術も

増えると予測される．今回膿胞から認められたトリコモナ

スはSTDのほんの一部に過ぎない．トリコモナスを術中

顕鏡者（胚培養士）が発見することで迅速に治療することが

できた．今回，残念ながら精子を見つけ出せなかったが，精

子を認めた症例に対しどのような処理，体外受精をしてい

くか，検討する良い機会となった．

　参考文献

　日本産科婦人科學會雑誌　19（12），1471－1478，1967－12－
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7．日本人男性不妊症診断ツールの開発

○飯島将司L，田谷正樹1T杉本和宏】，

　高　栄哲1，並木幹夫1，吉田　淳2

前田雄司1，
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　　　　　　　　　（1金沢大大院医学研究科泌尿器科学）

　　　　　　　　　　　　　　　（2木場公園クリニック）

　【目的】挙児を希望するカップルの10％は不妊症であり，

その半数は男性に起因する．男性不妊症の診断は実験室レ

ベルで細々と行われているのが現状である．現在，男性不妊

症で必須と考えられる検査は，染色体検査とY染色体長腕

の精子形成領域（AZF）微小欠失である．本研究は男性不

妊症におけるAZF微小欠失の簡易診断ツールの開発を目

的とする．【方法】特異的位置マーカプローブにはSTS（Se－

quence　tagged－site）を用いた．コントロールとしてX染色

体SMCX，　Y染色体SRY，　AZF検出領域に14のSTSを設

計した．工程は4ステップからなる；①患者血液などから

ゲノムDNAを抽出する．②抽出DNAをテンプレートと

して，微小領域のPCR　DIGプローブ合成キット
（Boehringer　Mannheim）を用い，ジゴキシゲニン（DIG）ラ

ベルプローブを作成した．標的候補領域の150～500bpを

ターゲットにマルチプレックスPCR法によって各標的

DIGプローブアンピリコンを作成した．③ナイロンメンブ

レンに，それぞれのアンプリコンに特異的な45bpの数種

のオリゴヌクレオチドをドットプロットした．④ハイブリ

ダイゼーション後，アルカリフォスファターゼ標識抗DIG

抗体を用いて，プローブとターゲットのハイブリットの局

在をNBT／BCIPを用いて青く可視化する．不妊患者100

例に対し，感度特異度を確認した．【成績】本研究にある，

各々欠失サンプルで実用化可能である．感度，特異度はそれ

ぞれAZFa欠失では80％，100％，　AZFb，　AZFc欠失では

100％，100％であった．【考察】AZFa欠失に関しては良い

結果が得られているが，AZFbおよびAZFc欠失について

は欠失の有無はわかるが，欠失のパターン分類ができるだ

けの精度が得られておらず，マルチプレックスPCRおよび

ハイブリダイゼーションの条件の再検討による改良が必要

である．問題点を改善した後に臨床への導入を予定してい

る．（JST事業の平成23年度研究成果最適展開支援プログ

ラム【A－STEP】の資金による成果です）

8．当院における胚盤胞の評価と年齢別臨床成績の検

　討

　　　　○新　博美，橋爪淳子，前多亜紀子，丹羽幸子，

　　　　　中橋美貴子，北元香菜子，藤井玲名，田中真理

　　　　　道倉康仁

　　　　　　　　　　　　　　　（金沢たまごクリニック）

　【目的】内細胞塊（ICM）のグレードより栄養外胚葉（TE）

のグレードが妊娠率や妊娠継続率に影響があるとの報告が

ある．そこで，当院での臨床成績について年齢別に検討し

た．【方法】2009年1月～2011年12月に当院でホルモン補

充周期にて単一胚盤胞移植を行った238周期（35．6歳±3．8

歳）を対象とした．胚移植時のICMおよびTEをGardner

分類し，胚盤胞発生日別での臨床的妊娠率と流産率を35

歳以下と36歳以上で比較検討した．【結果】day5発生胚で

の35歳以下の妊娠率はAA　72．2％（13／18），　BA　72．7％（8／

11），AB　40．0％（6／15），　BB　51．7％（15／29），36歳以上は
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66．7％　（10／15），　444％　（4／9），　46．2％　（6／13），　59．4％　（19／

32），day6発生胚での35歳以下の妊娠率は0％（0／4），

60．0％（3／5），37．5％（3／8），60．0％（12／20），36歳以上は

25．0％　（1／4），　50．0％　（3／6），　37．5％　（3／8），　41．5％　（17／41）

とTEの良好な胚盤胞移植で高い妊娠率がみられた．　day

5発生胚での35歳以下の流産率は15、4％（2／13），12．5％

（1／8），0％（0／6），20．0％（3／15），36歳以上は20．0％（2／

10），0％（0／4），0％（0／6），63．2％（12／19），day6発生胚

での35歳以下の流産率は一％（0／0），0％（0／3），66．7％

（2／3），58．3％（7／12），36歳以上は0％（0／1），0％（0／3），

66．7％（2／3），52．9％（9／17）とTEの不良なday6発生胚で

流産率が高かった．【結論】ICMがGardner分類のB以上

の胚盤胞では，年齢に関係なくICMのグレードよりTE

のグレードが妊娠に影響を与え，その後の継続にも影響し

ていると考えられた．

9．タイムラプスシネマトグラフィを用いた胚発生過

　程の形態学的分類報告

　　　　○幸松美佐1，堀田美穂1，田中順子1，東野教子止，

　　　　　安田明子1，向橋貴美子1，高山陸斗1，

　　　　　藤波隆一，北村修一’，道倉康仁2

　　　　　　　　　　　　（1永遠幸レディスクリニック）

　　　　　　　　　　　　　　（2金沢たまごクリニック）

　【目的】近年ARTの発展に伴い，卵子の受精から胚の発

生過程を非侵襲的に連続観察することが可能になり，初期

胚発生の過程における胚の細胞質動態や形態変化が観察可

能になった．今回私達は，動画から導いた胚の特徴が，静止

画である胚のクオリティ評価の指標になり良好胚判別の一

助になるかどうかを検証することを目的とした．その第一

段階として，初期胚発生過程においての形態学的分類を

行ったので報告する．【対象と方法】2012年3月から5月に

CCおよびCC＋HMG刺激において，採卵数2個までの
ICSI－SET周期を対象とした．ICSI終了後，　GPS　dishに卵子

を移動し，ASTEC社のIVF　Embryo　Observation　System

にセットした．培地交換は受精確認時1回，撮影は5分間隔

としday2の移植時まで撮影した．撮影した写真から動画

を作成し，分割過程は形態学的に，A：同時分割型，　B：時

間差分割型，C：分割融合混在型，　D：クランブル型の4

タイプに分類した．さらに各タイプにおける胚の割球と

fragmentの特徴を検証し，良好分割胚の発生割合を比較し

た．【結果】各タイプの割合は，A：43．9％（18／41），　B：9．0％

（16／41），C：7．3％（3／41），　D：9．8％（4／41）であった．さ

らに，それぞれの割球の特徴は，Al偶数割球での停滞時間

が長い傾向が見られ，割球の大小不同はほとんど認めな

かった．B：奇数割球胚での停滞時間が長い傾向が見られ，

割球の大小不同の有無についての傾向は見られなかった．

C：割球の大小不同の有無についての傾向は見られなかっ

た．Dは，割球の大小不同は多い傾向が見られた．また，

fragmentは，　A：集合型で少ない傾向が見られた．B：散在

型で小～中等度見られた、C：共に一貫性は見られなかっ

た．D：散在型で多くなる傾向が見られた．さらに，良好分
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割胚の割合は，A：72．2％（13／18），　B：1＆8％（3／16），　C・

D：0％となった．【考察】今回の結果では，静止画から分割

過程を推測し，良好胚を判別する指標にはならなかった．し

かし，初期胚分割過程における停滞割球数は，奇数よりも偶

数の方が，良好胚になる可能性が高くなることが示唆され

た．今後も受精卵の観察を継続して行い，さまざまな角度か

ら検証して行く必要性があると考えられた．

11．当院における初診時年齢からみた生児獲得状況

　　　　○永澤千佳1，宮田広敏1，木下裕巳子〕，

　　　　　長谷川真実1，西　　修1，鈴木康夫L）

　　　　　　　　　　　　　（1西ウイミンズクリニック）

　　　　　　　　　　　　　（2鈴木レディスホスピタル）

　【目的】近年，女性の社会的活躍の拡大，結婚年齢の上昇

といった社会的変化に伴い，不妊治療を希望する女性の高

齢化が進んでいることは明白な事実である．当院において

も1996年の開院以来，初診患者の年齢は上昇の一途をたど

り続けている．女性年齢の上昇は卵子の老化を進行させ，生

児獲得率の低下に直接つながることは言うまでもなく，

個々の患者にあったきめの細かい治療が求められるように

なってきている．このような現状において，どのような患者

にどのような治療方針を立てて治療を行うのか，また，現状

と結果を患者に納得のいくようにデータを示して説明する

のかは重要な事柄である．そこで今回，当院における初診時

の年齢別に，どの程度の患者が生児獲得できたのか，調査を

行ったので報告する．なお，生児獲得率は，調査期間に初診

にて来院した患者が2012年5月現在において1人以上の

生児を出産した割合とした．【方法】2006年10月から2007

年12月までに挙児希望にて来院した初診患者598名を対

日生殖医会誌58巻1・2号

象に，年齢ごとにA群：29歳以下，B群：30～34歳C

群：35～39歳，D群：40歳以上，の4群に分け，さらにそ

の治療方法をタイミング法，人工授精法並びにART（新鮮

胚移植・凍結胚移植）に分類し，生児獲得率を算出した．【結

果】①年齢ごとの生児獲得率：A群51．7％（92／178），B

群46．6％（ll5／247），　C群39．7％（54／136），　D群13．5％

（5／37）．②タイミング法での年齢ごとの生児獲得率：A

eV　37．4％（52／139），　B群27．8％（58，／209），　C群26．3％（25／

95），D群23．8％（5／21）．③人工授精法での年齢ごとの生児

獲得率IA群35．4％（17／48），B群28．0％（23／82），C群

24．0％（12／50），D群O．O％（0／12）．④ARTでの年齢ごと

の生児獲得率：A群63．9％（23／36），B群60．7％（34／56），

C群41．5％（17／41），D群0．0％（0／10）．⑤タイミング法と

人工授精法の累計生児獲得率：A群69．0％（69／100），B

群579％（81／140），C群49、3％（37／75），　D群29、4％（5／

17）．⑥タイミング法，人工授精法，ARTの累計生児獲得

率：A群71．9％（92／128），B群67．3％（115／171），　C群

56．8％（54／95），D群33．3％（5／15）．⑦タイミング法・人

工授精法で失敗後，ステップアップを行わずに転院・治療

続行，または治療中断した割合：全体で62．8％（183／291）．

【考察】生児獲i得率は全ての方法において，年齢依存的に大

きく低下していた．ARTまでステップアップを行わなかっ

た患者の割合は62．8％と高く，これを減らすことが生児獲

得数の増加に結び付くと考えられた．それには，これらの情

報提供を行い，患者が現在置かれている状況と，妊娠・出産

が期待できる割合を具体的に示す必要性がある．そうする

ことで，治療を客観的に考える上で有効な指針となり，治療

継続への意欲を持ってもらえるのではないかと考えられ

た．
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　　　　　　　中部生殖医学会
平成24年度
　　　　　　　学術集会プログラム

日時：平成24年7月14日（土）14：00～

場所：信州大学医学部附属病院外来棟　4階　大会議室

1．Sequential　mediumとSingle　mediumの比較検討

　　　　○吉貝香里，中尾真実子，堀紗耶未，伊藤亜佳美，

　　　　　澤田富夫

　　　　　　　　　　　　（さわだウィメンズクリニック）

　【目的】妊娠成績向上のためのQuality　controlは極めて

重要である．今回我々は，異なるタイプの培養液2種類Se－

quential　Medium（SqM群）Single　Medium（SM群）を用

い，その妊娠成績を比較検討した．【対象】2010年1月～

2012年3月までのSqM群218周期（36．0±4．2歳）SM群

266周期（36．5±4．0歳）計484周期を対象とした．【方法】

SqM群，　SM群ともに，採卵後c－IVF／ICSIにて受精させ，

Fertilization　mediumにて培養，その後SqM群をdaylで

受精確認後Cleavage　mediumに，　day3にて≧8cellの胚を

Blastocyst　mediumに移し3段階の培地交換を行った．　SM

群は，daylで受精確認後，　Single　mediumに移し，同一　me－

diumでday5－6まで継続培養を行った．培養液は両群とも

に4wellプレートにO．5mlずつ分注し，オイルカバーし培

養に用いた．卵・胚の培養は37℃，5％　CO2，5％　02，

90％　N2ドライインキュベーターで行った．両群間におけ

る受精率，胚盤胞発生率，移植あたりの妊娠率，胚のGrade

別の着床率を比較検討した．Grade評価には，初期胚は

Veeck分類胚盤胞はGardner分類を用いた，統計処理は

x2検定またはフィッシャーの直接確率計算法を用いた．【結

果】受精率はSqM群，　SM群それぞれ81．6％（c－IVF　75．2％，

ICSI　86．5％），82．6％（c－IVF　80．3％，　ICSI　849％），また胚

盤胞発生率はSqM群58．4％，　SM群で61．1％であり，　SM

群でやや高い傾向を示した．さらに移植あたりの妊娠率は

SqM群，　SM群それぞれ年齢別（①～30歳未満，②～35

歳未満，③～40歳未満，～40歳以上）で比較すると，SqM

群　で①40．9％②40．0％③27．8％④13．8％，SM群では①

40D％②42．7％③31．3％④15．3％であり，これもSM群でや

や高い傾向であった．胚のGrade別の着床率は，初期胚で

SqM群，　SM群それぞれGl　35．7％vs　29．6％，　G2　33．3％vs

32．4％，G3　172％vs　19．7％であった．また胚盤胞では3BB
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以上の良好胚を比較し，SqM群，　SM群それぞれscore　AA

32．8％vs　56．0％（p＜O．（）5），　AB　25．9％vs　42．9％，　BA　37．5％

vs　100％，　BB　34．5％vs　31．6％であった．着床率は初期胚で

はSqM群で高値を示したが，胚盤胞ではSM群で全体的

に高い傾向となった、【考察】Single　mediumはSequential

mediumに比較し受精・着床率に良好な成績を示し，特に

胚盤胞移植で良好な結果を得た．培養手技の簡素化，また単

一胚移植の面からも有用な培養環境を作ることができる．

2．移植日によるEmbryo　Glueの効果の比較

　　　　○岡村杏子，保科洋美，小林祐紀，小林美和，

　　　　　西田瑞枝，大江由紀，佐藤尚子，林奈津美，

　　　　　丸山美緒，龍田真由美，永田　誠小池彩乃，

　　　　　中西美幸，小平深雪，坂本　恵，酒井百世，

　　　　　吉川文彦，根津八紘

　　　　　　　　　　　　（諏訪マタニティークリニック）

　　　　　　　　　　　（諏訪リプロダクションセンター）

　Embryo　Glue（以下EG）はビアルロン酸添加による胚着

床促進効果とその強い粘性による胚の保護効果を期待して

開発された培養液である．今回凍結融解胚移植において従

来の培養液とEGの臨床成績を移植日別に比較検討した．

［方法］従来法で胚移植を行った2009．　1．1～2010．10．17に凍

結融解胚盤胞移植を行った261周期（以下C－B群），凍結融

解Day2胚移植を行った284周期（以下C－C群）と，　EG

で胚移植を行った2010．　10．　18～2012．4，30に凍結融解胚盤

胞移植を行った270周期（以下EG－B群），凍結融解Day2

胚移植を行った329周期（以下EG－C群）で妊娠率，臨床妊

娠率，着床率，流産率を比較した．［結果］妊娠率，臨床妊

娠率，着床率，流産率は胚盤i胞移植ではC－B群：63．6％，

41．（）％，41．1％，1（｝．8％，EG－B群：63．0％，44．4％，44．9％，

20．0％，Day2胚移植ではC－C群：45．4％，29．2％，19．8％，

25．3％，EG－C群：36．5％，23．7％，16．4％，192％となり，

胚盤胞移植では妊娠率は変わらないものの臨床妊娠率，着

床率はEG群で高い傾向にあったが，　Day2移植では妊娠

率，臨床妊娠率，着床率はEG群で低い傾向にあった．

［結論］EGの使用は胚盤胞移植においては臨床妊娠率，着

床率が改善する傾向にあり有効であると考えられるが，

Day　2胚移植では有効ではないことが示唆された．原因の

追及も含め今後さらに症例を重ね検討していきたい．

3．胚移植用培養液Embryo　Glue‘Rを使用して

　　　　○座光寺真紀，椎名一雄

　　　　　　　　　　　　　（椎名レディースクリニック）

　胚移植用培養液であるEmbryo　Glue　”（EG）はビアルロ

ナンが豊富に添加されており，CD44を介した接着促進効

果や，その強い粘性により物理的外圧（胚注入時に胚が受

ける）に対する保護効果があると考えられている．また，

Eぴの使用により妊娠率が上昇し，流産率が低下したこと

が国内外で報告されている．当院では2011年11月より胚

移植の培養液としてEGRを取り入れた、現在24症例（36

治療周期）にEぴを使用し，10例が妊娠8例が妊娠継続
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中である（症例当たり妊娠率41．7％）．流産は2例（流産率

20％）で，EG使用前の当院ART流産率　26．4％に比し減少

傾向である．まだ症例数が少ないが，流産率が低い結果が得

られた．

4．インスリン添加メディウムの使用は良好胚盤胞率

　向上につながるのか？

　　　　○渡邊紘之，福永憲隆永井利佳，北坂浩也，

　　　　　吉村友邦，田村総子，長谷川望，加藤道高，

　　　　　中山　要，竹内基子，青柳奈央，児嶋瑛子，

　　　　　大野浩史，安江香友子，糸井史陽，小栗久典，

　　　　　羽柴良樹，浅田義正

　　　　　　　　　　　（浅田レディース勝川クリニック）

　　　　　　　　（浅田レディース名古屋駅前クリニック）

　　　　　　　　　　　　　　　　（浅田生殖医療研究所）

　【目的】インスリンは胚発生において成長因子として働

き，マウス胚ではin　vitroでICMの細胞数を増殖させる働

きが報告されており（Harvey　and　Kaye　1990），インスリン

が添加された培養液であるQuinn’s　Advantage　Protein

Plus　Blastocyst　Medium　with　Insulin（SAGE，以下QI）が

発売された．当院ではインスリン非添加のQuinn’s　Advan－

tage　Protein　Plus　Blastocyst　Medium（SAGE，以下QB）を

Day3以降の培養に用いている．そこで，本検討では良好胚

盤胞率の向上を目的として，QIを用いたDay3以降の胚培

養を行い，良好胚盤胞率をQBと比較した．【対象及び方法】

2011年11月～2012年2月までの期間で当院にて体外受精

を施行し，2個以上の胚を培養した63周期394個（以下

IVF）及び前核期胚の融解胚移植147周期365個（以下T－

ET）を対象とした．同一症例をQB及びQIに分け，最大

Day　7まで培養を行い，良好胚盤胞率（Gardner分類≧3

BB）を算出した．【結果】IVFにおけるDay　5，　Day　6，

Day　7での良好胚盤胞率はQBでそれぞれ26．2％，30．9％，

0％となりtotalで40．5％（85／210）であった．　QIではそれ

ぞれ26．2％，29．1％，52．6％となりtotalで44．6％（82／184）

であった．T－ETにおけるDay　5，　Day　6，　Day　7での良好

胚盤胞率はQBでそれぞれ＆1％，21．9％，1＆5％となりto－

talで21．4％であった（45／210）．　QIではそれぞれ9．7％，

19．2％，37．5％となりtotalで22．6％（35／155）となった．

IVF，　T－ET共にQBとQIの間で有意な差は認められな

かった．【考察】QBとQIの間でtotalの良好胚盤胞率に有

意な差は認められなかった．また，Day　7における良好胚

盤胞率がQBと比較してQIでは高かったことから，　QIで

は胚発生に遅延が生じる傾向があると考えられた．した

がって，インスリン添加メディウムの使用は良好胚盤胞率

の向上に大きな効果は示さないと考えられた．

5．L一カルニチンのマウス加齢卵の発生能改善効果

○山本晃央1，古井辰郎lt鈴木紀子2，鈴木真理子2，

　水野智子2，牧野　弘2，森重健一郎’2

　　　　　（’岐阜大医学部附属病院産科婦人科）

　　　　（2岐阜大大学院医学研究科産科婦人科）
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　【目的】L一カルニチン（LC）はミトコンドリア内へ脂肪酸

を輸送し，β一酸化を促進する働きを持つ．我々は排卵後の

加齢による成熟卵の発生能低下をLCが改善することを報

告してきた．そこで加齢負荷およびLCが卵子の胚発生能

に与える分子機構をさらに検討した．【方法】8週齢C57BL／

6J雌マウスより，　hCG投与後14時間目で採取された凍結

未受精卵を用いた．融解後，2時間の回復培養を行ったhCG

投与後16時間目の成熟卵を新鮮卵，新鮮卵に加齢負荷とし

て7．5時間の追加培養を行ったhCG投与後23．5時間目の

成熟卵を加齢卵とした。それぞれの成熟卵から単為発生胚

を作出し，体外発生培養を行った．（1）新鮮群，（2）加齢群，

（3）加齢LC添加群の3群を設定し，　LCは体外発生培養の

培養液中に1．8mg／mlの濃度で添加した．胚発生能の評価

は，成熟卵および桑実胚の段階において1）MitoTracker

によるミトコンドリア膜電位，2）CellROXによる細胞内

ROS，免疫蛍光染色による3）ERKのリン酸化，4）AKT

のリン酸化の比較を行った．【結果】加齢卵では新鮮卵と

比較して，ミトコンドリア膜電位が低下しており，AKT

のリン酸化は上昇していた．桑実胚においては，加齢群で

はミトコンドリア膜電位とともにAKTのリン酸化が上昇

していた．LC添加を行った場合は，ミトコンドリア膜電

位とともに細胞内ROSが上昇していた．【結論】加齢卵お

よび加齢卵から作出した胚では，AKTの活性化が起こっ

ており，細胞が抗アポトーシスに関する経路を活性化した

ことが示唆される．LC添加によるミトコンドリア膜電位

および細胞内ROSの上昇は，ミトコンドリアでの酸化的リ

ン酸化を充進したことが示唆される．脂質代謝から供給さ

れるATPが加齢負荷による細胞内環境を改善し，胚発生

能を回復させた可能性が考えられる．

6．一般女性のAMH測定の試みと今後のありかたに

　ついて

　　　　○立木　都，園原めぐみ，阪本美香，胡桃沢智子，

　　　　　加納博美，福永憲隆小栗久典，羽柴良樹，

　　　　　浅田義正

　　　　　　　　（浅田レディース名古屋駅前クリニック）

　　　　　　　　　　　（浅田レディース勝川クリニック）

　　　　　　　　　　　　　　　　（浅田生殖医療研究所）

　【目的】Anti－Mullerian　hormone（AMH）はARTにおい

て卵巣の予備能力を示す指標とされているが，不妊治療施

設以外では，その認知度は低いのが現状である．当院では

2011年1月より一般社会向けに広報活動を開始した．これ

により当院患者以外の一般女性のAMHの値を知り得たた

め2011年生殖医学会で報告したが，今回追加データを報

告するとともに，今後のAMH検査のあり方を検討する．

【方法】当院の活動内容は，女性のためのインターネット検

索サイトへの登録タウン情報誌・フリーペーパー・女性

雑誌への掲載，当院長によるセミナーの開催により，卵巣

の予備能力やAMHについて知識を広めた．これらより知

識を得たのちに，自分のAMH値を知りたいと希望され検

査に同意の得られた491症例について報告する．【結果】

日生殖医会誌　58巻1・2号

491症例の平均AMHは2．4±2．6ng／ml（0．0～21．9ng／ml）で

あった．年齢は36．5±4．5歳（24～51歳），平均BMI20．7，喫

煙者30人（6．1％），未婚者119人（24．2％），既婚者372

人（75．8％）であり，平均妊娠回数O．49回，平均出産回数

0．18回であり，過去に不妊治療を受けたことがあると答え

たのは214人（43．6％）であった．今回340症例程データの

追加をしたが，結果の傾向に大きな変わりはなかった、

【考察】AMHの値は年齢以上に個体差が大きいことから，

各個人の卵巣予備能力を早期に知ることにより，不妊を訴

えられる女性の増加の予防になると考えられる．また，不妊

治療を開始する時にAMH値を知ることにより，卵巣の予

備能力が十分にあるので，まずは一般治療から開始でよい

のか，それとも予備能力の低下が伺えるため，早期のステッ

プアップあるいはARTの開始が必要であるかの判断のポ

イントになると考えられる．

7．AMHO．Olng／mL未満だった35歳以下のpoor・re－

　sponder　2例

　　　　○伴野千尋，安藤寿夫，北見和久，高橋明日香，

　　　　　山口恭平，吉田光紗，廣渡芙紀，向　麻利，

　　　　　寺西佳枝，横田夏子，矢野有貴，小林浩治，

　　　　　高橋典子，岡田真由美，河井通泰，皆元裕子，

　　　　　高柳武志，鈴木範子

　　　（豊橋市民病院総合生殖医療センター　同産婦人科）

　【緒言】抗ミュラー管ホルモンanti－Mtillerian　hormone

（AMH）は，前胞状卵胞ならびに小胞状卵胞の穎粒膜細胞か

ら分泌される．AMHの血中濃度低値は，卵巣予備能の低下

を示唆する．今回われわれは，AMHが測定限界O．Olng，／mL

未満だった35歳以下のpoor　responder　2例で，出産例と

流産例を1例ずつ経験したので報告する．【症例】症例1は，

FSH＞100mIU／mLにて紹介となった稀発月経の挙児希望

女性．カウフマン療法にてFSH〈30mlU／mLまで下降した

ところで，クロミフェン100mgx5日間とHMG　1，2501U

（総量）を用いたGnRHアンタゴニストプロトコールにて1

個採卵に至り，ICSIにて受精後分割期胚移植を行い，正常

分娩にて生児を得た．1年経過後の児の発育発達は正常で

ある．症例2は，FSH〈9mIU／mLで，月経周期不整の挙

児希望女性．uFSH・HMG併用450～6001U×16日間にて

2個のMII卵を得た．　IVFにて1個が受精し，桑実胚移植

にて妊娠反応陽性となった．しかし，エコー上胎嚢を認め

ることなく不全流産となり，排出物病理にて正常絨毛が証

明された．【考察】われわれが経験した35歳以下のAMH

ODIng／mL未満だった2例は，共に妊娠に至ったが，強い

卵巣刺激に対してもpoor　responderだった．しばしば注意

喚起されているように，AMH低値が挙児断念の十分条件

ではないことは，われわれの少ない経験からも明らかであ

る．今後，本検査を個別の症例にどのように活用すべきか，

更なる研究が必要と思われた．
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8．多嚢胞性卵巣症候群に対する腹腔鏡下卵巣多孔術

　の治療成績に関する検討

　　　　○塚原みほ子，岡　賢二，宇津野宏樹，山本綾子，

　　　　　橘　理絵，山田香織，内川順子，塩沢丹里

　　　　　　　　　　（信州大医学部附属病院産科婦人科）

　【目的】多嚢胞性卵巣症候群（PCOS）に対する外科的治

療法として，腹腔鏡下卵巣多孔術（以下LOD）の有効性が

報告されている．当科ではPCOSの診断基準を満たし，挙

児希望があるがクロミフェン療法が無効である症例にはゴ

ナドトロピン療法施行前であってもLODの施行を考慮し

ている．また，クロミフェン療法で排卵を認める症例でも，

長期不妊の場合は，looking　laparoscopyの際にLODを

行っている．今回，PCOS症例に対してゴナドトロピン療法

に先行してLODを行うことの有効性に関して検討した．

【対象と方法】最近5年間にPCOSに対してゴナドトロピ

ン療法施行前にLODを行った8例を対象とした．8例の平

均年齢は31．5歳平均BMIは20．2であり肥満症例は認め

なかった．またLHの平均値は14．99±6．578mlU／mlと中等

度高値であった．各症例とも腹腔鏡下にて卵巣表面にL

字フックモノポーラーを用いて約2秒焼灼し，1卵巣あた

り20～30個の孔を作成した．【結果】8例中術後の排卵率は

100％で，7例（87．5％）では自然排卵がみられており，残

り1例もクロミフェン療法で排卵を認めている．8例中3

例は妊娠成立し，2例では生児を得ており1例は妊娠継続

中である．また妊娠までの平均期間は5．6カ月であった．

術後の経過観察期間（12～58カ月）で，排卵が中断した症

例は1例のみであった．【結語】LODでは手術的な侵襲があ

るものの，ゴナドトロピン療法と同等な排卵率が期待でき，

さらにその効果は長期間持続する．多胎妊娠やOHSSのリ

スクも減少させることから，ゴナドトロピン療法導入前に

施行するメリットは大きいと考えられた．

9．ホルモン補充療法にて採精可能になった非閉塞性

　無精子症の1例

　　　　○梅本幸裕1，佐々木昌一，窪田裕樹，服部幸雄L）一

　　　　　佐藤　剛2，杉浦真弓2，岩月正一郎3，郡健二郎1

　（1名古屋市立大大学院医学研究科腎・泌尿器科学分野）

　　（2名古屋市立大大学院医学研究科産科婦人科学分野）

　　　　　　　　　　　　　　　　（：S大同病院泌尿器科）

　【背景】現在，男性不妊症における非閉塞性無精子症

（NOA）に対しては顕微鏡下精巣内精子採取術
（microdissection－testicular　sperm　extraction：MD－

TESE），閉塞性無精子症（OA）に対しては顕微鏡下精巣上

体精子吸引法（microsurgical　epididymal　sperm　aspira－

tion：MESA）にて採精を試み，採取できた精子を用い

ARTが行われている．しかし精子が存在しない場合一度

MD－TESEを行ってから2度目のMD－TESEを希望する患

者がいるが，採精率の向上を期待できる治療法はない．今

回私たちは初回のMD－TESEで採精できなかった症例に

ホルモン補充療法を行い，2度目のMD－TESEにて採精が
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可能であった症例を経験したので報告する．【症例】症例は

34歳男性．他院にて無精子症の診断にて当科紹介となっ

た．受診時精巣容量右19．8ml，左14．9ml，　LH　1．2mIU／ml，

FSH　5．OmlU／ml，　testosterone　l．88ng／ml，　PRL　32．3ng／ml

であった．このためOAの診断にてMESAを行った．しか

し術中MESAにて両側精子が確認できないため，　MD－

TESEに移行したが採精は不可能であった．一部生検組織

の病理標本よりhypospermatogenesis，　Johnsen　score　6．5

相当と診断した．その後外来において，再度ホルモン採血を

施行したところLH　O．9mlU／ml，　testosterone　1．57ng／ml

とやはり低値であった．そこでLH－RH負荷試験を施行し

たところ反応は良好，HCG負荷試験ではテストステロンの

反応も良好であった．このためHCG補充療法を開始した．

HCG製剤にrhFSHを併用し6カ月経過したところで

MD－TESEを施行した．これにて精子が採取でき，現在

ICSI施行中である．2回目の手術時での生検の病理標本は

Johnsen　score　7であった．【考察】今まではMD－TESEで

採精不可能なときは治療が終了となっていた．今後は精細

管内に精子細胞が存在するときは，1回目のTESEであき

らめず，積極的にホルモン補充療法を行いその後，second

MD－TESEを施行すると採精の可能性が期待できると考え

られた．

10．精子回収可能であった非モザイク型クライン

　　フェルター症候群症例における顕微授精治療の

　　検討

　　　　○服部幸雄1，佐藤　剛1，齋藤知恵子1，出原麻里1，

　　　　　梅本幸裕2，佐々木昌一2，杉浦真弓’

　　　　　　　　　　　　　（1名古屋市立大産科婦人科）

　　　　　　　　　　　　　　（2名古屋市立大泌尿器科）

　目的：非モザイク型クラインフェルター症候群では，精

巣内精子採取術（TESE）を施行しても精子回収不可能な症

例が多いが，精子回収可能症例でも，その後の生児獲得は困

難であることが多い．非モザイク型クラインフェルター症

候群における精子回収症例での，その後の顕微授精（ICSI）

治療について検討した．方法：2004年11月より2012年4

月までの期間で，当院で非モザイク型クラインフェルター

症候群症例に対してmicrodissection（MD）－TESEが施行

され，精子が回収および凍結保存できた7症例を対象とし，

治療帰結を後方視的に検討した．結果：7症例中，6症例で

は成熟精子が得られ，1症例では後期長型精子細胞（elon－

gated　spermatid）のみが得られた．治療を終了した5症例

の平均採卵回数は6．4回で，4症例では凍結保存した精子全

てを融解してICSIに使用し，1症例では凍結精子を残して

治療を終了した．採卵36周期中，胎嚢まで確認できた臨床

的妊娠は1症例2周期に認められ，この内1周期で生児獲

得に至った（採卵あたりの臨床的妊娠率：5．6％，採卵あた

りの生児獲得率　2．7％，症例あたりの臨床的妊娠率および

生児獲得率143％）．また化学的妊娠は2症例2周期で認

められたが，その後臨床的妊娠には至らず治療終了となっ

た．生児獲得症例では，計6周期治療が施行され，2回目
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の採卵周期で得られた胚の移植で稽留流産に至り，6周期

目の採卵周期で得られた胚の移植で生児獲得に至った．稽

留流産時の絨毛染色体は48，　XX，＋16，＋21であり，生産

児の羊水染色体検査の結果は46，　XXであった．結語：非

モザイク型クラインフェルター症候群では精子回収症例で

も生児獲得は困難であるが，生児獲得に至る症例も存在し，

当施設での治療症例でも正常核型の健児を得ることができ

た．生児獲得症例では6回の採卵を要し，また治療を重ねて

も生児を得ることができない症例も存在することから，治

療開始前に十分な説明を行うことが必要であると考えられ

る．

1L手術療法を行った小児精索静脈瘤の兄弟例

　　　　○天野俊康，今尾哲也，竹前克朗

　　　　　　　　　　　　　　（長野赤十字病院泌尿器科）

　抄録（はじめに）精索静脈瘤は，男性不妊症の原因の一

つとされているが，小児においては，gradeが高く，陰嚢

の痛みや不快感などが強い場合は手術適応となる．今回，

左精索静脈瘤の疾痛が強く手術を行った兄弟例を経験した

ので報告する．（症例1：兄）生来，左陰嚢上方の腫脹を認

めていた．2009年2月（12歳時），左陰嚢痛を認め，近医

を受診，左精索静脈瘤の診断にて，当科紹介となった．

Grade2の左精索静脈瘤を認め，左精巣容積がやや小さく

（右5．8ml，左3．Oml），疾痛が継続するため，3月24日，全

身麻酔下に左精索静脈瘤高位結紮術を施行した．術後創部

の1cmほど尾側に肉芽組織を認め切除を行ったが，15歳

時において，左陰嚢痛は消失し，精索静脈瘤の再発もな

く，精巣容積の左右差もなく正常と考えられた．（症例

2：弟）2009年7月（9歳時），走ったりジャンプした際に

左陰嚢部痛を認め，近医を受診し，左精索静脈瘤の診断に

て，当科紹介となる．Grade2の左精索静脈瘤を認めたが，

痔痛は比較的軽微であり，経過観察とした．しかしながら精

索静脈瘤のgradeが2→3となり，疾痛の頻度も増加した

ため，2012年3月21日（12歳時），全身麻酔下に単孔式腹

腔鏡下左精索静脈瘤結紮術を行った．術後1週間で精索静

脈瘤および痔痛は改善された．（考察）兄弟に認められた

精索静脈瘤の報告例はわずかであるが，実際に発症頻度が

低いのか単に報告されていないだけなのか，はっきりしな

い．精索静脈瘤は，男性不妊においては手術適応と考えら

れるが，小児～思春期では，Gradeが高く，痔痛や不快感

がある場合に，手術が考慮される．手術方法には高位結紮

術，腹腔鏡下（単孔式），顕微鏡下低位結紮術，静脈塞栓術

などが挙げられ，今回は高位結紮術，単孔式腹腔鏡下手術

ともにほぼ満足のいく結果であった．

12．感染症検体精子処理の安全性向上を目指して一

　　ディスポーザブル精子カウンティングチャン

　　バーは有効利用できるか一

○安江香友子，福永憲隆，永井利佳，北坂浩也，

　吉村友邦，田村総子，長谷川望，加藤道高，

　中山　要，青柳奈央，大野浩史，児嶋瑛子，

日生殖医会誌58巻1・2号

　　　　　竹内基子，渡邊紘之，糸井史陽，小栗久典，

　　　　　羽柴良樹，浅田義正

　　　　　　　　（浅田レディース名古屋駅前クリニック）

　　　　　　　　　　　（浅田レディース勝川クリニック）

　　　　　　　　　　　　　　　　（浅田生殖医療研究所）

　【目的】当院の精子処理前の精子数計測において運動精子

が多数見られた検体が，処理後の計測では運動精子の確認

ができないことがあった．精子数の計測はマクラー（Sefi－

Medical　lnstruments　Ltd．）を使用しており，感染症検体で

の使用後，次亜塩素酸で洗浄している．そのため運動精子

が確認できなかった原因として，洗浄後のマクラーに残留

した次亜塩素酸が精子を不動化したことが考えられた．更

に感染症検体で使用したマクラーの洗浄には時間を要し，

作業者の感染のリスクがあるため，今回ディスポーザブル

精子カウンティングチャンバー（以下ディスポ）の導入を目

指し，ディスポとマクラーで精子数を比較，検討した．

【方法】ディスポは，C－ChipDHC－SOI（INCYTO），　Cell－VU

（MillenniumSciences），　MC－CV－1010－G，　MC－CV－1020－G

（CellVison）を用いた．精子処理後の10検体について，　lml

あたりの運動精子数総精子数を各計算盤で計測，比較し

た．計測は3回以上行い，平均値を用いた．【結果】マクラー

とC－ChipDHC－SO1での運動精子数（106／ml）はそれぞれ

17．5±5．3，15．6±4．6であり，総精子数（106／ml）は54．8±

13．6，43、2±11．1であった．マクラーとCell－VUでの運動精

子数は20．3±4．5，14．5±3．6であり，総精子数は302±5．0，

20．5±3．8であった．マクラーとMC－CV－1010－G，　MC－CV－

1020－Gでの運動精子数はそれぞれ17．4±6．4，14±52，

9．7±3．3，総精子数は28．0±7．4，26．0±6．7，20．2±4．6であっ

た．各ディスポとマクラー間で運動精子数及び総精子数に

有意な差は認められなかった．【考察】結果より，ディスポは

マクラー同様に使用できることが示唆された．その中でも

MC－CV－1010－Gは，深さやグリッド線の幅がマクラーと同

じであり，精子数はマクラーと最も近い値を示した．MC

CV－1010－Gの使用により次亜塩素酸が不要となり，洗浄の

煩雑性，さらには精子不動化の懸念や作業者の感染のリス

クが軽減されるため，今後MC－CV－1010－Gを導入していき

たい．

13．習慣流産におけるSYCP3遺伝子変異の解析

　　　　○水谷栄太1，鈴森伸宏’，大瀬戸久美子1，大林伸太郎1，

　　　　　熊谷恭子1，尾崎康彦，中西　真2，杉浦真弓1

　　　　（’名古屋市立大大学院医学研究科産科婦人科学）

　　　　　（2名古屋市立大大学院医学研究科細胞生化学）

　【目的】習慣流産の原因の一つとして胎児染色体異数性が

ある．胎児染色体異数性は第一減数分裂における不分離が

主な原因である．減数分裂に関わるCohesin，対合，組換え

の異常によって染色体異数性が発生する．SYCP3遺伝子は

減数分裂第一期に，相同染色体を対合する蛋白質をコード

する．SYCP3遺伝子変異によって，染色体に不分離が起こ

り，流産が起こることが予想され，Bolorらは習慣流産患者

にintron7（IVS7－16＿delACTT）とexon8（657T＞C）の変
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異を報告した．ただし患者の実際の胎児染色体異常との関

係やその後の妊娠帰結は不明である．当院の習慣流産の

データを用い，SYCP3遺伝子変異を検討した．【方法】コ

ントロールとして流産既往のない出産歴のある女性を対象

とした．インフォームドコンセントの後本学のヒト遺伝

子倫理委員会の承認の下で同意の上で採血し，EDTA添

加全血よりDNAを抽出した．習慣流産以外に無精子症な

どで遺伝子変異の報告がある領域を包括するよう，Exon7

からExon9についてPrimerを設定しPCRを施行した．

Dye　Terminatorサンガー法にて同じプライマーを用いて

ダイレクトシークエンスを行い塩基配列を解析した．【結

果】習慣流産患者101名，コントロール82名より採血し

DNAを抽出した．習慣流産患者のうち1名，またコント

ロール患者から1名に既報告と同部位のexon8（657T＞C）

変異を認めた．同習慣流産患者の当院での流産時絨毛染色

体検査は正常核型であった．【考察】exon8（657T＞C）変異

を習慣流産患者およびコントロール患者より1名ずつ認め

た．657T＞Cはサイレント変異であり，既報告の5γCP3

変異は習慣流産の原因でなないことが示唆される．

14．子宮内膜症腹腔鏡下手術におけるジエノゲスト

　　術前短期投与の有用性

　　　　○大沢政巳1，堀　久美lt浅野美幸L，辰巳佳史lf

　　　　　佐藤真知子1，都築知代1，上條浩子1，山田礼子1，

　　　　　伊藤知華子2，成田　収1

　　　　　　　　　　　　　　　　（】成田育成会成田病院）

　　　　　　　　　（2レディスクリニックセントソフィア）

　【目的】チョコレート嚢胞を有する子宮内膜症に対する

腹腔鏡下保存手術の術前ホルモン療法の必要性や，その至

適投与期間については議論が多いところである．そこでジ

エノゲスト（以下DNG）を比較的短期間投与した後にチョ

コレート嚢胞の腹腔鏡下保存手術を行った症例を検討し，

DNG術前短期投与の有用性について考察することとした．

【方法】平成20年7月から24年2月までの間に，当院にお

いてチョコレート嚢胞を有する子宮内膜症に対し，術前に

40日未満の短期DNG投与を行ってから腹腔鏡下保存手術

を施行した37例（D（＋）群）と，DNGを投与せずに同様

の手術を施行した49例（D（一）群）について，手術時間・

出血量・術後の再発・術後の妊娠成立等について検討し

た．【成績】D（＋）群の平均DNG投与日数は1＆3±60

（11～34）日であった．’ltE均手術時間はD（＋）群93分，　D

（一）群91分で有意差を認めなかった．平均出血量はD（＋）

群156ml，　D（一）群178mlで，　D（＋）群で少ない傾向を

認めたが有意差は認めなかった．術後の嚢胞あたり再発率

はD（＋）群10．4％，D（一）群14．1％で，　D（＋）群で低

い傾向を認めたが有意差は認めなかった．術後の自然およ

び人工授精による妊娠率はD（＋）群29．7％，D（一）群25％

で，D（＋）群で高い傾向を認めたが有意差は認めなかった．

摘出したチョコレート嚢胞の病理所見において，DNG14

日間投与の2例に間質の偽脱落膜変化が認められた．【結

論】チョコレート嚢胞に対する腹腔鏡下保存手術における
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DNGの術前短期投与により，有意差はないものの手術時

出血量は減少，術後再発率は低下，術後の自然および人工

授精の妊娠率は上昇する傾向が認められた．2週間程度の

短期投与でもチョコレート嚢胞に組織学的変化が認められ

る症例があり，DNGの術前投与は短期間でも有用性が期

待できる．

15．再発子宮内膜症性嚢胞合併の不妊にジエノゲス

　　ト7カ月間投与し体外受精胚移植で妊娠成立し

　　た1症例一ジエノゲスト投与前後に施行した2

　　回の体外受精の結果より一

　　　　○鈴木康之，伊藤敏谷，小田智昭，矢田大輔，

　　　　　窪田尚弘，大柴孝次、小野美代子

　　　　　　　　　　　　　　　　　（富士市立中央病院）

　重症子宮内膜症手術後の再発例に対する不妊には高度生

殖補助医療（ART）が推奨されている．しかし，子宮内膜

症の存在は採卵数の低下および卵子の質の低下に関連し，

着床環境にも悪影響を及ぼす可能性がある．今回，子宮内膜

症腹腔鏡下手術後再発し1回目ART周期では採卵するも

受精しなかった不妊患者において，2回目ART施行前に

第4世代プロゲスチンであるジエノゲストを長期投与し，

連続して卵巣刺激開始して採卵し良好胚を得て妊娠成立し

た症例を経験したので報告する．症例　36歳　0経妊　他

医にてAIH7回するも妊娠成立せず，挙児希望，月経困難お

よび月経時以外の下腹部痛を主訴に当院受診．両側子宮内

膜症性嚢胞と診断した．腹腔鏡下右卵巣嚢胞摘出術および

左付属器子宮内膜症病巣除去術施行したが7カ月後には左

卵巣嚢胞30mmと再発を認めた．その後も一般不妊治療で

は妊娠しないためGnRHaロングプロトコールにて卵巣刺

激しART施行（Gn総投与量1，800単位，　HCG投与日E2

748pg／ml）．穿刺困難なため左子宮内膜症性嚢胞穿刺吸引

後，左卵胞を2個穿刺し2個成熟卵を得るも受精しなかっ

た．なお右卵巣は位置的に採卵不可能であった．その後も左

下腹部痛の訴えが強く嚢胞再発も認めるため，ジエノゲス

ト2mg／dayを7カ月間投与したところ疾痛は消失し左卵

巣嚢胞もやや縮小した．連続してGnRHaショートプロト

コールにて卵巣刺激を開始しART施行（Gn総投与量

1575単位，HCG投与日E2　693pg／mD．前回とほぼ同様に

位置する左卵胞を2個穿刺採卵，初期胚（8細胞Veeck2）を

1個移植，妊娠成立し現在胎児発育良好である．再発子宮

内膜症性嚢胞合併のART不成功例にはジエノゲスト長期

投与後のARTも選択肢の一つになると考えられた．

16．初期子宮内膜癌および異型内膜増殖症に対する

　　MPA療法の有効性に関する検討

　　　　○西澤千津恵，田中弓子，今井　宗，森　　篤

　　　　　　　　　　　　　　　　（長野市民病院婦人科）

　【緒言】挙児希望のある初期内膜癌患者の治療には従来

より高用量MPA療法が行われ，治療後の妊娠例も多数報

告されている．妊よう性温存治療の自験例について有効性，

再発率，妊娠予後について検討した．【対象】挙児希望の
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ある初期子宮内膜癌4例　異型内膜増殖症9例の計13例

について検討した．10例に排卵障害があり，そのうち9例

がPCOSであった．【方法】MPA600mg／dayをバイアスピ

リン100mgとともに，26週を目安に投与した．8週，16

週で内膜全面掻爬を行った．【結果】完全に病変が消失し

た（CR）例が9例，腫瘍の縮小が認められた（PR）例が2

例であり，有効率は84％（11／13）であった．2例は病変が

消失せず子宮摘出を行った．有効例11例のうち3例（27％）

が9カ月以内に再発し，再度MPA療法を行った．2例が

再びCRとなった．1例は病変が消失せず子宮摘出を行っ

た．再発例はすべて無排卵症例であった．有効例11例の

うち治療後9カ月以内に3例が妊娠し，健常児を得てい

る．妊娠例のうち2例には排卵障害がなく，1例には軽度

排卵障害があった．PCOS症例で妊娠成立した症例はな

かった．MPAによる重篤な副作用は無かった．【まと

め】初期内膜癌に対しMPA療法はであるが，　CR症例でも

早期に再発してくる場合がある．再発例は無排卵症例に多

いことから，寛解後積極的に排卵誘発やカウフマン療法を

行い月経周期を確立することが重要である．

17．採卵および人工授精後に付属器膿瘍を合併した2

　　症例

　　　　○吉田光紗1，安藤寿夫1，北見和久1，高橋明日香t，

　　　　　伴野千尋lr山口恭平1，廣渡芙紀’s向　麻利1，

　　　　　寺西佳枝1，横田夏子1，矢野有貴1，小林浩治1，

　　　　　高橋典子1，岡田真由美1，河井通泰1，若原靖典2

　　（1豊橋市民病院総合生殖医療センター　同産婦人科）

　　　　　　　　　（2つつじがrnウイメンズクリニック）

　【緒言】稀ではあるが，採卵や人工授精の合併症に骨盤内

感染がある．このため，当院では処置後に抗生剤を処方し

ているが，それにもかかわらず付属器膿瘍を合併し，開腹

手術を要した2症例を経験したので報告する．【症例】＜症

日生殖医会誌58巻1・2号

例1＞0経妊．視床下部性排卵障害と約3cm大の左卵巣内

膜症性嚢胞を認め，一般不妊治療にて2年半妊娠成立せ

ず，初回採卵を実施した．新鮮胚移植後の妊娠反応は陰性

だった．採卵から15日後に軽度の下腹部痛が出現し，通

院にて経過観察していたが，軽快しなかった．採卵から

21日後にMRIで骨盤腹膜炎，左卵巣膿瘍と診断して入院

となった．抗生剤治療を行うも軽快せず，採卵から24日

後に左付属器切除術と癒着剥離術を施行した．手術12日

後に下腹部痛と発熱を生じ，CTにて骨盤内膿瘍を認め

た．抗生剤治療を行うも改善乏しく，経膣的ドレナージ術

を施行し，治癒した．その後，胚移植にて2回妊娠成立

し，第1子を骨盤位のため38週で帝王切開，第2子も38

週で帝王切開にて出産した．再発は認めていない．〈症例

2＞1経妊1流産．多発性子宮筋腫にて核出術を施行後，

再発にて6年後に再手術となった．再手術2カ月後より

Peritoneal　inclusion　cystを認め，再手術8カ月後に癒着

剥離手術を施行した．癒着剥離手術4カ月後の人工授精後

に発熱と下腹部痛が出現した．炎症反応が高値でMRIにて

両側卵巣・卵管膿瘍を認めて入院となり，抗生剤治療を開

始した．発症9日目に両側卵管切除術と両側卵巣膿瘍開窓

術を施行した．術後経過良好であり，速やかにARTへ移

行する予定である．【考察】骨盤内膿瘍は，骨盤内の癒着や

付属器炎既往，子宮内膜症患者で発症しやすいと報告され

ており，今回経験した2症例もこれに該当する．このよう

な患者では注意して経過を追う必要があると思われた．
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1．中鎖脂肪酸を代謝するAdipose　triglyceride　lipase

　（ATGL）の造精能における機能

　　　　○正木秀武1，中村仁美1，平野賢一2，熊澤恵一，

　　　　　瀧内　剛1，藤森由香1，後安聡子1，金　南孝1，

　　　　　三宅達也】，古谷毅一郎1，筒井建紀t，木村　正1

　　　　　　　　（1大阪大大学院医学系研究科産婦人科）

　　　　　　　（2大阪大大学院医学系研究科循環器内科）

　【目的】ATGLは中性脂肪を加水分解する酵素であり，脂

肪，心筋，骨格筋，精巣で高発現が認められている．我々は，

生活習慣病と男性造精能の関係を検討することを目的とし

て，ATGL欠損マウスを用いてオス造精能におけるATGL

遺伝子の役割について検討した．【方法】離乳後よりATGL

欠損マウスに長鎖脂肪酸を中鎖脂肪酸に置換したMCT食

あるいは，長鎖脂肪酸を含有する対照食であるLCT食を

与え，4週間飼育した．造精能は精巣上体尾部を，modified

HTF・medium中で細切し，精子濃度精子運動率により評

価した．精巣を，HE染色およびoil－Red－O染色に共し，組

織学的検討を行った．さらに精嚢を摘出しフルクトース濃

度の測定を行った．【成績】MCT食を与える事により，コン

トロール群で全く認めなかった運動精子が確認できた（0％

vsl6％）．コントロール群で認められる精巣組織における

oil－Red－0陽性の空胞形成がMCT食により減少した
（385．8±4＆2vs．280．1±36．4／mmり，また，　MCT食により精

嚢組織中のフルクトース濃度の上昇を認めた．（439±8．4

vs　75．4±1＆7　mg／組織重量）．【結論】ATGL欠損マウスで

は，長鎖脂肪酸を代謝する事ができず，中性脂肪が精巣に蓄

積する．長鎖脂肪酸を中鎖脂肪酸に置換した食餌により精
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嚢組織中のフルクトース濃度が上昇し，運動精子を認める

ようになった，この事から，ATGLの欠損により遊離脂肪

酸が減少し，その代償としてグルコースが消費され，これに

より造精能が障害される事が示唆された．

2．子宮内膜症合併不妊症例の穎粒膜細胞におけるア

　ンドロゲンレセプター（AR）プロモーター領域のメ

　チル化率の検討

　　　　○樋口容子，山下能毅，山本　輝，吉田陽子，

　　　　　川邉紗智子，鎌田美佳，林篤史，林正美，

　　　　　大道正英

　　　　　　　　　　　　　　　　（大阪医科大産婦人科）

　【目的】子宮内膜症が不妊を引き起こす機序は多岐にわた

り不明な点が多い．雄性個体においてエストロゲンが生殖

機能や脂質代謝など様々な生理機能に重要であることが明

らかになりつつあるが，雌性における男性ホルモンの重要

性に関しては多くの謎が存在する．アンドロゲンレセプ

ター（AR）は穎粒膜細胞に存在している．今回我々は，子

宮内膜症の妊孕性に対する影響を検討する目的で，子宮内

膜症合併不妊症例と非子宮内膜症性不妊症例の頼粒膜細胞

におけるARプロモーター領域のメチル化率を算出し，比

較・検討した．【対象と方法】2011年3月から2012年6月，

インフォームドコンセントを取得後，採卵時に願粒膜細胞

を得られた22例を対象とした（子宮内膜症合併不妊症例：

5例，非子宮内膜症性不妊症例：17例，平均年齢：40．5　k

（29～46歳））．まず卵胞液より願粒膜細胞を採取後，total

DNAを抽出した．その後，バイサルファイト処理し，メチ

レーション特異的PCR法（MSP）で増幅した．さらに，

GeneArtR　Site－Directed　Mutagenesis　Systemで，人工合成

したメチル化または非メチル化したDNAをインサートし

たプラスミドを使用し，検量線を作成した．これらを用い

て，ARプロモーター領域のメチル化および非メチル化さ

れたDNAの分子数を測定し，それぞれのメチル化率を算

出した．【結果】子宮内膜症合併不妊症群は53．92±

38．11％，非子宮内膜症性不妊症群は19．44±16．95％であっ

た（p＜O．05）．子宮内膜症合併不妊症例では非子宮内膜症不

妊症例と比較して，ARプロモーター領域のメチル化率が

有意に高値であった．年齢，妊娠・分娩歴の有無，採卵数，

受精率，良好胚率とメチル化率に相関を認めなかった．【ま

とめ】子宮内膜症を伴う不妊症において，ARプロモーター

領域のメチル化が関与する可能性が示唆された．

3．Efficient　Transfection　of　DNA　into　Primar皿y　Cu1－

　tured　Rat　Sertoli　Cells　by　Electroporation

　　　OFuping　LL　Kohei　Yamaguchi，　Keisuke　Okada，

　　　　Kei　Matsushita，　Noritoshi　Enatsu，

　　　　Koji　Chiba，　Masato　Fujisawa

　（Division　of　Urology，　Department　of　Surgery　Related，

　　　　Faculty　of　Medicine　Kobe　University　Graduate

　　　　　　　　　　School　of　Medicine，　Kobe，　Japan）

Introduction　and　Objective；Expression　of　exogenous
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DNA　in　Sertoli　cells　is　essential　for　studying　of　its　func－

tional　genomics，　pathway　analysis　and　medical　applica－

tions．　Electroporation　is　a　valuable　tool　for　nucleic　acid　de－

livery　even　in　primarily　cultured　cells　which　are　consid－

ered　difficult　to　transfect．　In　this　study，　we　described　an

optimized　protocol　for　electroporation－based　transfection

of　Sertoli　cells　and　compared　its　efficiency　with　conven－

tional　lipofection．　Methods；Sertoli　cells　were　transfected

with　pCMV－GFP　plasmid　by　square－wave　electroporation

in　different　conditions．　Results；According　for　both　cell

survival　and　the　percentage　expressing　EGFP，250　V　was

determined　to　produce　the　greatest　number　of　transiently

transfected　cells．　Keeping　voltage　consistent（250　V），the

pulse　length　of　20μm　was　observed　relatively　higher　cell

survival　（76、5±3．4％）　and　transfection　efficiency　（30．6±

5．6％），The　number　of　pulses　significantly　affected　cells

survival　and　EGFP　expression　（P＜O．OOI）．The　yield　of

positive　cells　increased　with　increasing　concentrations　of

plasmid　DNA（range　10－50μg／ml）from　14．0±2．8％to

35．0±6．3％respectively，　but　cells　viability　steadily　de－

creased　following　20μg／ml　plasmid　DNA　from　73．1±4．9％

to　57．0±6、6％．　Compared　to　two　popular　cationic　Iipids

transfection　methods，　the　transfection　efficiency　of　elec．

troporation（215±5．7％）was　significantly　higher　than

Lipofectamine　2000’「M（2．9±1．0％）and　EffecteneTM（1．9±

O．8％）in　this　experiment（P＜O．OOI）．　Conclution；We　de－

scribed　the　process　of　optimizing　electroporation　condi－

tions，　and　the　successful　electroporation　of　plasmid　DNA

into　primarily　cultured　Sertoli　cells．　Our　results　indicated

that　the　method　of　electroporation　is　more　suitable　for

transfection　of　Sertoli　cells．

4．精巣におけるポドシンの作用メカニズムの究明

　　　　○江夏徳寿，山口耕平，岡田桂輔，李　福平k

　　　　　松下　経，千葉公嗣，三宅秀明，藤澤正人

　　　　　　（神戸大大学院医学研究科腎泌尿器科学講座）

　【背景と目的】ポドシンは腎臓の糸球体毛細血管壁の足突

起に位置しており，スリット膜のバリア機能に重要な役割

を果たしていることが報告されている．腎臓の他に脳と精

巣でも発現が確認されいてるが，脳や精巣内での働きは

はっきりしていない．今回我々はポドシンの精巣内での働

きについて研究し，解明を目指す．【方法】成熟ラットを用い

て精巣でのポドシンの発現をPCR，ウェスタンブロットで

確認した．また，免疫染色を行い精巣内での局在を確認し

た．比較対象の不妊ラットとしてCDDPを投与したラット

を用いてポドシンの発現の変化を確認した．さらに腎臓に

おいてポドシンの発現を安定化させる効果が立証されてい

るARBを用いてCDDPの影響を緩和できるか実験した．

同様に，ラットより抽出した培養セルトリ細胞を用いて蛍

光免疫染色PCRを行いポドシンの発現の確認を行い，

vivo同様にcDDP，　ARBを加えその発現の変化を確認し
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た．【結果】ラット精巣内にポドシンが発現していることが

PCR，ウェスタンブロットで確認できた．さらにCDDP

の投与にてポドシンの発現が低下し，ARB追加投与によっ

て発現の低下が緩和できることが確認できた．また蛍光免

疫染色法にてポドシンは精細管のtight　junctionに分布し

ており，CDDP投与によって不連続な穎粒状パターンへと

変化したが，ARB投与によって再び連続性を得ることが確

認できた．これらの変化は精細管の病理所見や精液所見と

リンクしていた．In　vitroの実験では，蛍光免疫染色にて培

養セルトリ細胞の細胞壁側に強くポドシンの発現を確認し

た．この発現はCDDPの投与により低下することが確認さ

れ，ARB追加投与にてある程度緩和されることが確認され

た．同様の変化はRT－PCR法でも確認することができた．

【結論】ポドシンは精巣のtight　junctionを形成するタンパ

クであり，その発現パターンより精巣のバリア機能に関与

していることが示唆された．

5．性的玩具による陰茎絞拓症の1例

　　　　○山本晋史1，鎌田良子lt吉村力勇2，井口太郎3，

　　　　　鞍作克之1，仲谷達也：S

　　　　　　　　　　　　　　（1育和会記念病院泌尿器科）

　　　　　　　　　　　　　　　（2大阪鉄道病院泌尿器科）

　　　　　　　　　　　　　（3大阪市立大医学部泌尿器科）

　症例　患者：40歳代，男性．主訴：陰茎壊死．現病歴：

平成24年9月当院泌尿器科初診．3週間前に性交時にプラ

スチック製のリングを陰茎に装着，使用後に脱着せず入眠

してしまった．約10時間後にリングは自然脱落した．その

後亀頭部が次第に腫大するも蓋恥心により放置，発症15

日目より発熱を認め，尿路感染症の診断にてクラビット処

方を受け解熱した．その後亀頭部の変色と排尿困難が増強

したために当院泌尿器科受診となった．初診時現症：冠状

溝より遠位の亀頭部は炭化し壊疽の状態であった．同日陰

茎造影MRIを施行すると両側陰茎海綿体と亀頭部の尿道

海綿体の血流が陰茎根部より消失していた．BUN　16／Cr

O92／WBC　11，800／CRP　O．50発症27日目に腰椎麻酔＋硬膜

外麻酔下に陰茎部分切断術を施行した．亀頭部は硬く炭化

していた．尿道海綿体に痩孔ありまずバルンカテーテルを

留置，次いで陰茎海綿体を血流の残存する部分まで約6cm

にわたって切離し断端の形成を行った．次いで尿道海綿体

を適当な長さで切離し，尿道口の形成を行い終了した．約

2cmの陰茎の形状は残った．術後6日目にバルンカテーテ

ル抜去，経過良好にて術後9日目に退院となった．考察：

陰茎絞拒症による循環障害は約6時間以内に解除されない

と遠位の壊死に至る可能性が高いとされている．今回の症

例の絞ffE時間は約10時間であり，結果的に陰茎海綿体の

壊死を来たし最終的には陰茎切断に至った．差恥心により

専門医受診が遅れ，途中壊死部の感染を合併した．血流状

態の評価には陰茎造影MRIが有用であり，手術時の所見

と一致していた．
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6．直腸癌に対する腹腔鏡下低位前方切除術後に気尿

　　を契機に発見された直腸精嚢度の1例

　　　　○惣田哲次，木内　寛，竹澤健太郎，奥田英伸，

　　　　　高尾徹也，宮川　康，辻村　晃

　　（大阪大大学院医学系研究科器官制御外科学（泌尿器））

　今回，我々は直腸癌低位前方切除術後に，非常に稀な病

態である直腸精嚢痩を合併した1例を経験したので報告す

る．症例は56歳男性cT3，　NO，　MO，　stage　II，　Rb直

腸癌に対し，腹腔鏡下低位前方切除術，D3郭清を施行し

た．病理組織診断はtub2，　pA，　INFb，　lyl，　vl，　n1，

pPMO，　pDMO，　pRMO，　stage　IIIaであった．術後経過良

好にて，術後9日目より食事を開始したが，術後14日目

に気尿が出現し，尿沈渣で膿尿を認めた．精査のため腹部

CTを施行したところ，膀胱内に気腫像があり，大腸内視鏡

検査では直腸吻合部に小痩孔を認めた．しかしながら，膀胱

鏡検査では憩室を認めるのみで，膀胱粘膜には異常がな

く，棲孔は認められなかった．そこで直腸側より棲孔造影

を行い，腹部CTを撮影したところ，左精嚢への造影剤の

貯留および気泡が描出され，直腸精嚢痩とそれによる気尿

と診断した．術後30日目に直腸側より内視鏡下にカニュ

レーションを行い，フィブリン糊を用いて痩孔閉鎖を行っ

た．術後，気尿は消失し，2週間後の大腸内視鏡検査で痩

孔閉鎖を確認した．直腸精嚢棲を含めた腸管精嚢痩の報告

は稀であり，我々が調べえたかぎり本邦および海外での報

告を合わせて21例だけである．直腸癌手術後が9例と最

も多く，続いて憩室炎やクローン病に合併するものが報告

されている．直腸精嚢の痩孔形成の原因は，腸吻合部の縫

合不全などから腸内容物の漏出が起こり，そこから精嚢へ

の感染によるものと考えられている．治療を含めて，若干

の文献的考察を加え報告する．

7．前立腺癌小線源療法施行患者におけるタダラフィ

　ルの性機能，排尿機能および健康関連QOLに及ぼ

　す影響の検討　中間報告

　　　　○永井康晴，南　高文，菊池　尭西本光寿，

　　　　　小林泰之，清水信貴，林　泰司，辻　秀憲，

　　　　　野澤昌弘，吉村一宏，石井徳味，植村天受

　　　　　　　　　　　　　　（近畿大医学部泌尿器科学）

　（背景）勃起機能に対して小線源療法は前立腺全摘除術

と異なり影響が比較的小さいとされている．よって，放射

線療法前と変わりない性生活を希望している患者は少なく

ないと推測されるが，なかには前立腺癌であること，下腹部

への放射線照射，前立腺への線源挿入等による心理的負担

および放射線による勃起神経の障害によるEDのため性生

活に消極的になっているケースもあると考えられる．しか

しながら我が国において小線源療法後のED治療剤の効果

およびQOLに及ぼす影響に関して詳しく調査された報告

がないのが現状である．（目的）限局性前立腺癌に対する

小線源療法実施後ED治療を希望した患者において性機能

関連QOL（EPIC性関連ドメイン）および健康関連QOL
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（SF－8）の経時推移を調査する．比較対照としてED治療を

希望しなかった患者において同様に性機能関連QOL，健康

関連QOLを調査し比較検討する．また小線源療法は線源

の前立腺内への挿入により排尿障害が生じることが知られ

ている．今回，前立腺肥大症患者に対して排尿機能に好影

響を及ぼすことが報告されているタダラフィルをED治療

剤として使用し性機能評価に加えて排尿に関する自覚症状

に及ぼす影響についてIPSS質問票を用いその効果を調査

する．（対象と方法）対象は2012年12月の時点で登録さ

れた小線源療法術後症例27例である．タダラフィルは定期

的に服用することにより前立腺癌治療後の勃起機能の回復

が早まる効果が期待できること，日常的な勃起機能の改善

が患者の健康感の向上に寄与する可能性があることから1

週から2週毎に1回の服用とした．主要評価項目を放射線

療法開始前から放射線療法開始24週後時点までのEPIC

性関連ドメインについてED治療剤投与群と非投与群のス

コァの比較とし副次的評価項目をSF－8，　EPIC排尿ドメイ

ン，IPSSについての両群のスコアの比較とした．今回2013

年2月までの比較検討を中間報告する．

8．AZFc（azoospermia　factor　c）領域微小欠失症例に

　おける顕微鏡下精巣精子採取術（micro－TESE）につ

　いての検討

　　　　○石川智基1，苔口昭次2，塩谷雅英2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1石川病院）

　　　　　　　　　　　　　（2英ウィメンズクリニック）

　（目的）現時点において，非閉塞性無精子症の大半は

TESEによる精巣精子を用いた顕微授精でしか挙児を得る

ことができない．micr（）－TESEは低侵襲で，精子回収率も

比較的高いとされているが，その値は45％前後と満足す

べきものではない．術前に精子回収もしくは精子回収絶対

不可を予測できる因子やデバイスの開発が強く求められ

る．（方法）無精子症患者220例に対して，詳細なる病歴聴

取を行い，染色体検査，精巣容量測定，精子回収不成功予

測因子として，AZF遺伝子微小欠失検査を施行した．

AZFaもしくはAZFbに一部分でも欠失のある患者18例

（8．1％）には精子回収の可能性がないことを説明し，micro－

TESEを回避した．　AZFc微小欠失を呈した8例（3．6％）

にmicr〔）－TESEを行った．（結果）AZFc微小欠失を呈し

た8症例において，年齢36．8±5．1歳FSH・13．4±10．4mlU／

ml，　LH　4．3±2．1mIU／ml，　T　424．7±134．Ong／dl，精巣容量

13．0±4．8mlであった．8例中7例が染色体46XY，1例が

46X？Yとの診断であった．8例中5例（62．5％）において精

子回収が可能であった．回収精子数く1，000個が2例，1，000

個く回収精子数＜10，000個が2例，＞10，000個が1例で

あった．Random　biopsyで5例の回収群では2例がlate

hypospermatogenesis，1例がearly　hypospermatogene－

sis，2例がSertoli　cell　only　syndromeであり，精子回収不

可能であった3例はすべてmaturation　arrestであった．回

収精子においては奇形精子（未熟精子と思われる）が多い傾

向があった．回収群と回収不可能群間にホルモン値，年齢，
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精巣容量において有意な差は認めなかった．（結論）AZFc

微小欠失を呈する無精子症患者においては高率に精子回収

が可能であるが，回収精子の質，量共に十分でないことが多

い．

9．痛みの点からみた選択的卵管造影検査の有効性の

　検討（子宮卵管造影検査，卵管通水検査との比較）

　　　　○清須知栄子，今井智子，新居　遥，徐　東舜

　　　　　　（医療法人社団徐クリニックARTセンター）

　【目的】子宮卵管造影検査（以下HSG）や卵管通水検査は，

不妊検査の中では痛みが強く患者負担の大きい検査であ

る．HSGや卵管通水検査の痛みの原因は，子宮腔内への過

剰な水圧に起因すると考える．それに対して，選択的卵管造

影検査（以下SSG）は子宮腔内への過剰な水圧を加えない

ため，痛みに対してはHSGや卵管通水検査より小さいもの

と推定される．そこで今回我々は，事前にHSGや卵管通

水検査を行い，その後当院に転院しSSGを行った症例に

対してHSGや卵管通水検査，　SSGの痛みの程度がどの程

度か比較検討した．【対象】2012年に初診で来院された患

者で，他院でHSGや卵管通水検査をおこなった経験をも

つ23症例を対象とした、HSGを行ったことがある12症

例の平均年齢は35．2±4．7歳，平均不妊期間は1年11カ

月，卵管通水検査を行ったことのある11症例の平均年齢

は34．4±3．5歳，平均不妊期間は3年1カ月であった．【方

法】検査中と検査後30分後の痛みはVASスケールを使用

し，痛みがなかった場合はO，最も強い痛みの場合を10

として痛みの程度を選択してもらった．【結果】SSG　vs．

HSGの痛みの強さは，検査中で2．5　vs．　5．4（P＜0．01），検査

30分後で2．9　vs．　5．0（P＜O．Ol）であった．どちらもHSG

の方が有意に痛みは強かった．SSG　vs．卵管通水検査の痛

みの強さは，検査中で2．9　vs．6．4（P＜0．01），検査30分後で

2．1　vs．　5．4（P＜O．Ol）であり，こちらも卵管通水検査の方が

有意に痛みは強かった．HSG　vs、卵管通水検査の痛みの強

さは，検査中で5．4vs．6．4（P　＝　O．26），検査30分後で5．0　vs．

5．4（P＝O．71）であった．HSGと卵管通水検査では痛みに有

意な差はなかった．【結論】選択的卵管造影検査は，子宮卵

管造影検査や卵管通水検査に比べ有意に痛みがない点か

ら，卵管の造影検査は選択的卵管造影検査の方が適してい

ると考える．

10．原因不明の1VF－ET反復不成功例の患者に関する

　　ダナゾールの有用性

　　　　○新居　遥，清須知栄子，今井智子，徐　東舜

　　　　　　（医療法人社団徐クリニックARTセンター）

　【目的】子宮内膜症の治療薬であるダナゾール（ボンゾー

ル）は，反復不成功例の体外受精一胚移植（IVF－ET）の妊娠

率の向上に有効であることが報告されている．今回我々は，

原因不明の反復不成功例の患者に対し，ボンゾール治療の

直後，融解胚移植を行い，これらの症例に対するダナゾー

ルの有用性を検討した．【患者背景および方法】3BB以上

の良好盤胞胚（ガードナーの胚盤胞分類）を2回以上連続で
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移植したにもかかわらず一度も妊娠に至っていない，反復

不成功例の患者12症例を対象とした．いずれの症例も，

子宮筋腫や内膜発育不全などの着床不全の原因となる因子

を認めなかった．平均年齢37．8±2．7歳平均既往移植回

数4．3±1．8回，ならびにNK活性17．8±9．5％であった．こ

れらの症例に対し，ボンゾールを1日当たり400mgを12

週間投与後，プラノバール1錠11日間で消腿出血を起こ

した後，ホルモン補充周期（HRC周期）にて3BB以上の良

好融解胚移植を行った．【成績】臨床妊娠率，および，流

産率は，それぞれ41．7％（5／12），および，40％（2／5）であっ

た．また，有意差は認められなかったが，妊娠症例のNK

活性は14．2±9．8％と，妊娠不成功症例のNK活性（SD）は

20．3±92％に比べ，低い傾向が見られた、【結論】IVF－ET

治療において反復不成功の患者に対し，ダナゾール療法を

行うことで，直後の移植における妊娠の成功率が大幅に改

善されたことから，ダナゾールの有用性が示された．ま

た，ダナゾール療法の対象は，NK活性が低い例に適して

いることも示唆された．

ll．アネキシンV－MACSの使用経験

　　　　○小池浩嗣，山本理沙1，富岡悦子1，中野美穂1，

　　　　　西川由美1，林　清音1，植田潤子1，松本真弓1，

　　　　　駒　由佳1，藤野祐司】，脇本栄子］，中村嘉宏2

　　　　　　　　　　　　　　（1藤野婦人科クリニック）

　　　　　　　　　　　　　　（2北摂総合病院産婦人科）

　DNAフラグメンテーションを起こした精子を選択，除

去するアネキシンV磁気細胞分離システムを使用する機

会を得たのでその結果を報告する．対象は体外受精あるい

は顕微授精を実施した23症例．採卵後精液をHTFで

洗浄後，密度勾配法にて運動精子を回収，その後，通常法

処理群（以下，C群）とアネキシンV磁気細胞分離
（Magnetic－activated　cell　sorting：MACS）法処理群（以下，

M群）に分け，それぞれの処理精子を通常媒精ならびに顕

微授精に用いて受精率，分割率，発育率を比較検討した．

処理前の精液検査は平均濃度：50．1×106／ml，平均運動

率：57％であったが，処理後，C群ではそれぞれ，248×

106／ml，　91％，　M群ではそれぞれ，41．9×106／ml，92％と

なった．これらの精子を用いてC群34個，M群30個（合

計64個；23症例）の成熟卵に通常媒精（9症例）あるいは

顕微授精（14症例）を実施した．結果として，受精率はC

群30／34（8＆2％），M群27／30（90％）．分割率はC群30／

30（100％），M群23／27（85．2％）．胚盤胞発育率はC群11／

30（36．7％），M群9／27（33．3％）と，両群間には有意差は

認められなかった．また，通常媒精ならびに顕微授精にお

いても，それぞれの受精率，分割率，胚盤胞発育率に統計学

的有意差は認められなかった．各ステージ（3日目～胚盤

胞）の胚を移植した14症例においてその妊娠率を比較した

ところ，C群4／9（44．4％），　M群2／5（40％）と両群間に有

意差は認められなかった．今後，これらの症例の経過を追跡

するとともにtさらに症例を追加して検討を重ねていきた

い．

日生殖医会誌58巻1・2号

12．当院で妊娠中に抗凝固療法を実施した症例の検

　　討

　　　　○古谷毅一郎，後安聡子，筒井建紀，金　南孝，

　　　　　三宅達也，藤森由香，中村仁美，熊澤恵一，

　　　　　木村　正

　　　　　　　　　　　　　（大阪大大学院医学系研究科

　　　　　　　　　　　器官制御外科学産科学婦人科学）

　（目的）◆血栓症ハイリスクの妊娠や，血栓性素因をも

つ不育症患者に対する抗凝固療法の効果・適応は限られて

いる．一方でエビデンスに乏しい症例に対する介入・投与

法も散見されている．今回，妊娠分娩中において抗凝固療

法を実施した症例に関し，合併症の有無など後方視的検討

を行った．（方法）妊娠中に抗凝固療法（ヘパリン若しく

はダナパロイド）単独使用した例と抗凝固療法（同左）＋低

用量アスピリン（LDA）を投与した例計27例について検討

を行なった．（結果）全体では抗凝固療法単独群8例，抗

凝固療法＋低用量アスピリン（LDA）併用群：19例であっ

た．適応は血栓既往・凝固異常が共に10例と最多であり，

その他に不育症4例，抗リン脂質抗体症候群合併4例，そ

の他4例（各基礎疾患は重複している例もある）など多岐に

わたっていた．抗凝固療法開始時期は，1st　trimester：21

例と最多で，　2nd　trimester：5例，　3rd　trimester：1例であっ

た．抗凝固療法投与終了時期は分娩直前が23例と最多で，

分娩前が3例，分娩後が1例であった．検討の結果，ヘパリ

ン投与関連合併症であるヘパリン関連性血小板減少症

（HIT）は認めなかった．抗凝固療法中に，妊娠分娩中新た

に血栓症を発症した者も認めなかった．分娩転帰として

IUFD・流産を呈した者は認められなかった．　IUGRは2例

認められた．検討の結果，妊娠中における抗凝固療法は重

篤な副作用を認めないことが示された一方で，患者の強い

希望などによる適応外使用や投与中止時期などのバラつき

が散見されており，今後更なる至適化が必要であると考え

られた．文献的考察を加え報告する．

13．ART治療時に発症する卵巣過剰刺激症候群に対

　　するCabergolineの予防効果

　　　　〇三宅達也，筒井建紀，中村仁美，大八木知史，

　　　　　正木秀武，後安聡子，藤森由香，金　南孝，

　　　　　古谷毅一郎，熊澤恵一，木村　正

　　　　　　　　　　　　　（大阪大大学院医学系研究科

　　　　　　　　　　　器官制御外科学産科学婦人科学）

　【目的】卵巣過剰刺激症候群（OHSS）は，リスク因子と

して，PCOS，若年，ゴナドトロピンに対する過剰反応の

既往，OHSSの既往などが挙げられるが，一旦発症すると

その治療に苦慮する場合が多い．OHSSの主な発症要因

は，調節卵巣刺激時に排卵のトリガーとして投与される

hCGにより，過剰に分泌されたvascular　endothelial

growth　factor（VEGF）が血管透過性を充進するためとされ

る．我々はこれまで，OHSSのハイリスク群に対する

ART治療の際，　GnRHアンタゴニストプロトコールの使
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用・排卵のトリガーとしてのGnRHアゴニストの使用・

Coasting・全胚凍結保存などを組み合わせることによって

OHSS発症予防を行ってきたが，時にその効果が不充分と

なることがあった．近年，Cochrane　reviewをはじめとし

て，VEGF　receptor－2のチロシンリン酸化の抑制作用を有

するCabergoline投与によるOHSSの予防効果の報告が

散見される．そこで今回我々は，Cabergolineによる

OHSSの予防効果について後方視的に検討した．【方法】

2010年2月から2012年9月までに当院で行ったART治

療において卵巣刺激時にOHSSの発症が予想された8症

例を対象とした．調節卵巣刺激方法はGnRHアンタゴニス

ト法が4症例，GnRHアゴニストロング法が2症例，

GnRHアゴニストショート法が2症例であった．採卵後に

全胚凍結保存を行い，さらにCabergoline　O．5mg　7日間内服

および黄体ホルモンを投与した．【成績】OHSS発症例は軽

症5症例のみであり，中等症以上のOHSS発症の予防が可

能であった．【結論】Cabergolineは，中等症以上のOHSS

に対して発症予防に有用となる可能性が示唆された．

14．ウシにおけるマウスES細胞様ips細胞の樹立の

　　試み

　　　　○川口高正1，南直治郎1，山田雅保1，今井　裕1，

　　　　　木村康二2

　　　　　　　　　　　　　（1京都大大学院農学研究科）

　　（2農業・食品産業技術総合研究機構畜産草地研究所）

　ウシを含む家畜動物において多能性幹細胞株を樹立する

技術は，医学・薬学領域におけるヒトへの疾患モデルの作

製，ある種の希少動物種での遺伝子資源の保存，家畜改良

の手段としての利用が期待されている．しかしこれまでの

多くの試みにも関わらず，家畜動物における幹細胞樹立の

報告は極めて少ない．本研究ではウシ人工多能性幹細胞株

（biPSC）の樹立を目標として，50日齢の胎仔から採取した

羊膜細胞に，Oct3／4，　Sox　2，、Kび4およびc－Mycの4つの

転写因子をpiggyBacトランスポゾンベクター（PBベク

ター）を用いて導入した、PBベクターには，ドキシサイク

リン（Dox）の添加によってその転写因子の発現が制御でき

るシステムを導入した．Doxの添加から2週間後，フィー

ダー細胞と比べ明確な細胞境界を示すコロニーが出現し

た．このコロニーを新しいフィーダー上に継代すると，マ

ウス胚性幹細胞（ES細胞）様の球形でコンパクトな形態を

示すbipsc様細胞が得られた．得られたbipsc様細胞は，

トリプシンにより単一細胞に分散しても10回以上継代を

行うことができた．また，幹細胞マーカーであるアルカリ

フォスファターゼ活性を示し，多能性関連遺伝子である

OCT3／4，　NANOG，　EsRRβおよびREXヱを発現してい

た．さらに，低接着ディッシュ上で数日間浮遊培養し，分

化を促すと，胚様体を形成し，三胚葉へと分化した．得ら

れたbipsc様細胞株は，その形態，単一細胞への分散が可

能なこと，遺伝子発現，胚様体形成などの点から，マウス

ES細胞と似た性質を示す高度な多能性を有する幹細胞で

ある可能性が示唆された．
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15．生物時計の雌性生殖に与える影響：マウスの排

　　卵における生物時計の必要性

　　　　○天野朋子，堀家康太，松本和也

　　　　　　　　　　（近畿大生物理工学部遺伝子工学科）

　【目的】生物には体内に自律的な測時機構（生物時計）が

存在し，周期的に起きる生命現象の制御に関わっている．

生物時計の分子実体は，時計遺伝子（Clock，　Bmal　1，Cry，

Per）の転写フィードバックループであり，時計遺伝子のい

ずれかが変異／欠損すると，転写フィードバックループが

影響を受け，生物時計は停止する．本研究では，Clockが

変異したマウス（Clock変異マウス）を用い，哺乳類の雌性

生殖における典型的な周期現象である性周期と排卵におけ

る生物時計の関与を調べた．【材料と方法】野生型（WT）と

Clock変異マウス（CL）の雌マウスにて，性周期の進行と発

情期における排卵の有無を確認した．これらはそれぞれ，膣

スメア法と発情期の卵管膨大部の確認によって行った．次

に，WTの雄とCLの雌，　CLの雄とWTの雌CLの雄と

CLの雌WTの雄とWTの雌の交配を行い，膣栓の確認

による交尾の有無，その後の妊娠に伴う体重増加，出産の

有無について観察を行った．【結果】WTとCLの性周期の

進行には差は認められなかった．WTでは発情期に全ての

個体に排卵が認められたが，CLには排卵していない個体

が認められ，供試個体数に対する排卵が認められた個体の

割合は，有意に異なっていた（100％vs　60％，　P＜O．05）．ま

た，いずれの組み合わせの交配でも，交配開始から平均

3．2±O．7日以内に膣栓が観察され，交尾には問題がないこ

とが確認された．CLの雄とCLの雌の組み合わせでは，膣

栓が認められた雌のうち，妊娠に伴う体重の増加が観察さ

れた個体の割合は60％であったが，これ以外の組み合わせ

では，膣栓が認められた雌の全てに妊娠に伴う体重の増加

が認められた（p＜O．05）．また妊娠に伴う体重の増加が認め

られた個体は，遺伝子型によらず出産が確認された．以上

より，生物時計は発情期の排卵の成否と関係しており，繁

殖成績に影響を与える可能性が示唆された．

16．ウシの卵胞液脂肪酸濃度が胚の体外発生能およ

　　び耐凍性に及ぼす影響

　　　　○高橋正弘lf富永由香lt山本公平2，川手憲俊1，

　　　　　玉田尋通1，鳩谷晋吾1，稲葉俊夫1

　　　　　　　（1大阪府立大大学院生命環境科学研究科）

　（2大阪府立大大学院総合リハビリテーション学研究科）

　【目的】ウシの体外受精卵の発生や耐凍性には脂肪酸が大

きく関わっていることが報告されている．しかし，卵胞液

中の脂質構成脂肪酸の種類と濃度がその後のウシ受精卵の

発生や耐凍性に及ぼす影響は明らかとなっていない．また，

高密度リボ蛋白（HDL）は血中由来で卵胞液に多く含まれ

ており，穎粒層細胞を介して卵子の機能に影響を与えてい

ることが報告されている．そこで，本研究では食肉処理場由

来ウシ卵子を個体毎に体外成熟・体外受精・体外培養し，

卵胞液中の脂質構成脂肪酸の種類と濃度が受精卵の発生や
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耐凍性に及ぼす影響を検討した．【方法】食肉処理場から

黒毛和種牛の卵巣を個体別に採取し，卵胞から未成熟卵子

を吸引した．個体別にA～Dランクの卵子数を計測した．

卵子を成熟培養22～24時間後，6時間媒精し，受精後2日

の分割率と受精後7～8日に得られた拡張胚盤胞数を計測

した．また，拡張胚盤胞をガラス化保存し，融解24時間後

の胚の生存率を計測した．個体毎に卵巣から得られた卵胞

液の脂質を抽出し，薄層クロマトグラフィーにより脂質を

遊離脂肪酸（FA），ステロールエステル（SE），トリグリセ

リド（TG），リン脂質画分（PL）の4クラスに分離した、

5％塩酸・メタノール溶液を用いて脂肪酸メチルエステル

を調製・抽出し，ガスクロマトグラフィーを用いて各脂質

クラスの脂肪酸濃度と組成を解析した．また，卵胞液中の

HDLを超遠心機により遠心分離し，　HDL中の脂肪酸濃度

分析を卵胞液中の脂肪酸濃度分析と同様に行った．【結

果】A～Cランク卵子数の比率は，TGエライジン酸
（r＝－O．41，p＜0．05）と負の相関が認められ，　HDL中のPL

ジホモーy一リノレン酸（r＝－O．63，p＜O．05），　SEリノール

酸（r＝－O．63，　p＜0．05）の濃度とそれぞれ負の相関が認めら

れた．卵子の分割率は，FA　cis一バクセン酸（r＝O．45，　p＜

0．01），PL　cis一バクセン酸（r＝O．44，　p〈O．05），　FAアラキ

ドン酸（r　＝　O．47，p＜O．Ol）の濃度とそれぞれ正の相関が

認められた．胚盤胞発生率はSEエライジン酸の濃度

（r＝－041，p＜0．05）と負の相関が認められた．ガラス化保

存胚の生存率は，PL　cis一バクセン酸の高濃度群が低濃度群

と比べ高く（p＜o．05），卵胞液HDL中のSE　cis一バクセン酸

濃度の高濃度群が低濃度群と比べて高かった（p＜0．05）．

【結論】ウシ卵胞液に含まれるcis一バクセン酸とアラキドン

酸は胚発生の促進，エライジン酸は卵子品質と胚発生の低

下と関連する可能性が示唆された．ガラス化保存胚の生存

性は，cis一バクセン酸濃度に影響されることが示唆された．

17．着床前発生過程のブタ胚における糖新生の可能性

　　　　○渋谷海大，李　智博，三宅正史

　　　　　　　　　（神戸大大学院農学研究科応用動物学）

　マウス胚では，グルコース（Glu）は初期卵割期胚の発生

を抑制するが，胚盤胞の形成には必要とし，Gluが存在し

ないと胚盤胞を形成しない．一方ブタでは，Gluが存在し

ない培地で，受精卵，単為発生2倍体ともに高率に胚盤胞

まで発生する．このようなGluの代謝特性の違いは糖新生

の有無によること，つまり，ブタ胚は糖新生を行うので，

Gluを必要としないと考えた．本研究では，着床前のブタ

胚における糖新生能力の有無を明らかにするために，糖新

生の不可逆的反応に関わる酵素［ボスホエノールピルビン

酸カルボキシキナーゼ（PCK），ピルビン酸カルボキシラー

ゼ（PC），フルクトースー1，6一ビスホスファターゼ（FBP），お

よびグルコースー6一ホスファターゼ（G6P）］の発現性につい

て着床前の単為発生2倍体を用いて調べた．直径4～6mm

の卵胞から得たGV卵を44～46時間成熟培養後に卵丘細

胞を裸化し，MII卵を電気刺激により活性化したついでサ

イトカラシンB処理によって単為発生2倍体を得た．2倍

日生殖医会誌　58巻1・2号

体をPZM－3で培養し，活性化後24，48，72，96，120，

144時間に，それぞれ48～50個の2細胞早期4細胞，後

期4細胞桑実胚，および胚盤胞を回収した．これらの2倍

体胚，およびMII卵母細胞からtotal・RNAを抽出し，　RT－

PCR法によりPCK，　PC，　FBP，　G6PのmRNA発現を調

べた．また，糖新生経路における律速酵素PCKタンパク質

の着床前胚における発現を免疫染色により調べた．MII卵

母細胞，ならびに2細胞から拡張胚盤胞までのすべての胚

にPCK，　PC，　FBP，　G6PのmRNA発現が認められ，　MII

卵母細胞，初期と後期4細胞胚，胚盤胞胚でPCI（タンパク

質の発現が認められた．以上の結果から，ブタ単為発生2倍

体は着床前の発生期間を通して，糖新生能を持つことが示

唆された．

特別講演1

性差構築の分子基盤一生物の雄・雌が決まるしくみは

どこまで解明されたか一

神戸大大学院農学研究科応用動物学講座

分子形態学分野教授

星　信彦　先生

　生物は遣伝的多様性を獲得するため有性生殖という，次

世代に遺伝情報を受け継ぐシステムを構築してきた．いう

なれば，種の保存のための基盤が『性の決定・分化』であり，

生物の雄・雌が決まる仕組みは極めて重要な個体発生の分

化過程あるいは生命活動と考えられる，哺乳類の未分化性

腺の精巣化がY染色体上に位置するSRY遺伝子により誘

導されることが1991年に初めて明らかにされて以来，性の

決定・分化機構は速やかに解明されるものと思われた．し

かしながら，1つの遺伝子によって制御されるほど性の分

化機構は簡単ではなく，その作用機序には様々な転写因子

の関与および段階があり，その複雑さが再認識されている．

『性決定』のステップは遺伝的に支配されていると考えるの

が一般的であるが，これは哺乳類などの高等脊椎動物に当

てはまることで，すべての動物種の性が遺伝的支配の元に

決定されるわけではない．よく知られたことであるが，ある

種の爬虫類では艀卵温度により性が決まり，また，ある種の

魚類では集団内の社会的地位や環境要因によって性を変え

ることができる「性の可塑性」を特徴とするなど下等動物で

は遺伝的支配によらないメカニズムが普通である．最近，ニ

ワトリの細胞自立的性決定機構や鳥類特異的な雄決定機構

が示されるなど，性分化には動物種間でかなりの多様性が

認められる．また，哺乳動物であっても，雌雄表現型・機能

を維持するためには，様々な性分化関連因子の時空間特異

的な性的二型性発現が必要不可欠であり，成獣であっても

雌化維持機構の積極的な関与がないと性転換するなど，卵

巣あるいは精巣への誘導・維持・調節機構について，新た

な知見が続々と示されている．本講演では，性の決定・分化

機構の最新の分子基盤について概説し，我々の最新研究

データもお示ししながら雄化・雌化のせめぎ合いの不可思

議さや，性差医学についてもご紹介したい．
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特別講演II

男の性と生殖一受精から墓場まで一

川崎医科大泌尿器科学教授

永井　敦　先生

　今回，男性医学の観点から「男の性」と「性機能・生殖」

そして「アンチエイジング」について考えます．

　精子と卵子の出会いを経てヒトへの分化が始まります．

胎生12週ですでに内・外性器は完成します．男性になるに

は生殖腺原基が精巣決定遺伝子の命令により精巣へ分化し

なければなりません．そしてテストステロンの働きによ

り，ウォルフ管が発達して内性器である精巣h体・精管・

精嚢などに分化します．ここに泌尿生殖洞由来の前立腺が

関わり，いわゆる射精装置が完成します．男性の外性器は陰

茎，陰嚢ですが，精巣が陰嚢内に下降し，男性性器の出来上

がりとなります．出生後，かわいい男の子の時代を経て，テ

ストステロンチャージにより思春期を迎えます．この時期

のテストステロンの作用は変声，体毛の増加，筋肉増強，骨

形成作用など大人の男性化に関わります．さらに性欲が出

現し，性的勃起，射精が始まります．青年期には大半は女性

に興味を示し，恋をして結婚し，性交，射精そしてパート

ナーが妊娠出産ということになります．引き続き父親とし
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て子供を一人前にするために一所懸命働くわけです．この

ように人生の中盤は，生命の伝承や生体の活性維持にテス

トステロンが重要な役割を果たします．しかし，50歳を過

ぎるころには，LOH（加齢男性性腺機能低下）症候群に悩

まされます．ED（勃起障害）やLUTS（下部尿路症状）に

も悩まされ，トホホな更年期，熟年期，老年期を迎えること

になります．LOH症候群では，骨粗霧症，筋肉量低下，認

知力低下，貧血，内臓脂肪蓄積，耐糖能異常，高脂血症，高

血圧，動脈硬化，心血管系疾患，性機能障害などさまざまな

悪影響が出てきます．生存意義のある高いQOLのある中

高年，老年期を過ごすには，テストステロン補充療法が必要

です．適切にテストステロンを補充することでよりよい人

生を過ごすことが可能です．墓場の直前まで，健康的な生産

性のある人生を歩むことが，今の超高齢化社会の日本には

必要です．当然，性機能も保ち，人生80年時代の充実した

カップルライフを送ることが重要です．ED治療薬である

PDE5阻害薬は勃起機能の維持・改善ばかりでなく，全身

の血管機能も改善させ，またLUTSにも有効であるという

データがあります．いわゆるアンチエイジングに有用であ

ることがわかっています．このように男性の一生涯をアン

ドロロジーの観点から考えることによって，これからの

我々に必要なことを提示したいと思います．

●
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tnte｛qatlefiel｝：倒defUtlon　of　ヂertiほtY　Societ｝es

Message　f『om

the　President

Joe　Leigh　Simpson
　　President　of　lFFS

　　　源8has　lbstαsen‘inel／igμγεω髭ん£んルfの）25，2012，　dea‘ん（iゾ

・μγP融∂㎝‘，Pψ∬・r・David・L．　Hea　IPt．掘5伽5ω軌ε・nsiderabte

am励ak7nce　that　I　Premαturely　a∬μ批舵P磁4εη‘ηα吻αη‘θ〔ゾ

my　2013－2016term．∬am　saddened句tんe　Circumstances　bLet　grateful

声舵ωぴ∂仇6ε批刑rs⑳α那αη4　B・αrd　（member　s・Ciety　rOP－

resentatives）　hαve　shoωn　in　endorsing’獅α∬tuming　this　role　earlier

than　pta耽ed・　The・other・nece∬αry　change　was　that　the　role〔ゾPast

」President　through　2016ωづll　continue　to　be。filled，α5　i’is　now，句Basil

Tartatzis〔IEFS」President　200　7－201の．　We　are　gγatefu〃o　Dr，　Tartatzis

in　aCC・iPting　the　responsiin’litty　for　extended　service　tO　lll］FS，ωん励仇一

cludes　being　SCientzfic　Cんairプbγthe　2016CongTe∬．／lll　other〔ぴεぴ

αnd　member　S・CieりrePtesentαtives・n　the　B・ard　remain　in　the　usual

seguence，　as　do　other　member　SOCt’eりγ吻↑esentatives・on・our・committees．

Should　1　as　President　become　unable　to　futfill　duties，　the・Board・and

・LZ7icers　have　designated　SecretarPl　General　Richard　Kenn殉‘・fulLtilt

this　r（）友throngみthe　2013　General　A∬閲zb砂．

　　　Eムα㌦粥加んis・Ner〃sletter，　Pr・fe∬・γ」仇αゆαεαd伽i6‘areer・is

brieLtlPt　summarized．　M・re・detailed・in’tuaries　befitting　his　stettaγ　career

are・available・n　the　web　sites　of　lEF－S　（httP’〃ω蜘．獅一咋γ・ducti・肱

org／）　and‘んε働ぼ仇do螂η・sis・S・ciety　（httP，’〃tUwrv，　endome‘励一

sis．εα／り，　inα、Lancet　obe’tuary　r380：3一ヲ4，2012戊αnd　a∫forthcoming

・bituary　bez’ng　Pr輌螂μ苗z認鋤and・SteTi⑳These・tribZttes・e7n一

力hasize　tr硫〔）f　wんich・IT｛FS・member・s・cr’etie・s・are・welt・aωare・Dα掘

was・n・t　o殉αηα‘knowledged　leader　and　facilitαtor，　but　the　Prover一

輪」“t吻te　threat”academiCian・He・wαs・a　1αb（）ratory　sct‘entist　and

clinical　investiga加r　u／ho　made　mPtriad　contributions伽hiin’ns　and

α蜘ins，吻醐，　ARη；α吻θ伽抱αηαη4∫μ㎎⑫・π；伽4αη蹴εL

Lent　educato7：　Educati・n　was　in　fact　the　area　in　wんich・David・br・ught

功融α～之εα1τo皿8・

　　　Atthough∬加〃θw∂α顕riη9τα5丘ぴ”owing　President　Healy，

in・rea～⑳琉5痂伽o肪ε4鋤砿bε6醐ε1）α癩α1π綱伽∂wπ）α∂－

maP　and　because　other　pmS　oLOi‘ers・and・nzember・soCi⑳rOPresenta一

勧ε∫畑吻θ・ng吻9　heip　and　advice．　The・lll］ES　Executiwe　Co7nmittee

is　suψeγb：Mαun’（rio　Abrao，　Gabγiel　de　Candolle，　Paul　Devroeg），　Rich一

α㎡㎞η吻Edgar　M・cαnu　and五αsil　Tarlatzis．　Elected　member

soCi殉rePresentatives　comefrom　nine　nations　（Argentinα，　Australia，

Colom腕α，（；ermαnツ，」rndia，ノOPan，ノ～）rdan，∫立ノeden，　USA戊andαre

微願貌9α蝿吻η醐6吻．Attendance・was　100％at・・ur・m・st

recent　meeting　in　lstαnbZLI．　Our・rgan枷ti・n・is・thu∬・lid，　tんε翻琉一

nati・n〈）fstOPS　mαde　n・‘・ηら句Dα掘励・ther　recent　Past　Presiden　ts

（R・ger鋤Pers，　Bernαrd・Hed・n　and　Basil　Tarlatzis　in　Partionla’r）’

Our　Se｛：retariat（TatりManαgement）is　anticiPat・ワαη4㎝ぼ批

∬醐鋤5ωψ4例∫んat・the・IFFS傭∫拠witl　continue　unimPeded・

　　　Severa〃ong・stan伽9　goals　e輌ased　by　David　haz／e　already　been

consummated　oγwell　in　Ptog7re∬．　The　2013、研Sノ？1SRハイCongre∬

伽祝i5e5励醜ε～α響5け吻04μ吻ε批4励ε沈翻η9臼ノex　The　pto

gram　is　lzrgely　set．　We　are　exCited　about抗θ20161社「S、rnternαtional

Congre∬彦o加ん¢ばin∬hdia．、促㊦2016ω2’llαムo舵ourプirst　tγiennial

Congre∬mαηα餌ε翻w吻句冊ぷηατ醐物α∬元∫鋤勿・ur　member

soCietiesfrom　ln伽．　ln　thePtzst，　L研S　has　dOPended　on　me励σ∫o磁je∫

αnd　imPosed　a　finanCt’al　bUrden　on　our　h・st　member　S・Ciety・刑阿Sんα5

ηoωα55拠ε4泥∫伽γ∂仇．One（）fDavid　’s　innovative　goats　wαs　estah

穣
　該

購灘
灘
羅

参
蹴
が

Ji∫力‘η9α輝吻internati・πα～噂・nal　meeting．　The．first　was　heLd　in

May　2012，　in　Sαo、Paolo，　Brazil，　」μst　weeks　before　his　demise．　The　ZII］FS

internationat　W（nThsh〔IPs　begun　lry　ou渤aug脚1・Education・1）批碑

1αnCoohe，　and　continuing　under　curren‘ITI］FS　Education　Director

Paul　Devroay，αγ6畑砂仇題These　rvorSrshOPsんave・been・sentinel・in

fulfilling〔剛r旭∬ion　to　enhance　rOPr・∂uctive・healtんthTough・ut　tんe

ω〔鳩・7’he　recenゆα伽衡力ψ鋤o～働9　Eerxi’ng，　IPFS・and・Etsaner

Pr・vide∬tability　and　all・ω∫』醐蝋・η伽煽9々∫．　See・etSezvhere・in

伽N側5励殉bγ砲αi如μ力α印α血ership．

　　　W71enプi7st　lea’rning　Qゾhis　itlne∬仇October　2011，　Dα糎∂（）ffered

t・resign　as　President・ηgr・2‘η〔dS’　that・he“α岨η・t・dev・te　110％

effert”t・・nr　・rganirati・η．　We〔獅α狐∂i∬uaded・h醜and　fer　his　de－

mttr渤9耽批g耐輌1・疏嘩砂ε・n加吻如Prod　and　nurture　mul－

tipte　endeav・rs」He　remained　vigor・us　and　engαged螂i／↓‘伽綱w

醜・We　al9　hαve　the・bligati・n　t・carry・ηPψ∬・γ疏α妙㎏αり・
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lnternatienai　F8【leration　oI　Fertitity　Socielies

NEWSLETTER
　INTERNATIONAL　FEDERATION
　　　OF　FERTILITY　SOCIETI匡…S

EdlOr　ln　Chlat：Gabrie｜de　CandOlle

Edliorial　B皿rd：Basil　TarlatZls；Paul　Devroey；Md’se　Fiadjoe

Please　send　your　contnbntlOn　to：Gabriel　de　CandolEe

6，　rue　de　Candolle－1206　Geneve　－SwitZerland

Phone：＋41227815380－Fax：＋41227815467
E・mail：gabrieldecandolle＠vtx．ch

Member　Secieties　and　readers　are　invited　to　senCt　all　comments，　reports　or　articles

of　800－1　200　words　no　later　than　1　st　February　ior　the　Spring　lssue　and　1　st　July　ter

the　Autumn　lssue．The　views　expressed　in　artic｝es　in　the　IFFS　Newsletter　are　those

of　the　authars　and　do　not　necessarily　reflect　the　official　viewpoint　of　IFFS．
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Association　with　Ferring　Pharmaceuticals

　　　　　　　　　　he　International　Federation　of　Fertility　So－

　　　　　　　　　　cieties（IFFS）is　pleased　to　announce　a　new

　　　　　　　　　　fUnding　initiative　which　Will　help　secure　spe－

cialist　training　in　reproductivc　hcalth　in　underfunded　and

developing　countries・

　　　On　the　8出ofFebruary，2012at　the　Updates　in　Infertil－

ity　Treatment（UIT）meeting　in　Budapest，　Hungary　IFFS

signed　a　support　agreementwith　Ferring　Pharmaceuticals

that　will　providc　the　IFFS　with　E600，0000ver　the　next　3

years．　This　moncy　Will　be　destined　f〈〕r　educational　and　sci－

enti丘c　purposes，　and　the　IFFS　will　dcvotc　the　fUnding　to

continue　its　program　of　promoting　reproductive　health

and　human　fertility　all　over　the　world．

　　　For　many　years，　the　IFFS　has　undertaken　an　interna－

tional　training　program，　to　ensure　that　doctors　specialis－

ing　in　women’s　health　have　access　to　the　best　information

and　training　in　human　fertility．　While　one　in　six　couples　in

the　West　suffer　from　infertiliry，　this　is　not　a　problem　con－

fined　to　the　developed　world．　Poorer　women’s　health　and

high　lcvels　of　scxually　transmitted　diseases　Iead　to　high

lcvels　of　infertility．　Inadequate　access　to　diagnosis　and

treatment，　coupled　with　a　lowcr　levcl　of　clinical　cxper－

tise，　means　that　fertility　treatment　is　often　unavailable　in

developing　countries．　In　many　countries，　especially　those

where　larger　families　are　considered　normal，　the　inabil－

ity　to　have　even　one　child　can　lead　to　great　psychological

and　social　stress，　which　often　means　that　the　patients　in

the　developing　world　can　bc　hit　harder　by　burden　of　in－

fertility．　With　that　in　mind，　IFFS　undertook　a　workshop

program　in　2003，　which　has　brought　expert　educational

opportunities　to　the　developing　world．　Recent　workshops

have　taken　place　in　Uganda，　Latvia，　Peru　and　Indonesia．

IFFS　will　use　the　Ferring　Pharmaceuticals　grant　to　extend

the　reach　of　the　scientific　knowledge　and　expertise　shared

at　these　workshops　as　well　as　other　scientific　and　educa－

tional　meetingS・

　　　Michel　Pettigrew，　President　of　the　Executive　Board

and　Chief　Operating　Officer　of　Ferring　Pharmaceuti－

cals，　said；“lnfertility　is　one　of　Ferring　Pharmaceuticals’s

most　important　areas　and　is　one　that　has　seen　enormous

progress．　We　are　delightcd　to　start　this　new　educational

part皿ership　with　the　IFFS．　Even　though　great　progress　has

been　made　in　ART，　many　challenges　still　remain　as　well

as　inequahties　in　the　level　of　educational　supPort　in　dif－

ferent　parts　of　the　world．　This　IFFS　funding　and　on－going

supPort　underscores　our　continuing　commitment　to　Iead－

ership　in　ART’㌔

　　　The　first　meeting　under　this　new　partnership　took

place　in　Sao　Paulo　in　Maプ‘Recent　Advances　in　Endome－

trios三s　and　Rcproductivc　Medicine”was　a　joint　two　day

mecting　bctween　Ferring　Brazil　and　IFFS．　This　was　the

i

first　meeting　in　the　IFFS　International　Symposium　Series

and　it　was　greatly　cnhanced　by　the　support　of　Ferring

Pharmaceuticals．

　　　To　complement　the　IFFS　support　agreement，　Ferring

Pharmaceuticals　has　also　signed　an　agreement　with　Else－

vier　to　creatc　an　online　IFFS－UIT　Resource　Centre．　The

Resourcc　ccntre　was　launchcd　in　May　2012．　It　is　published

by　ElseVier　under　the　umbrella　of　Rcproductive　Biomedi－

cine　Online　and　hosts　open－access　and　peer－revicwed　edu－

cational　material　on　infertility　treatment・Professor　Bruce

Dunphy　has　been　appointed　as　the　Editor．　The　resource

centre　can　be　found　at　http：／／www．iffs－uit．com．　IFFS　in－

vitcs　you　to　cxplore　and　make　full　use　of　this　wonderful

educational　resource．

Ft℃m　le吾亡o　rlσh亡（二〇V胆」○虻一ん廷5亡e〆o℃，　Pσ山Devroe）’l　Reu］berピ〆on　Fl（川，

　・靴he∫Peμlgreい・：」be・Le㌢ほ吋〕∫Or｝、　GeG　s　Gl　udzlnsk（パ1μWe吻）s．

　　　ノbe・L颪9力SimPson，　President　of　the∬nternational　1　edera　tion

ofFertil鋤∫0〔ieti¢∬aid，“Tんθ・II｛FS　educational　mi∬ion　includes

conducting　workshOPS　in　the　developing　world　to　imProve咋γ0－

du‘‘初e　health．　Tんα‘this　is仇SPIncωitんFerring’sカんαγmαα汲拓

cal　goatsγりりresen　ts　wonderful　syneγgy・　Thatαcomptimentaり1

カartnershiP　atso　between　Ferγing　and　Etsevier　cαn」CurtherPγomul－

gate　online　the　l唖S　content　is〔）f　additional　value・慨in」田『∫

areθκ斑ε4　andα抑陀dα1εthe　vision〔ゾFerring　Pharmacezttical

and　look　foru，ard　with　enthusiasm‘O　eupanding　ottγ　educational

Pαrtn8rsんψ’㌧

　　　The　funding　providcd　by　Ferring　Pharmaceuticals

will　supPort　educational　and　scientific　purposes　and　will

not　be　directly　related　to　any　Fcrring　Pharmaceuticals

product．　IFFS　is　grateful　to　Ferring　Pharmaceuticals　fbr

its　support　and　looks　fbrward　to　growing　its　educational

offerings．
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World　Health　Organisation　／　lnternational　Federation

ef　Fe　rtitity　Societies　ColRaboration
句

●

Richard　Kennedy　MD

IFFS　Secretary　General

he　first　formal　collaboration　bctwecn　IFFS

and　N～HO　was　established　in　2010　under　the

direction　of　the　past　IFFS　Director　of　Edu一

cation，　Professor　Ian　Cookc　and　resultcd　in　thc　IFFS　be－

ing　given　thc　status　of　Non　Governmental　Organisation

（NGO）．The　o句ective　of　WHO　collaboration　with　NGOs

is　to　promote　the　policies　and　strategies　derived　from　the

decisions　of　the　governing　bodies　of　WHO．　The　agrecd

activities　are　intended　to　contributc　to　the　achievement　of

WHO　stratcgic　o句cctive　number　fbur，　namely　to　reduce

morbidity　and　mortality　and　improve　health　during　key

stages　of　lif（｝，　including　Pregnancy，　childbirth，　thc　nc（テ

natal　period，　childhood　and　adolcsccnce，　and　improve

sexual　and　reproductive　hcalth　as　set　out　in　the　V沮0’s

medium－tcrm　strategic　plan　2009－2014．

　　　The　plan　of　work　underpinning　this　collaboration

supports　the　WHO　o句ective　as　wcll　as　thc　fundamental

principle　of　the　IFFS　to　promote　knowlcdge　and　standards

in　infertility　practicc．　Good　progress　has　been　made　in

its　delivcry　which　is　based　on　the　IFFS’workshop　pro－

gramme．　At　least　three　workshops　have　been　organised

each　year，　some　in　conjunction　with　WHO，　to　address　is－

sues　associated　with　infertility　and　related　areas　of　reproduc－

Uve　health．　The　IFFS’role　has　bccn　to　plan　and　support

these，　consistent　with　thc　wishes　of　the　local　population

requesting　assistance．　Local　involvement　is　critical　and　we

have　involved　relevantnadonal　SocieUes　and　other　groups

who　work　with　infertile　patients．　IFFS　traditionally　sup－

ports　the　travel　of　external　experts　however　thc　contcnt　of

presentations　is　that　of　the　experts，　and　reflccts　the　latest

in　evidcnce－bascd　practice．　Wr｛O　has　been　involved　at　the

regional　and　country　level　which　often　has　included　sup－

port　through　the　WHO－H（～DTO．　WHO／IFFS　collabora－

tivc　workshops　have　been　held　in　Kampala，　Alexandria，

Surabaya，　Santiago　and　Manila．　As　part　of　the　WHO　col－

1aboration　we　narrowly　missed　success　with　a　joint　grant

application　to　the　European　Union　to　undertake　the　de－

velopment　of　a　too】to　cnable　community　health　workcrs

to　assist　patients　with　understanding　infertility．

　　　As　previously　reported　the　IFFS　is　also　collaborating

with　thc　WHO　in　the　development　of　clinical　guidelincs．

Wie　have　had　Ethics，　Legal　and　Social　Implementation　dis－

cussions　fbr　introducing　infertilitアinterventions　culminat－

ing　in　November　2010　when　IFFS　together　with　the　WHO

and　membcrs　of　thc　WHO　Human　Reproduction　Scientific

and　Ethics　ReView　Group　organiZed　a　meeting　on　thc“Ethi－

cal　Challenges　of　Reproductive　Medicine”．　Furthermore　the

IFFS，　has　developed　a　series　ofpracticc　standards　designed

to　reflect　the　needs　and　devclopmcnt　of　a　safe　global　re－

productivc　health　community．

　　　The　WHO／IFFS　Collaboration　has　bccn　succesful　in

anuber　of　ways　and　has　bencntted　from　the　complemen－

tary　expertise　and　networks　that　each　organisation　can　ac－

cess．　Collaboration　such　as　this　enables　the　more　effective

and　timely　delivery　of　key　objectives　the　most　ccntral　of

which　is　the　improvemcr】t　of　rcproductve　hcalth　in　devcl－

oping　countries．　The　IFFS　has　submitted　its　plan　fbr　the　tri－

ennium　2013－15　to　include　jointly　supPorted　workshops，

an　intcrnational　symposium　hostedjointly　with　the　WHO

in　Gcneva，　the　promotion　of　simpliHed　ART　fbr　resource

limited　economies　and　access　to　safe　infertility　practices

globally　to　improve　maternal　and　childhealth　outcomcs．

The　wHO　will　consider　this　plan　in　Januarア2013．　IFFS　is

gratefiil　to　Sheryl　Vandcpoel　of　the　WHO　Reproductive

Health　group　fbr　hcr　contibution　to　this　plan．
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P「ofesso「David　L，　Healy

Dev’idと．　Heaiア

～9・48－20∫2

　　　　　　　　　　　he　International　Federation　of　FertilitアSoci－

　　　　　　　　　　　eties　is　saddened　fbr　the　loss　of　its　President

　　　　　　　　　　－Professor　DaVid　L　Heal｝r．　Dr　Healy　had　as－

sumed　this　position　in　Munich　at　the　close　of　our　2010

Triennial　Congress　and　served　far』too　bricfly．　He　worked

tirelessly　until　literally　weeks　bef（）re　his　llntimcly　dcath

on　May　25，2012．　The丘rst　Australian　to　hold　this　IFFS

post，　DaVid　was　Vale　Professor　at　Monash　University（Mel－

bourne）．At　Monash　he　was　a　highly　distinguished　alum－

nus：BMedSci（Hons）1971，MBBS（Hons）1973，　and　PhD
1979．His　PhD　was　taken　with　Henry　Burger，　and　together

they　made　multiplc　contributions　in　fUndamental　endo－

crinology．　His　work　on　inhibins，　activins　and　relaxin　was

especially　pivotal．　Recent　work　fbcused　on　endometriosis，

ART　and　biomarkers　fbr　ovarian　cancer　pursued　as　part　of

Australian　Ovarian　Canccr　Study　Group，　Professor　Healey

lcft　us　255　research　publications，88　chapters，　and　8　edited

books．　At　Monash　he　rcceived　a　Chair　in　l990　and　became

Chairman　of　the　Department　of　Obstetrics　and　Gynaccol－

ogy　in　1994．　He　was　l995　President　of　the　Australian　Fer－

tility　Society，　a　prominent　IFFS　member　society．　In　addi－

tion，　he　held　many　other　positions　of　leadership　and　was

aFellow　Ad　eundem　of　the　Royal　College　of　Obstetricians

and　Gynaecologist＆Publications　continued　into　2012，　the

most　recent　being　in∬Fertiliりand　Sterilitpt（97：02，2012）thc

February　issue・

tiatives．　Hc　was　a　long－standing　supporter　of　the　IFFS　in－

ternational　workshops　which　have　become　transfbrmative

in　ftllfilling　the　IFFS　mission．　He　was　absolutely　the　primc

driver　behind　the　new　IFFS　International　Regional　mee卜

ings，　now　scheduled　to　be　held　during　those　two　of　three

years　in　which　the　IFFS　triennial　International　Congress

is　not　scheduled．　His　efforts　in　this　regard　resulted　in　the

very　successful丘rst　rcgional　meeting，　held　in　Sao　Paulo，

Brazil　May　2012．　David　was　also　insistcnt　on　IFFS　manag－

ing　our　triennial　Congresses　relieving　host　member　societ－

ies　from丘nancial　burden．　Maneuvering　a　60・year＜）ld　ship

in　novel　directions　requires　skill　and　diplomacy，　in　which

David　abounded．　Achieving　changes　were　facilitated　by

his　dry　and　sharp　wit，　always　on　displa｝T．　His　opinions　were

rarely　in　doubt，　so　meetings　were　efficiently　mn．　These

qualities　were　invaluable　in　handling　the　strong　personali－

ties　around　the　table，　officers　and　member　society　repre－

sentatives　alike．

　　　Dr　Hcalcy　was　not　all　work．　His　extra－curricular　diver－

sions　included　golf，　fine　fbod，　good　wine，　and　Australian

lager．　Never，　howevcr，　did　he　adapt　to　the　long　plane　trips

from“down　under”to　North　America　or　Europe．　His　fam－

ily　ties　were　pivotal　and　the　courageous　battle　fbughtbアhis

wife　Lyn，　exerted　great　impact　on　David．　She　predeceased

him；their　survivors　include　children　Ross　and　Meagan．

　　　IFFS　President　Healy　was　Program　Chair　fbr　our　2001

1FFS　meeting，　hcld　in　Melbourne．　He　was　the　inaugural

chair　of　the　IFFS　lndustry　Committee，　directing　it　to　genu－

ine　functionality．　As　President－Elcct（2007－2010）and　then

President　（2010－2012），　Professor　Healy　proVided　ovcr－

sight　over　many　on－going　programs　and　Vision　for　new　ini一

　　　Despitc　travails，　Professor　Healey　never　took　his　eye　off

the　IFFS　ball．　He　will　no　longer　guide　us　professionally，　but

his　legacy　persists．　DaVid　made　us　better，　a　mentor　among

peers．　Our　appreciation　will　remain　forever，　IFFS　trans－

formed　and　poised　to　thrive　folloWing　DaVid’s　roadmap．
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Safety　in　AR’「

　　　　　Richard　Kennedy　MD

　　　　　　　　　　　IFFS　Secretary　General

●

　　　　　　　　　　　pproximately　five　million　children　have　been

　　　　　　　　　　born　worldwide　as　a　result　of　assisted　rcpro－

　　　　　　　　　　　　uctive　technology（ART）．These　techniqucs

arc　now　practised　indcpendently　in　most　ofthe　world’s　na－

tions．　At　thc　inccption　ofART，　concerns　were　expressed　as

to　the　wellbeing　of　the　offspring　resulting　from　these　new

technologies　and　whilst　the　vast　majority　of　ART　children

are　healthy，　these　concerns　demand　our　close　attention．

　　　There　have　been　many　publications　on　thc　incidence

of　birth　defects　fbllowing　in　vitro　fertilisation（IVF）and

related　treatments，　the　majority　showing　a　small　but　signif－

i（二ant　increasc　in　the　likelihood　of　a　birth　defect　folloWing

cither　IVF　or　lntra　Cytoplasmic　Sperm　lnjection（ICSI）or

3D　l！lu∫むて）τ∫α〕句．　on　intrtj　cγroP拍sm（（＾tst／）erf’n句e（』OOtl（～⊂∫o

both．　Thc　intcrpretatioll　of　this　data　is　difficult　fbr　a　vari－

etアof　reasons　among　them　incomplete　datasets，　ascertain－

ment　bias，　a　variety　of　confounding　factors　and　the　rarity

of　specific　abnormalities．　The　most　plausible　infbrma－

tion　has　arisen　from　national　datascts　particlllarly　where

there　are　cstablished　links　between　ART　activity　and　child

hcalth　registrics．　A　recent　publication　from　Australia　led

to　significant　media　interest　by　concluding　that　ICSI　led

to　a　significantly　increased　chance　of　a　birth　defect　com－

pared　to　rVF　which　itself　led　to　no　increase　abovc　natural

conceptlon・

　　　To　make　sense　of　thc　currcntly　available　information，

the　IFFS　has　led　an　initiativc　to　cstablish　an　internadonaI

collabora目on　on　patient　safe　ty　between　a　group　of　organ－

isations　including　the　American　Society　fbr　Rcl〕roductive

Medicine（ASRM），the　lnternational　Committee　Monitoring

A∬isted」leproductive　Technologies（ICMART）and　Society

丘）rAssisted　Reproductive　Technology（SART）．　At　the

time　of　writing　we　anticipate　that　ESHRE　will　join　subject

to　agreement　of　their　Exccutive　in　September．　The　initial

task　of　this　group　is　to　reach　consensus　on　whether　ART

increascs　the　possibility　of　a　birth　defect．　The　group　will

thcn　go　on　to　examine　other　key　questions　on　the　safe－

ty　of　ART，　fbr　example　cancer　risk　in　women　who　have

received　ovarian　stimulation　and　Ovarian　Hyper　Stimu－

lation　Syndrome．　This　initiative　is　also　welcomed　by　the

World　Hcalth　Organisadon（WHO）who　have　recently　in－

creased　their　activity　in　infertility　and　this　will　fbrm　part

of　the　IFFS／WHO　collaboration　plan　2013－15．　We　cxpect

the　first　consensus　statement　to　bc　released　in　time　for　the

ASRM　mccting　in　San　Diego．

　　　As　ART　technologies　evolve　and　new　variants　arc　es－

tablished（Vitrification，　rVM，　PGS）so　the　nced　fbr　robust

outcome　data　becomes　even　more　important．　Nations　un－

dcrtaking　rclatively　small　numbers　of　ART　cycles　will　not

bc　ablc　to　independently　answer，　with　any　degrcc　of　rcli－

ability，　questions　on　birth　defects．　To　enable　specific　ques－

tions　on　the　impact　of　these　new　technologies，　particularly

on　the　incidence　of　rarer　abnormalitics，　Wi11　require　inter－

national　collaboration　in　order　to　establish　large　datasets・

Furthermore，　information　from　all　nations　is　important

to　ensure　variation　in　demographic　and　environmental

impact　is　captured．　The　IFFS　calls　upon　its　membcr　socict－

ies　to　promote　and　facilitate　national　data　collection　and

to　make　this　data　available　to　intcrnational　surveillance、

Through　this　type　of　collaboration　we　will　be　able　to　more

effectively　address　questions　on　outcome　and　treatment

safety　and　more　importantly　enable　patients　to　have　reli－

able　information　before　entering　treatment　programmes．

●

●

●

●
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Fertility　Societies

Roger　D．　Kempers，　MD

P「ofesso「ef　Obstetrics　and　Gynecologyl　Emeritus

Mayo　Clinic　School　of　Medicine

●

　　　The　XIII　World　Congress　of　IFFS　was　hcld　in　Marrake－

ch，　Morocco，　October　1－6，1989．　The　President　of　IFFS　was

Kurt　Semm，　Kiel，　West　Germany　and　the　host　President　of

the　Congress　was　Y　Boutaleb，　Morocco．　When　Morocco

was　awarded　the　site　fbr　the　congress，　Marrakech　lacked

su冊cient　quality　hotel　rooms　to　support　the　congress．　As－

surances　were　given　that　hotels　would　be　built　m　time　fbr

the　beginning　of　congress・As　the　deadline　apProached，

under　pressure　by　the　government，　several　new　hotels

were　completed，　though　many　guests　fbund　their　rooms

still　in　the　la、st　stages　of　construction．　The　scientific　pro－

gram　itselfwas　excellent　and　the　social　events　were　memo－

rable．　By　that　year，1989，　the　number　of　count亘es　with　na．

tional　fertilitアsociedes　that　had　become　members　of　the

federation　had　grown　to　30・

　　　The　XIV　World　Congress　of　IFFS　was　held㎞Caracas，

Venezuela，　in　late　November，　1992．　The　President　of　IFFS

was　S．　Sakamoto，　Tokyo，　Japan　and　the　host　President　of

the　congress　was　Otto　Rodriquez－Armas，　Caracas，　Venezu－

ela．　The　Venezuelan　Prcsidcnt　Perez　himself　participated

in　the　opening　ceremonles．　He　was　heaVily　protected　by

military　security．　Four　days　later　with　the　IFFS　congress

still　in　session　there　was　a　military　coup　and　the　congress

center　and　nearby　hotels　came　under　gun　fire．　The　gov－

ernment　was　overthrown．　None　of　the　over　2500　congress

registrants　were　i】吋ured．　Jean　Cohen　of　Paris，　France　be－

came　the　IFFS　President　at　conclusion　of　the　congress・

During　his　term　he　introduced　the　concept　of　conducting

workshops　on　infertilitアand　related　topics　in　underdevel・・

oped　countries．　He　organized　and　participated　in　several

of由ese　international　workshops　including　one　in　Vict

Nam　where　the血ree　IFFS　speakers　gave　their　lec£ures　in

French．　He　also　began　the　IFFS　Newsletter　which　therea£

ter　was　published　tWice　a　year　and　distributed　at　the　year茎ア

ESHRE　and　the　ASRM　meetings．
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学術誌掲載論文等のリポジトリとアーカイブの扱いについて

日本生殖医学会の刊行する学術誌（日本生殖医学会雑誌）に掲載された論文の著者自身のホームページ上での公

開，あるいは著者の所属機関のリポジトリへの登録・保管に関しては，著者本人の判断にゆだねます． ただし，商

業目的とするものに関しては，著作権元（学会）に許可を得ることといたします．

一般社団法人 日本生殖医学会編集委員会

編集委員長 今井　裕

複写をご希望の方へ

日本生殖医学会は，本誌掲載著作物の複写に関する権利を一般社団法人学術著作権協会に委託しており ます．

本誌に掲載された著作物の複写をご希望の方は，（社）学術著作権協会より許諾を受けて下さい．但し， 企業等法人による社内利用目的

の複写については，当該企業等法人が社団法人日本複写権センター（（社）学術著作権協会が社内利用目的複写に関する権利を再委託して

いる団体）と包括複写許諾契約を締結している場合にあっては，その必要はございません（社外頒布目的の複写については， 許諾が必要
です）．

権利委託先　一般社団法人学術著作権協会

〒107－0052東京都港区赤坂9－6－41乃木坂ビル3F

FAX：03－3475－5619　E－mail：info＠jaaccjp

複写以外の許諾（著作物の引用，転載，翻訳等）に関しては，（社）学術著作権協会に委託致しており ません．

直接，日本生殖医学会（E－mail：info＠jsrnLorjp）へお問い合わせください．

編集委員

今　井　　　裕（委員長）
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